


 



住みたい・住み続けたいと思われる⾃然と共⽣するまちづくりの実現を⽬指して 

地球温暖化による気候変動は、私たちの生活や地球環境に深

刻な影響を及ぼしています。異常気象や自然災害の頻発、農作

物への影響など、その影響は多岐にわたります。この課題に対

応し、持続可能な社会を実現するためには、経済と環境の両立

を目指すグリーントランスフォーメーション（ＧＸ）の推進が

不可欠です。また、私たち人類の活動により、生物多様性の損

失が急速に進行している危機にも直面しています。 

本市において、豊かな自然と歴史文化を後世に引き継ぎ、住みたい・住み続けたいと

思われるまちを築くため、「第 4 次朝来市環境基本計画」を策定します。 

生物多様性は、私たちの日常、社会経済を支える重要な財産です。「本市の将来につ

なぎたい良いところは何でしょう。」と市民の皆さまに聞きますと、多くの方が、「自然

の豊かさ」と答えます。先人から大切に守り育てられてきた自然の恵みを受けて、私た

ちの幸せと暮らしがあります。 

このようなことから、気候変動対策のためにも、環境に配慮した自然と共生するまち

づくりが重要だと考えます。それは、環境問題の解決に貢献するだけでなく、地域経済

の活性化や災害に対する強靭性（レジリエンス）を高めることにもつながるものです。 

「人と自然が共生し、豊かな環境を守り活かすまち」の実現は、市の取組・施策のみ

では叶いません。市民の皆さま、事業者の皆さまが自分事としてとらえ、自主的・積極

的な行動にうつすことが将来につながります。共に手を携え、本市の豊かな自然を将来

世代へ継承し、持続可能な未来を築いていきましょう。 

最後になりましたが、本計画の策定にあたってご尽力を賜りました朝来市環境審議会

の皆さまをはじめ、ご意見をいただきました多くの皆さまに心より感謝申し上げます。 

 

2025 年 3 月 
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 １  計画策定の背景・⽬的 

本市では、2009 年 2 月に制定した「朝来市生活環境保全条例」に基づき、2010 年

3 月に「朝来市環境基本計画」を策定しました。その後、2015 年 3 月に「第 2 次朝

来市環境基本計画」、2020 年 3 月に「第 3 次朝来市環境基本計画」（以下、「第 3 次計

画」という。）を策定し、望ましい環境像「人と自然が共生し 歴史・文化を育む 快適

なまち 朝来市」の実現に向けて、環境施策の総合的かつ計画的な推進を図ってきまし

た。 

しかしながら、近年、カーボンニュートラル（脱炭素）の実現に向けた省エネルギー

対策や再生可能エネルギー導入等の推進をはじめ、サーキュラーエコノミー（循環経済）

の実現に向けた食品ロス削減やプラスチックごみの削減・リサイクル等の推進、ネイチ

ャーポジティブ（自然再興）の実現に向けた生物多様性保全の推進など、環境を取り巻

く動向は大きく変化しています。 

2024 年 5 月に閣議決定された国の「第六次環境基本計画」では、目指すべき持続可

能な社会の姿を、「環境保全とそれを通じたウェルビーイング（高い生活の質）が実現で

きる循環共生型社会の構築」としています。その実現に向けて、カーボンニュートラル

（脱炭素）、サーキュラーエコノミー（循環経済）、ネイチャーポジティブ（自然再興）

等といった個別分野の環境施策を相乗効果が出るよう統合的に推進し、トレードオフを

回避しつつ、環境・経済・社会課題の同時解決を図っていく方向性が示されています。 

また、兵庫県においても、2025 年 3 月に「第 6 次兵庫県環境基本計画」が策定さ

れています。 

このような背景のもと、第 3 次計画の計画期間が 2024 年度末をもって終了するこ

とから、本市が抱える環境課題を見つめ直し、環境を取り巻く動向の変化、国や兵庫県

の環境政策の動向を踏まえて、新たな 10 年間で推進すべき環境施策を掲げる「第 4 次

朝来市環境基本計画」（以下、「第 4 次計画」という。）を策定します。 

  

 第 １ 章  
計 画 の基 本 的 事 項 
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１.１ 国際的な動向                                            
（１）持続可能な開発⽬標（SDGs） 

持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals）は、2015 年 9

月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」に掲げら

れた 2016 年から 2030 年までの国際目標で、17 の目標とそれらに付随する 169 の

ターゲットから構成されています。SDGs には、エネルギー、気候変動対策、循環型社

会、生物多様性、森林・海洋の環境保全等の環境分野に関する目標が含まれており、環

境分野のみならず、環境・社会・経済の 3 つの側面から 17 の目標を統合的に解決しな

がら持続可能な未来を築くことが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

出典：国際連合広報センター ウェブサイト 

持続可能な開発⽬標（SDGs）の 17 の⽬標 
 

（２）気候変動対策 
2015 年 11～12 月にかけてフランスのパリで開催された国連気候変動枠組条約第

21 回締約国会議（COP21）で採択された「パリ協定」では、温室効果ガス排出削減（緩

和）の長期目標として、気温上昇を 2℃より十分下方に抑える（2℃目標）とともに 1.5℃

に抑える努力を継続すること、そのために今世紀後半に人為的な温室効果ガス排出量を

実質ゼロ、すなわちカーボンニュートラルを実現することが掲げられました。 

また、2023 年 11～12 月にアラブ首長国連邦・ドバイにて開催された国連気候変

動枠組条約第 28 回締約国会議（COP28）では、パリ協定の目的達成に向けた世界全

体の進捗を評価するグローバル・ストックテイクに関する決定、ロス&ダメージ（気候

変動の悪影響に伴う損失と損害）に対応するための基金を含む新たな資金措置の制度の

大枠に関する決定のほか、緩和、適応、資金、公正な移行等の各議題についての決定が

それぞれ採択されました。  
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１.２ 国の動向                                               
（１）第六次環境基本計画 

国の「第六次環境基本計画」が、2024 年 5 月に閣議決定されました。同計画は、「環

境基本法」に基づく政府全体の環境政策を総合的かつ計画的に推進するための計画です。

個別分野の環境政策については「地球温暖化対策計画」、「循環型社会形成推進基本計

画」、「生物多様性国家戦略」といった個別分野の計画において、より詳しく掲載され

るため、同計画の役割としては、環境政策が全体として目指すべき大きなビジョンを示

すこととなります。 

同計画では、目指すべき持続可能な社会の姿を、「環境保全とそれを通じたウェルビ

ーイング（高い生活の質）が実現できる循環共生型社会の構築」としています。その実

現に向けて、カーボンニュートラル（脱炭素）、サーキュラーエコノミー（循環経済）、

ネイチャーポジティブ（自然再興）等といった個別分野の環境施策を相乗効果が出るよ

う統合的に推進し、トレードオフを回避しつつ、環境・経済・社会課題の同時解決を図

っていく方向性が示されています。 

 

（２）カーボンニュートラル（脱炭素） 
「カーボンニュートラル（脱炭素）」とは、二酸化炭素等の温室効果ガスの人為的な

発生源による排出量と森林等による吸収量との間の均衡を達成し、温室効果ガス排出量

が実質ゼロとなることを意味します。 

国では、2020 年 10 月に、2050 年までに温室効果ガスの排出量を実質ゼロにする

2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを表明しました。その

後、2021 年 4 月に、温室効果ガス排出量の新たな中期目標として、「2013 年度比で

2030 年度に 46％削減を目指し、さらに 50％の高みに向けて挑戦を続ける」ことを

表明しました。この野心的な目標の達成に向けた緩和策のさらなる推進を図るため、

2021 年 10 月に改訂された「地球温暖化対策計画」が閣議決定されました。また、気

候変動対策の両輪である適応策についてもさらなる推進を図るため、改訂された「気候

変動適応計画」があわせて閣議決定されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

カーボンニュートラルのイメージ  

排出される CO2 吸収される CO2 



4 

（３）サーキュラーエコノミー（循環経済） 
「サーキュラーエコノミー（循環経済）」とは、従来の 3R（リデュース、リユース、

リサイクル）の取組に加え、廃棄されていた製品や原材料等を「資源」と考えて、廃棄

物を出すことなく資源を循環させる経済の仕組みのことを意味します。 

国では、2022 年 4 月に「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」を施

行し、プラスチック使用製品の設計から廃棄物の処理までに関わるあらゆる主体におけ

るプラスチック資源循環の取組（3R＋Renewable（バイオマス化・再生材利用等））

を促進していくこととしています。また、国の「第五次循環型社会形成推進基本計画」

が、2024 年 8 月に閣議決定されました。同計画では、サーキュラーエコノミー（循環

経済）への移行を国家戦略として位置づけた上で、その達成に向けた方向性が示されて

います。 

 
 

 
 
 
 

資料︓環境⽩書・循環型社会⽩書・⽣物多様性⽩書 
サーキュラーエコノミーのイメージ 

 

（４）ネイチャーポジティブ（⾃然再興） 
「ネイチャーポジティブ（自然再興）」とは、自然を回復軌道に乗せるため、生物多

様性の損失を止め、反転させることを意味します。 

2022 年 12 月に、生物多様性の保全に関する 2030 年までの新たな国際目標「昆

明・モントリオール生物多様性枠組」が採択されました。同枠組を踏まえて、国の「生

物多様性国家戦略 2023-2030」が、2023 年 3 月に閣議決定されました。同戦略で

は、2050 年ビジョン「自然と共生する社会」の達成に向け、2030 年ミッションとし

て「2030 年ネイチャーポジティブ（自然再興）」を掲げ、その達成に向けた方向性が

示されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料︓環境省資料「ネイチャーポジティブ経済の実現に向けて」 
⽣物多様性の損失を減らし、回復させる⾏動の内訳 
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１.３ 兵庫県の動向                                            
兵庫県の「第 6 次兵庫県環境基本計画」が、2025 年 3 月に策定されました。 

同計画では、計画の基本理念を、「将来につなぐ兵庫の自然の恵み ～県民と共に創る

環境価値～」としています。また、施策展開の方針として、「環境価値の創出」、「施策間

の相乗効果の最大化とトレードオフの回避・調整」、「共創力の発揮と担い手の確保」が

示されています。 

 

 

 ２  計画の位置づけ 

第 4 次計画は、「朝来市生活環境保全条例」に位置づけられた計画であり、本市の最

上位計画である「第 3 次朝来市総合計画」を、環境面から総合的かつ計画的に推進する

ための計画です。 

また、上位計画となる国の「第六次環境基本計画」や「第 6 次兵庫県環境基本計画」

の内容を踏まえるとともに、本市の関連計画との整合を図りつつ、本市が展開する環境

施策や、市民・事業者の環境に配慮した取組に対して基本的な方向性を示す計画です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

国及び兵庫県 

環境基本法 

第六次環境基本計画 

環境の保全と創造に関する条例 

第 6 次兵庫県環境基本計画 

朝来市 

朝来市生活環境保全条例 第 3 次朝来市総合計画 

 関連計画  
 朝来市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

・朝来市地域新エネルギー・省エネルギービジョン【統合】 

・朝来市バイオマス活用推進計画【統合】 

 第 2 次朝来市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 

 一般廃棄物（ごみ）処理基本計画  朝来市災害廃棄物処理基本計画 

 朝来市都市計画マスタープラン  朝来市地域公共交通網形成計画 

 朝来市森林ビジョン  朝来市鳥獣被害防止計画 

 第 2 次朝来市空家等対策計画 等  

整合 

第 4 次朝来市環境基本計画 
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 ３  計画の期間 

第 4 次計画の期間は、2025 年度から 2034 年度までの 10 年間とします。 

ただし、今後の環境を取り巻く動向の変化等に的確に対応していくため、2030 年度

を目処に必要に応じて計画の見直しを行います。 

 

 

 ４  計画の対象範囲 

第 4 次計画で対象とする環境の範囲は、下表に示すとおりです。 

 
区分 環境の範囲 

脱炭素 
 省エネルギー 

 気候変動 等 

 再生可能エネルギー 

 

自然共生 
 動植物 

 森林 

 自然とのふれあい 

 農地 等 

資源循環  ごみの 3Ｒ  ごみの適正処理 等 

健全・快適 

 大気汚染 

 騒音・振動・悪臭 

 歴史・文化 

 空き家 等 

 水質汚濁 

 景観 

 公園・緑地 

 

共創力  環境学習・環境教育  環境保全活動 等 
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 １  地域の概況 

（１）位置・地勢 
本市は、兵庫県のほぼ中央部に位置し、北部は養父市・豊岡市、南部は神河町、東部

は丹波市・多可町・京都府、西部は宍粟市に接しています。 

市域は、南北約 32km、東西約 24km の範囲に広がり、総面積は 403.06km2 で県

全体の 4.8％を占めています。日本海へ流れる円山川や瀬戸内海に流れる市川などの源

流地域で兵庫県の南北の分水嶺に位置し、市域の約 84％が森林に覆われた自然豊かな

地域です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

朝来市の位置 
  

 第 ２ 章  
環 境 の 現 状 ・ 課 題 
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（２）気象 
①気温 

市内の和田山気象観測所及び生野気象観測所における 1980 年以降の年平均気温及

び猛暑日（日最高気温が 35℃以上の日）日数の長期変化傾向を見ると、ともに増加傾

向で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：気象庁統計資料 

年平均気温及び猛暑⽇⽇数の推移 
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②降⽔量 
市内の和田山気象観測所及び生野気象観測所における 1980 年以降の年間降水量及

び降水日数の長期変化傾向を見ると、降水日数が減少傾向で推移する一方で、年間降水

量は増加傾向で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：気象庁統計資料 

年間降⽔量及び降⽔⽇数の推移 
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③降雪量 
市内の和田山気象観測所（生野気象観測所では観測対象外）における 1980 年以降の

年間降雪量及び降雪日数の長期変化傾向を見ると、ともに減少傾向で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：気象庁統計資料 

年間降雪量及び降雪⽇数の推移 

 

（３）⼈⼝・世帯数 
本市の人口及び世帯数は、2022 年でそれぞれ 28,676 人、12,294 世帯となって

おり、人口は減少傾向、世帯数は概ね横ばいで推移しています。1 世帯あたりの人数は、

2022 年で 2.33 人となっており、減少傾向で推移していることから、核家族化や単身

世帯化が進行しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査 

⼈⼝及び世帯数の推移  
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また、本市の人口の年齢階級別構成比は、15 歳未満及び 15～64 歳が減少傾向で推

移する一方で、65 歳以上が増加傾向で推移していることから、少子高齢化が着実に進

行していることがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査 

⼈⼝の年齢階級別構成⽐の推移 
 

（４）産業 
①産業別就業者数 

本市の就業者数は、2020 年で 14,226 人となっており、減少傾向で推移していま

す。その内訳を見ると、第 3 次産業が 9,192 人で最も多く、次いで第 2 次産業が 4,117

人、第 1 次産業が 783 人などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

注）第 1 次産業：農業、林業、漁業 

第 2 次産業：鉱業、建設業、製造業 

第 3 次産業：第 1 次産業及び第 2 次産業に分類されない産業 
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産業別就業者数の推移 
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②農業 
本市の総農家数及び経営耕地面積は、2020 年でそれぞれ 1,777 戸、959ha とな

っており、両者ともに減少傾向で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査 

総農家数及び経営耕地⾯積の推移 

 

③林業 
本市の林業労働者数は、2022 年度で 51 人となっており、2021 年度以降、増加傾

向で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：兵庫県林業統計書 

林業労働者数の推移 
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また、本市の素材生産量は、2022 年で 29,431m3 となっており、2020 年以降、

増加傾向で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：兵庫県林業統計書 

素材⽣産量の推移 

 

④⼯業 
本市の工業の事業所数及び従業者数は、2021 年でそれぞれ 84 事業所、3,349 人

となっており、両者ともに 2020 年以降、増加傾向で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：工業統計調査、経済センサス-活動調査、兵庫県統計書 

⼯業の事業所数及び従業者数の推移 
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 ２  環境に関する意識 

（１）調査概要 
市民・事業者・中学生を対象とした本市の環境に関するアンケート調査の実施概要は、

下表に示すとおりです。 

 

アンケート調査の実施概要 
区分 調査対象 調査期間 有効回収数 有効回収率 

市民 
市内在住の 18 歳以上の 

男女 1,500 人 
2024 年 6～7 月 623 件 41.5％ 

事業者 
市内で事業活動を行って 

いる 200 事業所 
同上 109 件 54.5％ 

中学生 市内の中学 3 年生 214 人 同上 181 件 84.6％ 

 

（２）調査結果概要 
アンケート調査結果の概要は、以下に示すとおりです。なお、調査結果の詳細は、「資

料編」に掲載しています。 

 

①地域の環境に関する満⾜度 《市⺠【問 2】・中学⽣【問 2】》 

地域の環境に関する満⾜度※（上位5項⽬） 
順位 市民 順位 中学生 

1 位 空気のきれいさ【89.6％】 1 位 自然の豊かさ【90.6％】 

2 位 自然の豊かさ【85.2％】 2 位 空気のきれいさ【86.7％】 

3 位 家のまわりの悪臭の少なさ【77.9％】 3 位 家のまわりの悪臭の少なさ【79.0％】 

4 位 家のまわりの静かさ【75.5％】 4 位 家のまわりの静かさ【77.3％】 

5 位 まちの清潔さ【72.3％】 5 位 川や池の水のきれいさ【74.0％】 

※：「とても満足」及び「やや満足」と回答した市民・中学生の割合を示しています。 

地域の環境に関する満⾜度※（下位5項⽬） 
順位 市民 順位 中学生 

1 位 
環境に関する情報の入手しやすさ 

【18.8％】 
1 位 

道路交通や公共交通機関の便利さ 

【39.2％】 

2 位 
環境教育・環境学習の機会の多さ 

【21.4％】 
2 位 

自然災害に対する安全性の高さ 

【53.6％】 

3 位 
道路交通や公共交通機関の便利さ 

【21.8％】 
3 位 

リサイクル活動の活発さ 

【59.2％】 

4 位 
自然災害に対する安全性の高さ 

【32.1％】 
4 位 

環境に関する情報の入手しやすさ 

【61.3％】 

5 位 
歴史的・文化的資源と調和したまちなみ

の美しさ【42.7％】 
5 位 

環境教育・環境学習の機会の多さ 

【65.2％】 

※：「とても満足」及び「やや満足」と回答した市民・中学生の割合を示しています。 
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②地域の環境に関する重要度 《市⺠【問 2】・中学⽣【問 2】》 

地域の環境に関する重要度※（上位5項⽬） 
順位 市民 順位 中学生 

1 位 まちの清潔さ【89.5％】 1 位 まちの清潔さ【83.4％】 

2 位 空気のきれいさ【89.0％】 

2 位 

家のまわりの悪臭の少なさ【82.3％】 

3 位 
ごみの分別や出し方のマナーの良さ 

【88.2％】 

道路交通や公共交通機関の便利さ 

【82.3％】 

4 位 

川や池の水のきれいさ 

【86.7％】 
4 位 

自然災害に対する安全性の高さ

【81.2％】 

家のまわりの悪臭の少なさ【86.7％】 5 位 家のまわりの静かさ【80.1％】 

※：「とても重要」及び「やや重要」と回答した市民・中学生の割合を示しています。 

地域の環境に関する重要度※（下位5項⽬） 
順位 市民 順位 中学生 

1 位 
環境教育・環境学習の機会の多さ 

【60.4％】 
1 位 

環境に関する情報の入手しやすさ 

【61.9％】 

2 位 
環境に関する情報の入手しやすさ 

【60.7％】 
2 位 

歴史的・文化的資源と調和したまちなみ

の美しさ【65.8％】 

3 位 

歴史的・文化的資源と調和したまちなみ

の美しさ【64.2％】 
3 位 

自然とふれあう場や機会の多さ 

【66.3％】 

自然とふれあう場や機会の多さ 

【64.2％】 
4 位 

環境教育・環境学習の機会の多さ 

【68.5％】 

5 位 
自然と調和したまちなみの美しさ 

【67.1％】 
5 位 

リサイクル活動の活発さ 

【71.9％】 

※：「とても重要」及び「やや重要」と回答した市民・中学生の割合を示しています。 

 

③環境保全に関する取組の実⾏度 《市⺠【問 3】・事業者【問 2】》 

環境保全に関する取組の実⾏度※（上位5項⽬） 
順位 市民 順位 事業者 

1 位 
ごみをきちんと分別して出し、リサイ

クルに協力している【95.9％】 
1 位 

こまめな消灯や冷暖房時の適正温度管

理など、節電に努めている【93.6％】 

2 位 
こまめな消灯や冷暖房時の適正温度管

理など、節電に努めている【95.7％】 
2 位 

空調のフィルターを定期的に掃除する

など、設備の保守管理を行っている 

【86.2％】 

3 位 
賞味期限切れや食べ残し等で食品ロス 

を出さないよう心がけている【93.9％】 
3 位 

事業所の設備を更新する際は、省エネ

性能の高い設備を選択している 

【78.9％】 

4 位 
生ごみは水切りを十分に行っている 

【91.0％】 
4 位 

事業所内でクールビズやウォームビズ

を励行している【78.0％】 

5 位 
使い捨て商品は買わず、詰め替えでき

る商品を購入している【90.7％】 
5 位 

事業活動による廃棄物の発生抑制やリ 

サイクルなどを徹底している【73.4％】 

※：「いつも行っている」及び「たまに行っている」と回答した市民の割合、「取り組んでいる」と

回答した事業所の割合を示しています。 
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環境保全に関する取組の実⾏度※（下位5項⽬） 
順位 市民 順位 事業者 

1 位 
できるだけ自動車利用を控え、公共交

通機関を利用している【15.4％】 
1 位 

専門機関による省エネルギー診断など

を受診して、設備改修を行っている 

【4.6％】 

2 位 
太陽光発電設備など、再生可能エネル

ギー設備を利用している【17.9％】 
2 位 

従業員に、通勤や出張への公共交通機

関の利用を奨励している【11.9％】 

3 位 

フリーマーケットへの参加やアプリの

利用など、不用品の再利用に努めている 

【33.0％】 

3 位 

ISO14001 やエコアクション 21 な

どの環境マネジメントシステムを導入し

ている【12.8％】 

4 位 
できるだけ徒歩や自転車での移動を心

がけている【41.4％】 
4 位 

再生可能エネルギー割合が高い電力を

選択して購入している【15.6％】 

5 位 
エコマーク商品など、環境にやさしい

商品を購入している【57.8％】 
5 位 

環境保全のための指針・ガイドライン

や環境報告書などを作成している 

【17.4％】 

※：「いつも行っている」及び「たまに行っている」と回答した市民の割合、「取り組んでいる」と

回答した事業所の割合を示しています。 

 

④環境保全活動・環境学習への今後の参加意向 《市⺠【問 4】・中学⽣【問 4】》 

環境保全活動・環境学習への今後の参加意向※（上位5項⽬） 
順位 市民 順位 中学生 

1 位 
道路や河川、公園などの清掃活動 

【51.4％】 
1 位 

動植物の観察会や保護活動 

【44.8％】 

2 位 
地域におけるリサイクル活動 

【42.9％】 
2 位 

地域におけるリサイクル活動 

【40.3％】 

3 位 
花や木を植える緑化活動 

【41.7％】 
3 位 

道路や河川、公園などの清掃活動 

【35.4％】 

4 位 
バザーやフリーマーケット 

【35.8％】 

花や木を植える緑化活動 

【35.4％】 

5 位 
ごみ処理施設の見学会 

【33.7％】 
5 位 

バザーやフリーマーケット 

【33.7％】 

※：「参加したい」と回答した市民・中学生の割合を示しています。 

 

⑤「⽣物多様性」の認知度 《市⺠【問 5】・中学⽣【問 5】》 

「⽣物多様性」という⾔葉の認知度 
項目 市民 中学生 

言葉の意味を知っている 21.8％ 18.2％ 

言葉の意味は知らないが、聞いたことがある 46.9％ 42.0％ 

聞いたことがない 28.3％ 38.7％ 
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⑥「第 3 次計画」の認知度 《市⺠【問 8】・事業者【問 12】》 

「第3次計画」の認知度 
項目 市民 事業者 

内容を知っている 3.0％ 10.1％ 

内容をよく知らないが、聞いたことがある 31.8％ 44.0％ 

聞いたことがない 62.9％ 41.3％ 

 

⑦本市が重点的に今後進めるべき取組 《市⺠【問 12】》 

市⺠が考える本市が重点的に今後進めるべき取組（上位5項⽬） 
順位 市民 

1 位 公共交通機関（アコバスなど）の利便性向上・利用促進【47.0％】 

2 位 空き家や空き地の適正管理【43.3％】 

3 位 安全・安心な水道水の供給【35.8％】 

4 位 ごみのポイ捨てや不法投棄の防止対策【28.9％】 

5 位 有害鳥獣による農作物被害の防止対策【28.3％】 

 

⑧本市に今後期待する⽀援 《事業者【問 14】》 

事業者が環境保全に取り組んでいくために本市に今後期待する⽀援等（上位5項⽬） 
順位 事業者 

1 位 市内の環境の現状に関する情報提供【41.3％】 

2 位 環境保全に取り組むための公的融資や補助制度の充実【37.6％】 

3 位 他事業者での先駆的な取組事例の情報提供【34.9％】 

4 位 公共施設での率先した取組の実施及びその効果の情報提供【27.5％】 

5 位 環境保全に関する技術指導や講習会などの開催【21.1％】 

 

⑨本市の将来像 《中学⽣【問 7】》 

中学⽣が望む本市の将来像（上位5項⽬） 
順位 中学生 

1 位 空気や水がきれいなまち【61.3％】 

2 位 自然が豊かなまち【23.8％】 

3 位 
騒音や振動が少ない静かなまち【22.7％】 

誰もが利用しやすい交通手段が確保されたまち【22.7％】 

5 位 有害物質による汚染がないまち【21.0％】 
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 ３  環境の現状・課題 

３.１ 脱炭素                                                 

（１）現状 
①市域の温室効果ガス排出量 

市域の温室効果ガス排出量は、2020 年度で 217 千 t-CO2 となっています。減少傾

向で推移し、2016 年度と比較すると 23.9％減となっています。部門別に見ると、業

務部門が 47.6％減と最も減少しており、次いで運輸部門が 17.8％減、家庭部門が

17.7％減、産業部門が 15.4％減、廃棄物部門が 3.5％減となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市域の温室効果ガス排出量の推移 

 

②市の事務事業に係る温室効果ガス排出量 
市の事務事業に係る温室効果ガス排出量は、2023 年度で 7,701t-CO2 となってい

ます。概ね横ばいで推移し、2019 年度と比較すると 8.3％増となっています。 
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③再⽣可能エネルギー 
本市では、公共施設への太陽光発電設備の導入を推進しています。現在、10 施設に

導入しており、累計導入容量は 169.6kW となっています。 

 

公共施設への太陽光発電の導⼊状況（2024 年 7 ⽉時点） 

No 施設 
導入容量 

（kW） 

1 朝来市役所 本庁舎 10 

2 朝来市役所 朝来支所 10 

3 山口小学校 10 

4 和田山中学校 20 

5 学校給食センター 10 

6 高齢者活力創造センター（旧与布土小学校） 48 

7 朝来市斎場 セレモニーホールやすらぎ 30 

8 あさご森の図書館 あさごエコハウス 20 

9 生野交流館 10 

10 竹田城跡 中腹駐車場トイレ 1.6 

合計 169.6 

 

また、市内の FIT・FIP 制度による再生可能エネルギー設備の累計導入容量は、2023

年度で 29,997kW となっています。その内訳を見ると、太陽光発電（10kW 以上）が

19,305kW で最も多く、次いでバイオマス発電が 5,981kW、太陽光発電（10kW 未

満）が 3,994kW、水力発電が 717kW となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：再生可能エネルギー電子申請サイト 

再⽣可能エネルギー設備の累計導⼊容量の推移  
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④公共交通 
市内の路線バス及びコミュニティバス（アコバス）の年間乗車人数は、2023 年度で

210,035 人となっています。新型コロナ感染症の影響もあり、2020 年度に大きく減

少した後、緩やかな回復傾向で推移していますが、2019 年度と比較すると 8.0％減と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

路線バス及びコミュニティバス（アコバス）の年間乗⾞⼈数の推移 
 

また、市内の鉄道の年間乗車人数は、2023 年度で 403,690 人となっています。路

線バス及びコミュニティバス（アコバス）と同様に、2020 年度に大きく減少した後、

緩やかな回復傾向で推移していますが、2019 年度と比較すると 18.6％減となってい

ます。 
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（２）課題 

現状 課題 

市域における温室効果ガス排出量は、減

少傾向で推移しています。 

2050年カーボンニュートラルの実現に

向けて、省エネルギー対策のさらなる推進

や再生可能エネルギーの導入拡大を図って

いく必要があります。 

本市の事務事業に係る温室効果ガス排出

量は、概ね横ばいで推移しています。 

公共施設におけるエネルギー消費量のさ

らなる削減に向けて、率先的に取り組んで

いく必要があります。 

アンケート調査結果によると、家庭や事

業所で取り組みやすい省エネ行動等のソフ

ト面の対策については実行度が比較的高く

なっていますが、再生可能エネルギー設備

の導入等のハード面の対策は実行度が低く

なっています。また、「環境保全に取り組

むための公的融資や補助制度の充実」を期

待する事業者の割合は高くなっています。 

補助制度の創設や活用できる補助制度等

について情報発信を行うなど、支援体制の

強化を図っていく必要があります。 

アンケート調査結果によると、市民・中

学生の「自然災害に対する安全性の高さ」

に対する満足度はともに低くなっていま

す。 

再生可能エネルギーの導入拡大は、地球

温暖化対策だけではなく、電力の分散化に

よる災害時のレジリエンス強化に資するも

のであるため、防災拠点や避難所に再生可

能エネルギーや蓄電池を活用した自立・分

散型電源を率先的に導入するとともに、家

庭や事業所への波及を図っていく必要があ

ります。 

市内では、民間事業者による木質バイオ

マス発電事業が行われています。 

事業の継続を支援するため、林業事業体

が未利用材を安定供給できる体制づくりを

推進していく必要があります。 

アンケート調査結果によると、市民・中

学生の「道路交通や公共交通機関の便利

さ」に対する満足度はともに低くなってい

るとともに、「公共交通機関（アコバスな

ど）の利便性向上・利用促進」を期待する

市民の割合は最も高くなっています。 

利便性向上による利用者の増加を図るこ

とで、持続可能な公共交通体系の構築を目

指していく必要があります。 

市内では、気温の上昇、降水量の増加、

降雪量の減少など、地球温暖化の進行がも

たらす気候変動影響が顕在化してきていま

す。 

温室効果ガスの排出を抑制する緩和策に

加えて、集中豪雨の頻度・強度の増加、熱

中症リスクの増加など、気候変動影響に備

える適応策を検討していく必要がありま

す。 
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３.２ ⾃然共⽣                                               

（１）現状 
①希少野⽣動植物 

兵庫県では、絶滅の危機にある希少野生動植物などを保全し、生物多様性を確保する

ため、1995 年に「兵庫の貴重な自然-兵庫県版レッドデータブック-」を作成していま

す。その後、蓄積された新たな生物情報を基に、2013 年に鳥類、2014 年に貝類・そ

の他無脊椎動物、2017 年に哺乳類・爬虫類・両生類・魚類・クモ類、2022 年に昆虫

類について改訂された新たなレッドリストが公表されています。また、2020 年に植物・

植物群落について改訂された新たなレッドデータブックが公表されています。 

同資料の県内分布記録に本市が含まれている希少野生動物は 174 種、希少野生植物

は 114 種となっています。 

 

市内における希少野⽣動物の確認状況 

区分 

兵庫県版 

レッドリスト 

掲載種数 

兵庫県版レッドリストの県内分布記録に 

本市が含まれている種 

種数 種名 

哺乳類 18 10 ニホンモモンガ、ヤマネ、ミズラモグラなど 

鳥類 153 57 コウノトリ、クマタカなど 

爬虫類 9 4 シロマダラ、ニホンイシガメなど 

両生類 18 11 
オオサンショウウオ、ヒダサンショウウオ、

モリアオガエル、アカハライモリなど 

魚類 56 12 
スナヤツメ南方種、ミナミメダカ（瀬戸内

型）、ナガレホトケドジョウなど 

昆虫類 281 68 オオムラサキ、クロシジミなど 

クモ類 41 5 タジマホラヒメグモ、シノビグモなど 

貝類 153 7 マルタニシ、ケハダビロウドマイマイなど 

その他 

無脊椎動物 
65 0 － 

合計 791 174 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  オオサンショウウオ コウノトリ 



23 

市内における希少野⽣植物の確認状況 

区分 

兵庫県版 
レッドデータ 

ブック 
掲載種数 

兵庫県版レッドデータブックの県内分布記録に 

本市が含まれている種 

種数 種名 

維管束植物 

（シダ植物） 
98 15 

ヒロハハナヤスリ、ヤシャゼンマイ、ヤマ

ドリゼンマイ、ヒロハヤブソテツなど 

維管束植物 

（種子植物） 
711 89 

ムカゴソウ、スズメノハコベ、カタクリ、

ギンラン、ヒカゲツツジ、エドヒガンなど 

蘚苔類 

（苔類） 
50 4 

タカキクラマゴケモドキ、コオイフタマタ

ゴケなど 

蘚苔類 

（蘚類） 
92 2 チヂレタチゴケ、トガリバイチイゴケ 

藻類 

（淡水藻類） 
33 0 － 

藻類 

（海藻類） 
14 0 － 

菌類 44 4 
マツタケモドキ、オオムラサキアンズタケ

など 

合計 1,042 114 － 

 

②外来⽣物 
市内では、アライグマやヌートリア、オオキンケイギクなど、特定外来生物の生息・

生育が確認されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：環境省ホームページ 

アライグマ オオキンケイギク 
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③有害⿃獣 
市内では、イノシシやニホンジカなど、有害鳥獣による農林業被害が発生しています。

被害額は、2023 年度で 3,503 千円となっており、2021 年度に大きく減少した後、

概ね横ばいで推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

有害⿃獣による農林業被害額の推移 
 

また、有害鳥獣の捕獲頭数は、2023 年度で 1,554 頭となっており、減少傾向で推

移しています。その内訳を見ると、ニホンジカが 1,269 頭で圧倒的に多くなっていま

す。 
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（２）課題 

現状 課題 

アンケート調査結果によると、市民・中

学生の「生物多様性」の認知度はともに低

くなっています。また、市民・事業者の

「生物多様性の保全や持続可能な利用につ

ながる活動」への取組意向は比較的高くな

っています。 

希少野生動植物の生息・生育状況の現状

把握や情報発信を行い、保全活動の推進を

図っていく必要があります。 

市内では、特定外来生物の生息・生育が

確認されています。 

特定外来生物の特徴や駆除方法について

情報発信を行うことで、被害の拡大防止に

努めていく必要があります。また、兵庫県

や周辺自治体と連携して、新たな特定外来

生物の侵入防止に努めていく必要がありま

す。 

本市の有害鳥獣による農林業被害額は減

少傾向で推移しているものの、アンケート

調査結果によると、「有害鳥獣による農作

物被害の防止対策」の推進を期待する市民

の割合は高くなっています。 

防護柵の設置や捕獲活動の推進など、被

害のさらなる縮小に努めていく必要があり

ます。 

アンケート調査結果によると、市民・中

学生の「自然の豊かさ」に対する満足度は

ともに高くなっています。 

本市の約 84％を占める森林の適正管理

や担い手の確保を行うことで、水源かん養

機能、生物多様性保全機能、地球環境保全

機能、土砂災害防止機能など、森林が有す

る多面的機能の維持・発揮を図っていく必

要があります。 

本市の総農家数は、減少傾向で推移して

います。 

新規就農者の確保や環境保全型農業の促

進などによって、地域農業の維持・発展を

図っていく必要があります。 

本市の経営耕地面積は、減少傾向で推移

しています。 

遊休農地の発生防止・解消を図っていく

必要があります。 
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３.３ 資源循環                                               

（１）現状 
①ごみ排出量 

本市のごみ排出量は、2022 年度で 9,533t となっています。減少傾向で推移してい

ましたが、2022 年度に増加傾向に転じ、2018 年度と比較すると 10.5％減となって

います。種類別に見ると、生活系ごみが 6.8％減、事業系ごみが 13.1％減、集団回収が

30.2％減となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：一般廃棄物処理実態調査 

ごみ排出量の推移 

 

また、本市の 1 人 1 日当たりのごみ排出量は、2022 年度で 907g/人・日となって

います。多少の増減はあるものの減少傾向で推移していましたが、2022 年度に増加に

転じています。2019 年度以降、兵庫県平均及び全国平均よりも少ない水準で推移して

いましたが、2022 年度には多い水準となっています。 
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②リサイクル率 
本市のリサイクル率は、2022 年度で 25.5％となっており、2021 年度まで多少の

増減はあるものの減少傾向で推移していましたが、2022 年度に増加に転じています。

兵庫県平均及び全国平均よりも高い水準となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：一般廃棄物処理実態調査 

リサイクル率の推移 
 

③不法投棄ごみ 
本市では、不法投棄パトロールを日常的に行っています。不法投棄ごみの回収量は、

2023 年度で 4,790kg となっており、多少の増減はあるものの増加傾向で推移してい

ます。 
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（２）課題 

現状 課題 

本市のごみ排出量及び 1 人 1 日当たり

のごみ排出量は、ともに多少の増減はある

ものの減少傾向で推移しています。アンケ

ート調査結果によると、市民の「食品ロス

の削減」や「生ごみの水切り」などの実行

度は高くなっています。 

今後も3Rのうち優先されるべきごみの

発生抑制（リデュース）と再使用（リユー

ス）に重点を置いた取組により、さらなる

ごみ減量につなげていく必要があります。 

アンケート調査結果によると、市民の

「資源物の分別排出」の実行度は高くなっ

ていますが、リサイクル率は概ね横ばいで

推移しています。 

ごみの分別方法やごみ出しルール等の浸

透・定着を図ることによって、燃やすごみ

に含まれている資源物のさらなる分別の徹

底を促していく必要があります。 

アンケート調査結果によると、市民の

「使い捨てプラスチック製品の使用削減」

の実行度は低くなっています。 

プラスチックごみの削減や使い捨てプラ

スチック製品を使用しないライフスタイル

への転換を図っていく必要があります。 

本市の資源集団回収量は減少傾向で推移

しているものの、アンケート調査結果によ

ると、市民・中学生の「地域におけるリサ

イクル活動」への参加意向はともに高くな

っています。 

回収団体への助成金の交付を継続すると

ともに、活動の活性化を図っていく必要が

あります。 

アンケート調査結果によると、市民・中

学生の「まちの清潔さ」に対する重要度は

ともに最も高くなっているとともに、「ご

みのポイ捨てや不法投棄の防止対策」の推

進を期待する市民の割合は高くなっていま

す。 

地域における環境美化活動を促進し、ご

みの不法投棄やポイ捨てをしにくい環境づ

くりを推進するとともに、市民のマナーや

モラルの向上に向けた意識啓発を図ってい

く必要があります。 

近年、国内では大規模災害が頻発してお

り、災害廃棄物の処理は全国的な課題にな

っています。 

大規模災害の発生に備えて、災害廃棄物

を適正かつ円滑・迅速に処理する体制づく

りを推進していく必要があります。 
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３.４ 健全・快適                                              

（１）現状 
①⼤気質 

市内には一般環境大気測定局が設置されていませんが、周辺の丹波市及び豊岡市では、

兵庫県による二酸化窒素（NO2）、浮遊粒子状物質（SPM）、微小粒子状物質（PM2.5）

などの常時監視が行われており、全て環境基準を達成しています。 

 

⼆酸化窒素（NO2）の測定結果 

測定局 環境基準 
測定結果（ppm） 

2018 2019 2020 2021 2022 

丹波市 柏原 0.06 以下 0.010 0.009 0.008 0.007 0.007 

豊岡市 市役所 0.06 以下 0.005 0.006 0.009 0.008 0.008 

注）測定結果は、日平均値の年間 98％値を示します。 

資料：兵庫県環境白書 

 

浮遊粒⼦状物質（SPM）の測定結果 

測定局 環境基準 
測定結果（mg/m3） 

2018 2019 2020 2021 2022 

丹波市 柏原 0.1 以下 0.054 0.043 0.045 0.035 0.025 

豊岡市 市役所 0.1 以下 0.051 0.036 0.038 0.027 0.029 

注）測定結果は、日平均値の年間 2％除外値を示します。 

資料：兵庫県環境白書 

 

微⼩粒⼦状物質（PM2.5）の測定結果 《その 1》 

測定局 環境基準 
測定結果（μg/m3） 

2018 2019 2020 2021 2022 

丹波市 柏原 15 以下 9.5 8.0 7.5 5.8 6.4 

豊岡市 市役所 15 以下 12.9 10.6 10.0 8.9 9.0 

注）測定結果は、年平均値を示します。 

資料：兵庫県環境白書 

 

微⼩粒⼦状物質（PM2.5）の測定結果 《その 2》 

測定局 環境基準 
測定結果（μg/m3） 

2018 2019 2020 2021 2022 

丹波市 柏原 35 以下 27.2 23.3 22.9 15.5 17.9 

豊岡市 市役所 35 以下 29.5 24.8 23.9 19.3 19.2 

注）測定結果は、日平均値の年間 98％値を示します。 

資料：兵庫県環境白書 
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②⽔質 
市内を流れる市川の 1 地点、円山川の 2 地点において、兵庫県による生物化学的酸素

要求量（BOD）や浮遊物質量（SS）などの測定が毎年度行われていますが、全地点で環

境基準を達成しています。 

 

⽣物化学的酸素要求量（BOD）の測定結果 

河川 測定地点 
環境基準 測定結果（mg/L） 

類型 基準値 2018 2019 2020 2021 2022 

市川 真弓橋 A 2 以下 0.5 0.7 0.8 0.5 ＜0.5 

円山川 
多々良木橋 A 2 以下 0.8 0.8 0.8 ＜0.5 ＜0.5 

玉置橋 A 2 以下 0.5 0.6 0.9 0.6 0.9 

注 1）測定結果は、年間 75％値を示します。 

注 2）表中の「＜」は定量下限値未満であることを示します。 

資料：兵庫県環境白書 

 

浮遊物質量（SS）の測定結果 

河川 測定地点 
環境基準 測定結果（mg/L） 

類型 基準値 2018 2019 2020 2021 2022 

市川 真弓橋 A 25 以下 1 1 ＜1 ＜1 ＜1 

円山川 
多々良木橋 A 25 以下 1 ＜1 ＜1 ＜1 ＜1 

玉置橋 A 25 以下 2 3 2 1 2 

注 1）測定結果は、年平均値を示します。 

注 2）表中の「＜」は定量下限値未満であることを示します。 

資料：兵庫県環境白書 
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③⽣活排⽔処理 
本市の水洗化人口及び水洗化率は、2022 年度でそれぞれ 27,513 人、95.5％とな

っており、高い水準で推移しています。人口減少の影響に伴って水洗化人口も減少傾向

で推移する一方で、水洗化率は増加傾向で推移しています。水洗化人口の内訳を見ると、

公共下水道人口が 19,419 人で最も多く、次いでコミュニティプラント人口が 6,729

人、浄化槽人口が 1,365 人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：一般廃棄物処理実態調査 

⽔洗化⼈⼝及び⽔洗化率の推移 

 

また、本市のし尿・浄化槽汚泥排出量は、2022 年度で 5,406kL となっています。

多少の増減はあるものの減少傾向で推移し、2018 年度と比較すると 16.1％減となっ

ています。種類別に見ると、し尿が 22.8％減、浄化槽汚泥が 15.3％減となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：一般廃棄物処理実態調査 

し尿・浄化槽汚泥排出量の推移  
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④騒⾳ 
市内の主要道路において、自動車騒音の測定を行っていますが、全地点で環境基準を

達成しています。 

 

⾃動⾞騒⾳の測定結果 

測定年度 測定地点 
時間 

区分 

環境基準 

（dB） 

測定結果 

（dB） 

2018 一般国道 312 号 

和田山町枚田 
昼間 70 69 

夜間 65 63 

多々良木 
昼間 70 67 

夜間 65 61 

羽渕 
昼間 70 67 

夜間 65 62 

2019 

一般国道 312 号 

（播但有料道路） 
八代 

昼間 70 66 

夜間 65 60 

一般国道 427 号 山東町末歳 
昼間 70 62 

夜間 65 54 

2020 北近畿豊岡自動車道 和田山町枚田 
昼間 70 63 

夜間 65 46 

2021 県道物部養父線 和田山町寺谷 
昼間 70 70 

夜間 65 63 

資料：兵庫県環境白書 

 

⑤公害苦情件数 
本市の公害苦情件数は、2022 年度で 9 件となっており、概ね横ばいで推移していま

す。その内訳を見ると、廃棄物投棄等が 4 件で最も多くなっています。 
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資料：兵庫県環境白書 

公害苦情件数の推移 
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⑥⽂化財 
市内には、現在、国指定文化財等が 22 件、県指定文化財等が 38 件、市指定文化財

が 141 件存在し、適正な保護・管理を行っています。 

 

国指定⽂化財等（2024 年 4 ⽉時点） 

No 種別 名称 

1 

指定文化財 

建造物 
赤淵神社本殿 

2 神子畑鋳鉄橋 

3 
考古資料 

但馬城ノ山古墳出土品 

4 兵庫県茶すり山古墳出土品 

5 
史跡 

竹田城跡 

6 茶すり山古墳 

7 
天然記念物 

糸井の大カツラ 

8 八代の大ケヤキ 

9 

登録文化財 
有形文化財 

（建造物） 

旧海崎医院 

10 桑田家住宅 

11 日下旅館 

12 松本家住宅母屋 

13 佐藤家住宅別邸 

14 今井家住宅 

15 旧吉川家住宅（生野まちづくり工房井筒屋） 

16 綾部家住宅 

17 旧木村酒造場 

18 日下家住宅 

19 選定文化財 重要文化的景観 生野鉱山及び鉱山町の文化的景観 
20 

特別天然記念物 
オオサンショウウオ 

21 コウノトリ 

22 天然記念物 ヤマネ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

⽵⽥城跡 
（国指定⽂化財︓史跡） 

神⼦畑鋳鉄橋 
（国指定⽂化財︓建造物） 
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県指定⽂化財等（2024 年 4 ⽉時点） 

区分 名称 件数 

指定 

文化財 

建造物 石造宝篋印塔、大同寺開山堂など 7 

絵画 絹本墨画白衣観音図、絹本著色仏涅槃図など 4 

工芸品 金蔵寺銅鐘、鰐口など 3 

彫刻 木造薬師如来坐像、金銅菩薩立像など 4 

歴史資料 明神電車電気機関車（一円電車） 1 

考古資料 金銅装頭椎太刀、春日古墳出土遺物一括など 4 

史跡 小丸山古墳、船宮古墳など 3 

名勝 円明寺庭園、護念寺庭園 2 

天然記念物 延応寺大ケヤキ、ウツギノヒメハナバチ群生地 2 

有形民俗文化財 表米神社相撲桟敷、旧井上家住宅（歴史民俗資料館） 2 

無形民俗文化財 寺内ざんざか踊り 1 

登録 

文化財 

建造物 大歳神社、東西寺など 4 

無形民俗文化財 圓圓和 1 

合計 38 

 

市指定⽂化財（2024 年 4 ⽉時点） 

区分 名称 件数 

指定 

文化財 

建造物 生野鉱山正門門柱、金香瀬坑口など 23 

絵画 明治初年の生野町絵図、但州生野銀山絵巻など 17 

工芸品 成徳旗、浅田貞次郎翁銅像など 10 

彫刻 大用寺十六羅漢、石造延命地蔵菩薩像など 21 

歴史資料 灰吹銀、但馬南鐐など 13 

考古資料 金梨山古墳出土装身具、大同寺観音山出土陶棺など 7 

古文書 銀山旧記、掛屋市兵衛御用留日記など 19 

史跡 延応寺、生野城跡など 9 

天然記念物 断層と鉱脈、大将軍スギ、雨乃宮の池生態系など 12 

有形民俗文化財 見石飾幕（3 件） 3 

無形民俗文化財 生野踊り、宮神楽など 7 

合計 141 
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⑦空き家 
本市の空き家数及び空き家率は、2023 年でそれぞれ 2,830 戸、20.2％となってお

り、両者ともに増加傾向で推移しています。空き家率は、兵庫県平均及び全国平均より

も高い水準となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：住宅土地統計調査 

空き家数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅土地統計調査 

空き家率の推移  
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（２）課題 

現状 課題 

アンケート調査結果によると、本市の将 

来像として「空気や水がきれいなまち」を 

望む中学生の割合は最も高くなっています。

兵庫県と連携したモニタリング調査を継

続し、健全な生活環境の維持に努めていく

必要があります。 

市内の河川水質は、環境基準を達成する

良好な状態が維持されています。 

兵庫県と連携して、工場・事業場に対す

る規制基準の遵守に向けた指導を継続的に

行っていく必要があります。 

市内には、多くの重要な文化財や優れた

景観資源等が存在します。 

適正な保全・管理及び活用を推進すると

ともに、市内外にその価値や魅力について

情報発信を行っていく必要があります。 

本市の空き家率は増加傾向で推移してい 

るとともに、アンケート調査結果によると、

「空き家や空き地の適正管理」の推進を期

待する市民の割合は高くなっています。 

防災・衛生・景観などに悪影響を及ぼす

おそれがある空き家や空き地の発生抑制や

適正管理を促進するとともに、空き家バン

ク等の各種制度による利活用の拡大を図っ

ていく必要があります。 

 

 

３.５ 共創⼒                                                 

（１）現状 
①環境学習 

本市では、地域や学校等で環境学習会を開催しています。その開催回数は、2023 年

度で 63 回となっており、多少の増減はあるものの増加傾向で推移しています。 
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（２）課題 

現状 課題 

環境学習会の開催回数は増加傾向で推移

していますが、アンケート調査結果による

と、市民・中学生の「環境教育・環境学習

の機会の多さ」に対する満足度・重要度は

ともに低くなっています。 

将来世代を担う子どもたちをはじめとす

る幅広い世代を対象として、地域の豊かな

自然を生きた教材として活用したグリーン

ツーリズムなど、魅力ある環境教育の推進

を図っていく必要があります。 

アンケート調査結果によると、市民・中

学生の「環境に関する情報の入手しやす

さ」に対する満足度・重要度はともに低く

なっています。また、「市内の環境の現状

に関する情報提供」を期待する事業者の割

合は最も高くなっています。 

各種情報発信媒体を活用して、役立つ・

分かりやすい環境情報を発信していく必要

があります。 

アンケート調査結果によると、地域の環

境保全活動や環境学習などへの参加意向を

持っている市民・中学生の割合は比較的高

くなっています。 

様々な機会を捉えて、参加する契機の創

出や情報発信を行っていく必要がありま

す。 

アンケート調査結果によると、市民・事

業者の第 3 次計画の認知度はともに低く

なっています。 

市民一人ひとりが環境基本計画を知り、

趣旨や内容を理解することが、環境保全に

向けた取組の第一歩として必要不可欠であ

ることから、第 4 次計画の策定を契機と

した積極的な情報発信を行い、環境保全に

関する理解促進や環境意識の向上を図って

いく必要があります。 

 

マイエンザ環境授業 川の⽣物観察会 
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 １  望ましい環境像 

望ましい環境像とは、本市がこれからどのような環境を目指していくかを分かりやす

く表現したキャッチフレーズであり、本市・市民・事業者が共有する長期的な目標です。

第 4 次計画では、本市の強みである「自然」をベースに、環境保全によるウェルビーイ

ング（高い生活の質）を実現するため、「第 3 次朝来市総合計画」が掲げる将来像「人

と人がつながり 幸せが循環するまち～対話で拓く朝来市の未来～」を目指し、望まし

い環境像を以下に示すとおり設定します。 

 

 

 

 

 

 ２  基本⽬標 

望ましい環境像の実現を図るため、「脱炭素」、「自然共生」、「資源循環」、「健全・快適」、

「共創力」の 5 つの環境区分ごとに基本目標を設定し、各種施策を展開していくことに

よって、持続可能な開発目標（SDGs）の達成にも貢献していきます。また、各基本目

標で設定している目標指標等は、「第 3 次朝来市総合計画」から引用しています。 

基本⽬標１【脱炭素】 
カーボンニュートラルの実現に向けて、⼈と地球にやさしいまちをつくります 

【主に関連する SDGs の⽬標】 

      

近年、気温の上昇、大雨の頻度の増加、熱中症リスクの増加など、地球温暖化の進

行に伴う気候変動及びその影響が全国各地で現れており、私たちの生活にも大きな影

響を及ぼしています。そのため、地球温暖化の原因となっている温室効果ガスの排出

量を実質ゼロにするカーボンニュートラル（脱炭素）の実現に向けて、市民一人ひと

りの意識改革や行動変容の促進を図るとともに、地球温暖化対策を通じた生活の質の

向上にもつなげることで、人と地球にやさしいまちをつくります。 

指標 単位 
基準値 現状値 目標値 

2020 年度 2023 年度 2029 年度 

省エネ等の環境にやさしいまちづくり 

が進められていると感じる市民の割合  
% 12.5 18.2 16.5 

 

 

 第 ３ 章  
望 ま し い 環 境 像 ・ 基 本 ⽬ 標 

⼈と⾃然が共⽣し 豊かな環境を守り活かすまち 朝来市 
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基本⽬標２【⾃然共⽣】 
ネイチャーポジティブの実現に向けて、誇るべき豊かな⾃然を守り活かすまち
をつくります 

【主に関連する SDGs の⽬標】 

   

生物多様性に富んだ美しく豊かな自然と、そこからもたらされる私たちの生活を支

える様々な恵みは、本市の最大の魅力であり、市民共有の財産です。これらを、将来

世代に継承していくことは、今を生きる私たちの責務です。そのため、市民一人ひと

りがその重要性を改めて認識し、ネイチャーポジティブ（自然再興）の実現に向けて、

全国に誇るべき豊かな自然を地域一体となって守り、自然が有する多様な機能を活か

すまちをつくります。 

指標 単位 
基準値 現状値 目標値 

2021 年度 2023 年度 2029 年度 

自然環境保全の取組が進められてい

ると感じる市民の割合 
％ 35.9 31.7 39.9 

 

 

基本⽬標３【資源循環】 
サーキュラーエコノミーの実現に向けて、ごみを減らして資源が循環するまちを
つくります 

【主に関連する SDGs の⽬標】 

   

従来の大量生産・大量消費・大量廃棄型の経済システムは、便利で快適な生活をも

たらした一方で、様々な環境問題を引き起こしています。そのため、従来の経済シス

テムから脱却し、サーキュラーエコノミー（循環経済）への移行が求められています。

その実現に向けて、市民一人ひとりが限りある資源を大切にし、地域一体となってご

みの 3R や適正処理により一層取り組むとともに、新たにプラスチックの資源循環の

推進を図ることで、ごみを減らして、多くの資源が循環するまちをつくります。 

指標 単位 
基準値 現状値 目標値 

2019 年度 2023 年度 2029 年度 

1 人 1 日当たりのごみ排出量 

（家庭系ごみ） 
g/人・日 567 562 567 
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基本⽬標４【健全・快適】 
健全で快適に⽣活できる良好な環境が確保されたまちをつくります 

【主に関連する SDGs の⽬標】 

     

私たちが健康で文化的な生活を営むためには、生活環境を健全で快適に保つことが

必要不可欠です。そのため、大気汚染や水質汚濁などの公害の未然防止対策、美しい

自然景観の保全、地域に根ざした伝統ある歴史・文化の保存等の推進を図ることによ

って、市民誰もが健全で快適に生活できる良好な環境が確保されたまちをつくります。 

指標 単位 
基準値 現状値 目標値 

2020 年度 2023 年度 2029 年度 

道路や公園にごみが目立つと感じる

市民の割合 
％ 18.4 22.0 14.4 

 

 
 

基本⽬標５【共創⼒】 
⼀⼈ひとりが環境について考え、みんなで環境保全に取り組むまちをつくります 

【主に関連する SDGs の⽬標】 

   

環境問題は、地球温暖化やプラスチックごみによる海洋汚染等の地球規模のものか

ら、大気汚染や水質汚濁等の身近なものまで幅が広く、内容も多岐にわたっています。

多様化する環境問題の解決に向けて、学校や地域の様々な場での環境学習・環境教育

の機会の拡充や環境保全活動の活性化を図ることで、市民一人ひとりが環境問題を「自

分事」として捉えて、環境について考え、みんなで環境保全に取り組むまちをつくり

ます。 

指標 単位 
基準値 現状値 目標値 

2021 年度 2023 年度 2029 年度 

環境学習に関するイベントに参加

したことがある市民の割合 
％ 5.5 8.2 9.5 
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■第 4 次計画と SDGs の関連性■ 

持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals）には、エネ

ルギー、気候変動対策、循環型社会、生物多様性、森林・海洋の環境保全等の環境

分野に関する目標が含まれており、環境分野のみならず、環境・社会・経済の 3

つの側面から 17 の目標を統合的に解決しながら持続可能な未来を築くことが求

められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：国際連合広報センター ウェブサイト 

持続可能な開発⽬標（SDGs）の 17 の⽬標 
 

本市においても、第 4 次計画に掲げる各種施策を、本市・市民・事業者・市民

団体等のあらゆる主体の連携・協働により着実に推進することで、持続可能な開

発目標（SDGs）の達成にも貢献していきます。 

 

 

 
 

【第 4 次計画に主に関連する SDGs の⽬標】 
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 ３  計画の体系 

5 つの基本目標を柱として、以下に示す体系に沿って 13 の基本施策を展開します。 
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ऽ
ठ 

朝
来
市 

基本⽬標４【健全・快適】  
健全で快適に⽣活できる良好な 
環境が確保されたまちをつくります 

健全な⽣活環境の保全 

快適な⽣活環境の形成 

基本⽬標５【共創⼒】  
⼀⼈ひとりが環境について考え、 
みんなで環境保全に取り組むまち 
をつくります 

環境学習・環境教育の推進 

環境保全活動の推進 

基本⽬標１【脱炭素】  
カーボンニュートラルの実現に 
向けて、⼈と地球にやさしいまちを 
つくります 

省エネルギー対策の推進 

再⽣可能エネルギーの導⼊拡⼤ 

脱炭素型まちづくりの推進 

気候変動影響への適応 

基本⽬標３【資源循環】  
サーキュラーエコノミーの実現に 
向けて、ごみを減らして資源が 
循環するまちをつくります 

3R＋Renewable の推進 

ごみの適正処理の推進 

基本⽬標２【⾃然共⽣】  
ネイチャーポジティブの実現に 
向けて、誇るべき豊かな⾃然を 
守り活かすまちをつくります 

⽣物多様性の保全 

森林の保全 

農地の保全 

 基本⽬標 基本施策 



43 

 

取組 

 公共施設の脱炭素化に向けた率先的な省エネルギー対策の推進 
 家庭・事業所の脱炭素化に向けた省エネルギー対策の促進、導⼊効果等の情報提供 
 脱炭素型ライフスタイル・ビジネススタイルへの転換促進  

 熱中症等の健康被害対策の推進  ⾃然災害対策の推進 
 気候変動による被害軽減を通じたよりよい⽣活の実現に資する適応策の普及啓発 

 公共施設の脱炭素化に向けた率先的な再⽣可能エネルギー設備の導⼊、ZEB 化 
 避難所や防災拠点への⾃⽴・分散型電源の導⼊促進 
 家庭・事業所への再⽣可能エネルギー設備の導⼊促進、導⼊効果等の情報提供 
 事業者等との連携による地域特性を活かした再⽣可能エネルギーの導⼊拡⼤ 
 南但クリーンセンターでのバイオガス発電及び熱利⽤の推進 
 利便性向上・利⽤促進による持続可能な公共交通体系の構築 
 次世代⾃動⾞の普及促進、充電インフラ整備の推進  脱炭素に資する交通・物流の普及促進 

 希少野⽣動植物の⽣息・⽣育環境の保全、⽣息・⽣育状況の現状把握・情報発信 
 ⽣物多様性地域戦略・レッドデータブックの策定、⾃然共⽣サイトの認定推進 
 特定外来⽣物による⽣態系被害の拡⼤防⽌、新たな種の侵⼊防⽌・情報発信 
 森林の計画的な整備の推進、適正管理の担い⼿の確保 
 J-クレジット制度を活⽤した森林整備の促進  公共施設への率先的な市産・県産材の利⽤促進 
 住宅等への市産材の利⽤促進による林業・⽊材産業の活性化 
 ⽊質バイオマス発電の燃料となる未利⽤材の搬出促進、安定供給体制の構築 
 農地パトロールや農地利⽤意向調査等による遊休農地の発⽣防⽌・解消 
 新規就農者の確保や担い⼿の育成  地場農産物の地産地消による地域農業の維持・推進 
 環境保全型農業の推進、普及啓発 
 有害⿃獣被害のさらなる縮⼩に向けた防護柵の設置や捕獲活動の促進 

 ごみをできるだけ出さないライフスタイル・ビジネススタイルへの転換促進 
 ⽣ごみの⽔切り・資源化や⾷品ロスの削減によるごみ減量化の促進 
 ごみの分別・出し⽅ルール等の浸透・定着による分別の徹底、資源集団回収の活性化 
 マイバッグやマイボトルの利⽤、使い捨てプラスチック製品の使⽤削減等によるプラスチックごみの減量・資源化 
 ごみ処理施設の適正な維持管理・更新 
 ごみの不法投棄やポイ捨ての防⽌対策の推進、環境美化活動の促進 
 ⽣活弱者に配慮したごみ収集の推進  災害廃棄物の適正かつ円滑な処理体制の構築 

 県と連携した環境監視の継続  公害に関する現状の把握と意識啓発の実施 
 上⽔道事業の適正な運営  下⽔道施設（浄化センター）の適切な運転管理 
 ⾃然・歴史・⽂化が調和した魅⼒ある景観の保全・継承  
 重要な⽂化財の保存・活⽤や価値・魅⼒の市内外への情報発信 
 市⺠の憩いや安らぎの場となる公園の整備、地域住⺠と連携した維持管理の推進 
 空き家の発⽣抑制・適正管理や利活⽤の促進に資する補助⾦の交付・空き家バンク等の情報発信 
 ⽣活道路等の整備 

 あらゆる機会を捉えた幅広い世代への環境学習、⾃然とのふれあいの推進 
 あらゆる機会を捉えた⼦どもたちへの環境教育の推進  ⼈材育成と活躍の場の提供 
 多様な媒体を活⽤した環境情報の発信  

 環境保全活動への参加機会の創出や情報発信  環境保全団体との情報共有や活動⽀援 
 環境保全活動に関する理解促進や意識向上 

P44 

P48 

P50 

P52 

P54 

P56 

P58 

P60 

P64 

P66 

P68 

P70 

P74 
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基本⽬標１【脱炭素】 
 

基本施策１ 省エネルギー対策の推進 
 

■市の取組 

（１）公共施設の脱炭素化に向けた率先的な省エネルギー対策の推進             

 市の事務事業に係る温室効果ガス排出量の削減に向け

て、公共施設における各種省エネルギー対策を強化する

とともに、職員による「クールビズ」や「ウォームビズ」

など、エコオフィスに関する意識の共有に努めます。 

 職員が公用車を利用する際には、エコドライブに努めま

す。 

 公用車の更新時には、電気自動車（EV）、プラグインハ

イブリッド自動車（PHV）、燃料電池自動車（FCV）等

をはじめとする環境負荷の少ない次世代自動車への転

換を検討します。 

 エコオフィス化に向けて、電気、水道、紙使用量等の削減に努めるとともに、公共工

事等の実施時には、建設廃材の再資源化をはじめ、適正処理等によって環境負荷の低

減を図ります。 

 市民や事業者における環境にやさしい製品等の利用を促すため、本市が率先して「グ

リーン購入法」等に適合する環境にやさしい製品等の購入に取り組みます。 

 

（２）家庭・事業所の脱炭素化に向けた省エネルギー対策の促進、導⼊効果等の情報提供 

 省エネ基準適合義務化にあわせて、国や兵庫県の補助制度に加えて、本市独自の補助

制度の創設を検討します。 

 生活の快適性向上や健康維持にもつながる住宅や建物における省エネリフォームな

ど、省エネルギー性能を高める改修等を推進し、情報提供に努めます。 

 ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）や ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビ

ル）等の導入をはじめ、HEMS（住宅エネルギー管理システム）や BEMS（ビルエネ

ルギー管理システム）、省エネルギー化に資する運用改善等の情報提供に努めます。 

 家庭の省エネルギー化に関する効果を二酸化炭素排出量に換算して見ることができ

る「うちエコ診断」の普及啓発を進めます。 

 高効率の給湯器、節水できる機器への更新や太陽光発電の設置など、市民の住生活環

境の向上に資する住宅リフォームを推進します。 

  

 第 ４ 章  
基 本 施 策 

公⽤⾞（PHV） 
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■うちエコ診断■ 

うちエコ診断とは、国の資格認定を受けた診断士が、専用ソフトを使用して、年

間エネルギー使用量や光熱水費等の情報を基に、住まいの気候やライフスタイル

に合わせた省エネ対策を提案する診断です。 

 

資料：環境省ウェブサイト 

うちエコ診断の流れ 

■省エネリフォーム■ 

住宅の断熱では開口部の断熱性能を高めることが重要です。断熱性の高いガラ

スやサッシへの取り替えによって窓の断熱性能を高めるほか、天井や屋根、壁、床

等への断熱材の施工、断熱性の高いドアへの取り替え等も効果的です。 

住宅の断熱性能を高めることで、光熱費を抑えることができ、夏は涼しく、冬は

暖かく快適に過ごすことができます。また、ヒートショック対策・熱中症対策にな

るなど、快適性向上や健康維持につながります。 

また、太陽光発電は災害時の停電に備えることができるため、災害への備えと

して有効です。 

 

 

資料：資源エネルギー庁ウェブサイト 

省エネリフォームの例 
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（３）脱炭素型ライフスタイル・ビジネススタイルへの転換促進                   

 脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動

（通称：デコ活）に本市が率先して取り組みます。 

 日常生活や事業活動における環境に配慮した商品やサ

ービスを選択する脱炭素型ライフスタイル・ビジネスス

タイルについて、市ホームページをはじめ、「広報朝来」

等の媒体、イベント等の機会を活用した啓発活動に努め

ます。 

 テレワークなど、脱炭素型の働き方や暮らし方を推進し

ます。 

 アイドリングストップなど、エコドライブに関する積極

的な啓発活動に努めます。 

 事業者に対し、「省エネ診断サービス」や「環境マネジメ

ントシステム」の認証取得に関する情報の提供をはじめ

とする省エネルギー対策に資する啓発活動を実施し、活

用できる補助金や融資制度に関する情報発信を通じて、

脱炭素を促進します。 

 

 

■評価指標 
 

指標 単位 
現状値 目指すべき 

方向性 2023 年度 

市の事務事業に係る温室効果ガス排出量 t-CO2 
6,631 

（2022 年度）
↘ 

公用車への次世代自動車導入台数 台 18 ↗ 

省エネ対策促進に資する住宅リフォーム事業※

の件数 
件 63 ↗ 

省エネに関する広報媒体を活用した情報発信

件数 
件 1 ↗ 

注）目指すべき方向性の「↗」は現状値よりも増加、「↘」は現状値よりも減少を目指していくこと

を意味します。 

※：家庭用太陽光パネル、二重サッシ、高効率設備、エコキュート等への更新事業を示します。 

 

 

 

 

 

  

環境イベントでの地球温暖化
対策の啓発状況 

■デコ活■ 

デコ活とは、二酸化炭素（CO2）を減らす（DE）脱炭素（Decarbonization）

と、環境に良いエコ（Eco）を含む”デコ”と活動・生活を組み合わせた新しい言

葉です。2022年10月、国民・消費者の行動変容、ライフスタイルの変革を促す

ため、「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」（通称：デコ活）が

立ち上げられました。 
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■市⺠・事業者に期待される取組（例⽰） 
 

冷暖房温度の適正管理やこまめな消灯な

ど、省エネルギー行動を実践しましょう。 

 

 

 

 

 

 

電気やガス等の使用量をチェックし、無

駄なエネルギーを使わないようにしましょ

う。 

 

 

 

 

 

服装などを工夫してエコスタイルを実践

しましょう。 

 

 

 

 

 

 

自動車を運転する際は、エコドライブを

実践しましょう。 

 

家電や設備機器を更新する際は、省エネ

ルギー性能の高い製品を選択しましょう。 

 

 

 

 

 

 

住宅や事業所を新築・改築する際は、

ZEH や ZEB を選択するなど、窓や壁など

の断熱化を図りましょう。 

 

 

 

 

 

うちエコ診断等を活用して、省エネルギ

ーを心がけましょう。 

 

 

 

 

 

 

テレワークやオンライン会議を取り入れ

ましょう。 
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基本⽬標１【脱炭素】 
 

基本施策２ 再⽣可能エネルギーの導⼊拡⼤ 
 

■市の取組 

（１）公共施設の脱炭素化に向けた率先的な再⽣可能エネルギー設備の導⼊、ZEB 化  

 本市が率先して、再生可能エネルギーの積極的な利用に努めます。 

 市の事務事業に係る温室効果ガス排出量の削減に向けて、公共施設の大規模改修時等

には、太陽光発電等の再生可能エネルギーの導入と ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・

ビル）化を必ず検討します。 

 

（２）避難所や防災拠点への⾃⽴・分散型電源の導⼊促進                    

 災害発生時の避難所や防災拠点となる公共施設等への太陽光発電設備や蓄電池等の

導入、V2H を活用した非常用電源の確保について検討します。 

 

（３）家庭・事業所への再⽣可能エネルギー設備の導⼊促進、導⼊効果等の情報提供   

 太陽光発電設備等の普及に向けて、兵庫県等が実施する制度に関する情報等を市ホー

ムページや「広報朝来」等に掲載し、市民や事業者に対する啓発に努め、エネルギー

の地産地消を促進します。 

 再生可能エネルギーに由来する電力の利用など、環境にやさしいエネルギーに関する

情報提供に努めます。 

 

（４）事業者等との連携による地域特性を活かした再⽣可能エネルギーの導⼊拡⼤     

 兵庫県企業庁等と連携の上、市内の生野ダムにおける水

力発電を継続して実施します。 

 2023 年度から稼働した生野マイクロ水力発電所によ

る発電を継続して実施します。 

 市内で民間事業者が実施している木質バイオマス発電

を支援します。 

 

 

（５）南但クリーンセンターでのバイオガス発電及び熱利⽤の推進                 

 廃棄物系バイオマスを引き続き活用するため、南但クリ

ーンセンターにおけるバイオガス発電及び熱利用を推

進し、環境にやさしい再生可能エネルギーの創出と効率

的なエネルギーの利用に努め、情報発信を行います。 

  

⽣野マイクロ⽔⼒発電所 

バイオガス発電・熱利⽤設備 
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■評価指標 
 

指標 単位 
現状値 目指すべき 

方向性 2023 年度 

公共施設の大規模改修時における再生可能エ

ネルギー及び ZEB 化の検討件数 
件 1 ↗ 

公共施設の大規模改修時における再生可能エ

ネルギー及び ZEB 化の導入件数 
件 0 ↗ 

市所有の防災用蓄電池や非常用電源の備蓄 

台数 
台 7 ↗ 

生野マイクロ水力発電所発電量 kWh/月 10,000 → 

南但クリーンセンターにおけるメタン化資源

化量 
t 207 ↗ 

注）目指すべき方向性の「↗」は現状値よりも増加、「→」は現状値の維持を目指していくことを意

味します。 

 

 

■市⺠・事業者に期待される取組（例⽰） 
 

住宅や事業所に太陽光発電設備等の再生

可能エネルギー設備の導入を検討しましょ

う。 

 

 

 

 

 

住宅や事業所に蓄電池を導入し、電気を

効率的に利用しましょう。 

 

再生可能エネルギー比率の高い電力の選

択を検討しましょう。 
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基本⽬標１【脱炭素】 
 

基本施策３ 脱炭素型まちづくりの推進 
 

■市の取組 

（１）利便性向上・利⽤促進による持続可能な公共交通体系の構築              

 「朝来市地域公共交通網形成計画に基づいた第 3 次再

編指針」に基づき、幹線の路線バス、幹線に繋ぐ移動手

段としてのデマンド型乗合交通により、市民がより利用

しやすい公共交通体系への改善と環境負荷の軽減に努

めます。 

 環境負荷の軽減にも資する大量輸送モードとしての鉄

道を維持・存続させるため、鉄道の利用促進を図ります。

市民・行政・交通事業者の３者が一体となって取組を進

めます。 

 

（２）次世代⾃動⾞の普及促進、充電インフラ整備の推進                    

 電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド自動車

（PHV）、燃料電池自動車（FCV）等の普及を図るとと

もに、必要に応じて、市民等が利用できる充電設備の設

置をはじめとするインフラ整備についても検討を進め

ます。 

 

 

 

（３）脱炭素に資する交通・物流の普及促進                             

 近年の通信販売や電子商取引の普及に伴う宅配便の取

り扱いや再配達等による温室効果ガス排出量の抑制に

向けて、時間帯指定の活用や宅配ボックスを利用するこ

とで、できるだけ 1 回で受け取る取組を推進し、再配達

の削減による物流の円滑・効率化と環境負荷の低減に努

めます。 

 ノーマイカーデー（車に乗らない日）やライドシェア（複

数同乗）に関する積極的な啓発活動に努めます。 

 デマンド型乗合交通や鉄道等の公共交通機関について、

事業者と連携しながら公共交通機関の利用促進を図り

ます。  

デマンド型乗合交通 

電気⾃動⾞の充電設備 

再配達削減に関する啓発チラシ



51 

■評価指標 
 

指標 単位 
現状値 目指すべき 

方向性 2023 年度 

路線バス乗車人数（年間） 人 199,640 ↗ 

鉄道乗車人員（年間） 人 403,690 ↗ 

注）目指すべき方向性の「↗」は現状値よりも増加を目指していくことを意味します。 

 

 

■市⺠・事業者に期待される取組（例⽰） 
 

ノーマイカーデーに賛同し、徒歩や自転

車、公共交通機関を利用して移動しましょ

う。 

 

 

 

 

 

自動車を購入する際は、環境負荷の少な

いハイブリッド自動車や電気自動車等を選

択しましょう。 

 

置き配（宅配便）を実践しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

デマンド型乗合交通を利用しましょう。 
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基本⽬標１【脱炭素】 
 
基本施策４ 気候変動影響への適応 

 

■市の取組 

（１）熱中症等の健康被害対策の推進                                

 市民への熱中症予防に関する情報については、市ホーム

ページや市公式 LINE、音声告知放送など、様々な媒体を

活用した積極的な情報発信を継続して行います。 

 あらゆる機会を活用して、熱中症に関する情報提供・熱

中症予防の普及啓発に努めます。特に、高齢者や子ども

等の熱中症弱者のため、引き続き注意喚起を強化します。 

 「朝来市熱中症（特別）警戒アラート対応指針」に基づ

き、熱中症対策を実施します。市民等が外出時に利用が

可能な公共施設には、可能な範囲で一時休憩できるスペ

ース（クールスポット）を設置します。 

 夏季における猛暑日等の気候状況を考慮し、工事現場の熱中症対策を実施します。 

 

（２）⾃然災害対策の推進                                       

 防災に関する知識向上のため、ハザードマップ等について普及啓発をし、災害情報や

避難情報等の迅速な伝達を図ります。 

 自主防災力の向上のため、災害を想定した実践的な防災訓練を実施します。 

 緊急時の行動の目安となる「マイ避難カード」の活用を推進します。 

 気候変動による被害を軽減できるよう、目標とする治水安全度を達成するため、「円山

川流域治水プロジェクト 2.0」及び「但馬（円山川等）地域総合治水推進計画」によ

る、流域治水の加速化・深化を図ります。 

 ワンコイン浸水センサを活用して、リアルタイムに浸水状況を把握する仕組みを構築

します。 

 

（３）気候変動による被害軽減を通じたよりよい⽣活の実現に資する適応策の普及啓発   

 温室効果ガスの排出抑制等の緩和策に加えて、豪雨や猛暑日の増加など、気候変動に

よって既に現れている影響や中期的に不可避な影響に対する適応策等について、市民、

事業者に向けた市ホームページや「広報朝来」等を活用した情報発信を行い、意識啓

発を図ります。 

 気候変動による被害を軽減できるよう、高温障害や病害虫による農作物の被害拡大を

予防するため、情報提供を行います。 

 農業水利施設（ため池）の適正管理を実施します。 

クールスポットの設置状況 

 家畜の暑熱対策を推進します。 

 災害に強い森づくりを推進し、適正に管理します。 
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■評価指標 
 

指標 単位 
現状値 目指すべき 

方向性 2023 年度 

あらゆる手段を活用した熱中症予防の普及啓

発回数（市ホームページ、広報朝来、音声告

知、ポスター掲示、啓発チラシの配布） 

回 4,692 ↗ 

高齢者への周知を行った件数 件 38 ↗ 

保育園・こども園における熱中症予防啓発チ

ラシの配布枚数 
枚 785 ↗ 

乳幼児健診や各種教室における子どもの熱中

症予防啓発チラシの配布枚数 
枚 176 ↗ 

クールスポット設置箇所数 箇所 
15 

（2024 年度）
↗ 

防災・減災対策等、災害に強いまちづくりが 

進められていると感じる市民の割合 
％ 25.7 ↗ 

地区防災計画策定率 ％ 55.0 ↗ 

一斉避難訓練への市民参加率 ％ 19.8 ↗ 

防災に関する出前講座実施件数 件 8 ↗ 

浸水センサ設置台数 台 2 ↗ 

気候変動の適応策に関する広報媒体を活用し

た情報発信件数 
件 1 ↗ 

ため池の定期点検箇所数 箇所 14 ↗ 

注）目指すべき方向性の「↗」は現状値よりも増加を目指していくことを意味します。 

 

 

■市⺠・事業者に期待される取組（例⽰） 
 

猛暑日は熱中症の予防に努めましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

ハザードマップの確認等による防災意識

の向上に努めましょう。 
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基本⽬標２【⾃然共⽣】 
 

基本施策１ ⽣物多様性の保全 
 

■市の取組 

（１）希少野⽣動植物の⽣息・⽣育環境の保全、⽣息・⽣育状況の現状把握・情報発信  

 「オオサンショウウオ」を中心とした本市の豊かな自然

環境を学ぶことができる施設を整備し、環境学習の場を

提供することで、啓発に努めていきます。 

 オオサンショウウオの見学会や夜間観察会を開催する

ことで、オオサンショウウオに対する関心と興味を持つ

人の増加を図ります。 

 開発事業等に関わる事業者に対し、自然環境保全への理

解を深め、法令等を遵守するよう指導します。 

 生物多様性に関する活動に取り組む市民や民間団体と

連携・協力の上、市内における希少野生動植物の生息・

生育状況に関する詳細なデータの蓄積に取り組みます。 

 兵庫県立コウノトリの郷公園と協力し、コウノトリ及び営巣地への配慮について啓発

に努めます。 

 

（２）⽣物多様性地域戦略・レッドデータブックの策定、⾃然共⽣サイトの認定推進      

 「朝来市生物多様性地域戦略」及び「朝来市レッドデータブック」の策定を進めます。 

 生物多様性に関する活動を行う主体に対し、必要となる支援策を検討します。 

 ネイチャーポジティブの実現というゴールに向け、海と陸の 30％以上を健全な生態

系として効果的に保全しようとする目標である「30by30」を推進するため、国が認

定する区域である「自然共生サイト」の申請を目指します。 

 

（３）特定外来⽣物による⽣態系被害の拡⼤防⽌、新たな種の侵⼊防⽌・情報発信    

 在来種の生態系に影響を与える特定外来生物の情報を

発信し、市民の関心と理解を高めるとともに、生息・生

育調査を実施します。 

 国をはじめ、兵庫県や近隣自治体等の関係機関と連携の

上、市外からの侵入防止対策及び繁殖防止対策を行うこ

とで、生態系被害及び人的被害の予防に努めます。 

  

オオサンショウウオの⾒学会の 
開催状況 

特定外来⽣物に関する 
啓発状況 
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■評価指標 
 

指標 単位 
現状値 目指すべき 

方向性 2023 年度 

（仮称）朝来市自然環境保護施設※の入館者数 人 － ↗ 

オオサンショウウオを学ぶ見学会・夜間観察

会の回数 
回 4 ↗ 

いきもの図鑑への投稿件数 件 21 ↗ 

自然共生サイト申請件数 件 0 ↗ 

生物多様性に関する広報媒体を活用した情報

発信件数 
件 4 ↗ 

注）目指すべき方向性の「↗」は現状値よりも増加を目指していくことを意味します。 

※：2026 年度に供用開始を予定しています。 

 

 

■市⺠・事業者に期待される取組（例⽰） 
 

自然観察会や動植物の保護活動に参加・

協力しましょう。 

 

 

 

 

 

 

飼育できなくなった外来生物を森林や河

川等に放すことは絶対にやめましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■30by30■ 

「30by30（サーティ・バイ・サーティ）目標」と

は、2030年までに、陸と海の30％以上を健全な生

態系として効果的に保全しようとする目標です。 

2022 年 12 月に生物多様性条約第 15 回締約国

会議（COP15）で採択された「昆明・モントリオー

ル生物多様性枠組」では、2030 年グローバルター

ゲットの 1 つに盛り込まれました。国ではこの新枠

組を踏まえ、2023 年 3 月に「生物多様性国家戦略

2023-2030」を閣議決定し、2030 年までのネイ

チャーポジティブ実現に向けた目標の 1 つとして

30by30 目標を位置づけています。 

30by30 ロゴマーク 
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基本⽬標２【⾃然共⽣】 
 

基本施策２ 森林の保全 
 

■市の取組 

（１）森林の計画的な整備の推進、適正管理の担い⼿の確保               

 「朝来市森林ビジョン」に基づき、森林の多面的機能の

確保を目的の一つとして、既存の造林事業に加えて、森

林環境譲与税を活用した条件不利地の私有林間伐事業

や自伐型林業推進事業を実施し、手入れ不足の人工林の

間伐整備を推進します。あわせて、県民緑税を活用した

災害に強い森づくりの取組を実施します。 

 

 

（２）J-クレジット制度を活⽤した森林整備の促進                          

 J-クレジット制度を活用し、引き続き販路拡大と森林整備促進に取り組むとともに、

新規のクレジット取得の手続きも進めます。 

 

（３）公共施設への率先的な市産・県産材の利⽤促進                       

 公共施設の大規模改修時等には、市産・県産材の利用を

図ります。 

 

 

 

 

 

 

（４）住宅等への市産材の利⽤促進による林業・⽊材産業の活性化               

 市産材の利活用及び木質エネルギーの地産地消のため、薪ストーブの設置促進事業を

実施します。 

 木製品とのふれあいを通じて、木材への親しみや木の文化への理解を深める「木育」

の取組を推進するため、木製玩具を新生児へ配布します。 

 

 

 

 

 

森林整備の状況 

公共施設の⽊質化 

薪ストーブ ⽊製玩具 
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（５）⽊質バイオマス発電の燃料となる未利⽤材の搬出促進、安定供給体制の構築     

 木質バイオマス発電の燃料となる未利用材の搬出支援

を継続して行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■評価指標 
 

指標 単位 
現状値 目指すべき 

方向性 2023 年度 

間伐面積 ha 332 ↗ 

林業労働者数 人 51 ↗ 

J-クレジット販売量 t-CO2 1,423 ↗ 

公共施設への市産・県産材の使用件数 件 0 ↗ 

木材生産量（素材生産量） m3 29,431 ↗ 

薪ストーブ等設置促進事業補助件数 件 5 ↗ 

未利用材搬出支援量 t 2,570 ↗ 

注）目指すべき方向性の「↗」は現状値よりも増加を目指していくことを意味します。 

 

 

■市⺠・事業者に期待される取組（例⽰） 
 

森林の大切さを理解し、保全・再生活動

に参加・協力しましょう。 

 

 

 

 

 

 

住宅や事業所に薪・ペレットストーブの

導入を検討しましょう。 

 

 

 

 

 

 

  

⽊質バイオマス発電所 
提供：大東バイオエナジー株式会社 
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基本⽬標２【⾃然共⽣】 
 

基本施策３ 農地の保全 
 

■市の取組 

（１）農地パトロールや農地利⽤意向調査等による遊休農地の発⽣防⽌・解消        

 「農業経営基盤強化促進法」に位置づけられた地域計画

の策定により、地域住民を中心とした農地利用の姿を明

確化し、その実現に向けて取組を推進します。 

 

 

 

 

 

（２）新規就農者の確保や担い⼿の育成                               

 「朝来市農業推進戦略プラン 2025」に基づき新規就農希望者を研修生として確保し、

地域農業の担い手農業者として育成します。 

 次世代を担う農業者となることを志向する 49 歳以下の認定新規就農者に対し、経営

開始時の早期経営確立を支援します。 

 「スマート農業」の導入支援による担い手育成の取組を推進します。 

 

（３）地場農産物の地産地消による地域農業の維持・推進                     

 各種体験交流の機会を創出し、広く農業に親しんでもらうことで地域の理解を得て、

地域経済循環につなげます。 

 地場農産物を消費する「地産地消」、「食育」について、より理解と協力が得られるよ

う、学校給食への供給を積極的に推進します。 

 

（４）環境保全型農業の推進、普及啓発                               

 国の「みどりの食料システム戦略」に沿って、さらなる

環境保全型農業への取組を推進します。 

 化学的に合成された肥料及び農薬を使用しない、遺伝子

組換え技術を利用しないなど、農業生産に由来する環境

への負荷をできる限り低減する有機農業（オーガニック）

の取組を推進します。 

 

 

 

農地パトロールの実施状況 

「オーガニックビレッジ宣⾔」の 
集合写真 
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（５）有害⿃獣被害のさらなる縮⼩に向けた防護柵の設置や捕獲活動の促進         

 人的被害と農林業等への被害の防止に向けて、シカやイ

ノシシ等の有害鳥獣対策として、防除・捕獲を継続的に

実施します。また、その実施方法については、既存の施

策に加えて、捕獲者の技術向上や ICT の活用など、新し

い手法も取り入れながらより効果的な方法で行います。 

 

 

 

 

■評価指標 
 

指標 単位 
現状値 目指すべき 

方向性 2023 年度 

遊休農地面積 ha 25 ↘ 

認定農業者認定数（法人含む） 経営体 34 ↗ 

認定新規就農者数（家族協定含む） 人 16 ↗ 

学校給食への地元食材供給率 ％ 36 ↗ 

環境保全型農業直接支払交付金実施面積 ha 92 ↗ 

有害鳥獣による農林業被害額 千円 3,503 ↘ 

注）目指すべき方向性の「↗」は現状値よりも増加、「↘」は現状値よりも減少を目指していくこと

を意味します。 

 

 

■市⺠・事業者に期待される取組（例⽰） 
 

地場農産物を積極的に購入・利用し、地

産地消に取り組みましょう。 

 

 

 

 

 

 

有害鳥獣による農林業被害の防止に向け

て地域ぐるみで、取り組みましょう。 

 

 

 

  

防護柵の設置状況 
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基本⽬標３【資源循環】 
 

基本施策１ 3R＋Renewable の推進 
 

■市の取組 

（１）ごみをできるだけ出さないライフスタイル・ビジネススタイルへの転換促進           

 環境に関するイベント等の開催をはじめ、市ホームペー

ジや「広報朝来」等を活用した 3R（リデュース・リユー

ス・リサイクル）に関する運動を推進し、市民や事業者

の理解と協力により、ごみの排出抑制や再資源化に取り

組みます。 

 マイボトル、マイ箸等の利用に関する啓発活動に努め、

使い捨て製品等によるごみの排出抑制に取り組むこと

で、限られた資源を大切に使用する行動を市内で広く浸

透させます。 

 石油のように枯渇する資源でなく、木材などの再生可能な資源から作られている物を

活用する Renewable（リニューアブル）の普及啓発を図ります。 

 長く着続ける衣服の選択や古着利用などに関する啓発活動に努め、衣服の生産から着

用、廃棄に至るまで環境負荷を考慮したサステナブル（持続可能）なファッションへ

の取組を推進します。 

 

（２）⽣ごみの⽔切り・資源化や⾷品ロスの削減によるごみ減量化の促進            

 可燃ごみの減量化及びごみ処理経費の削減が図れるよ

う、家庭や事業所における取組として、台所やキッチン

等における生ごみの水切りの徹底に関する啓発活動に

努めます。 

 ライフスタイルやビジネススタイルを見直し、もったい

ないを意識した食材調達や食べ残しをしないこと等に

資する「3010 運動」、フードドライブ活動等に関する

情報について、市ホームページや「広報朝来」等を活用

した啓発活動に取り組むことで、家庭や事業所等で発生

する食品ロスの解消を目指します。 

 本市は、「全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会」に参画する自治体として、

食品ロスの削減のため、全国の自治体と協力体制を構築し、市民・事業者への積極的

な啓発活動の実施により、取組を波及させます。 

 市ホームページや「広報朝来」等を活用したエコクッキングに関する情報提供を行い

ます。 

  

3R に関する啓発状況 

フードドライブ活動の実施状況 
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（３）ごみの分別・出し⽅ルール等の浸透・定着による分別の徹底、資源集団回収の活性化  

 ごみの分別・出し方についての周知徹底を図るため、「家

庭ごみの分別とリサイクルの手引き」の作成及び市ホー

ムページ等の広報媒体を活用した情報提供を実施しま

す。 

 安定した生活系ごみの収集が提供できるよう、自治会や

地域の住民との連携を強化し、ごみステーションの適切

な配置と管理を実施します。また、生活系ごみの効率的

な収集体制、収集ルート及び走行方法の確立に努めます。 

 リサイクル関係法令や近隣自治体の収集・運搬体制等の

動向を踏まえつつ、分別品目の見直し検討や地域に適し

た収集システムの構築に努めます。 

 多量排出事業者におけるごみ排出の実態把握に努める

とともに、「事業系一般廃棄物の減量、処理に関する計画」

の作成やごみの減量及び資源化等に関する指導等を実

施します。 

 ごみの減量化・資源化を図っていくため、引き続き南但

広域行政事務組合や養父市との連携の強化に努めます。 

 自治会、地域の団体、PTA 等の参加による集団回収を推

進します。 

 市ホームページや「広報朝来」、市公式 LINE、AI チャッ

トボット等での分別方法に関する啓発を通じて、プラス

チック製容器包装や紙製容器包装等の資源ごみの再資

源化に関する意識の向上を図り、適正な分別排出を促進

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

家庭ごみの分別とリサイクルの
⼿引き 

■朝来市 AI チャットボット■ 

AI チャットボットで「ちゃすりん」が色々な質問に答えてくれます。ごみの分

別ガイドでは、分別したい「ごみの名称」を入力すると分別区分や捨て方を答えま

す。捨て方に迷ったときは、「ちゃすりん」に聞いてみてください。 

 

集団回収の実施状況 
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（４）マイバッグやマイボトルの利⽤、使い捨てプラスチック製品の使⽤削減等による 
プラスチックごみの減量・資源化 

 近年、世界的な話題となっている海洋プラスチックごみ

問題に対し、市民及び事業者に向けた海洋プラスチック

問題等に関する市ホームページや「広報朝来」等を活用

した情報発信の実施、学校等における子どもたちへの環

境教育に取り組み、意識啓発を図ります。 

 マイバッグの積極的な利用に関する市ホームページや

「広報朝来」等を活用した情報発信に努めることで、市

民にマイバッグを持参した買い物による不要なレジ袋

の排出規制に取り組んでもらえるよう、啓発活動を実施

します。 

 環境月間（6 月）、3R 推進月間（10 月）を中心に、使い捨てプラスチック製品の使

用削減について、市ホームページや「広報朝来」等を活用して啓発活動を実施します。 

 「プラスチック資源循環促進法」の施行に伴い、本市においても 2025 年 10 月から

プラスチック製容器包装に加えて、プラスチック製品ごみの分別収集を開始します。 

 

 

■評価指標 
 

指標 単位 
現状値 目指すべき 

方向性 2023 年度 

ごみ総排出量 t 7,958 ↘ 

フードドライブ実施回数 回 1 ↗ 

３R＋Renewable に関する広報媒体を活用

した情報発信件数 
件 20 ↗ 

リサイクル率 ％ 25.6 ↗ 

資源集団回収量 t 506 ↗ 

プラスチック類の排出量 t 144 ↘ 

ペットボトルの排出量 t 42 ↘ 

注）目指すべき方向性の「↗」は現状値よりも増加、「↘」は現状値よりも減少を目指していくこと

を意味します。 

 

 

 

 

 

 

  

プラスチックごみの資源化に 
関する啓発状況 

■プラスチック資源循環促進法■ 

プラスチック資源循環促進法とは、2022 年 4 月に施行されたプラスチック使

用製品の設計から廃棄物の処理まで、プラスチックのライフサイクルに関わるあ

らゆる主体における資源循環の取組を促進するための措置を盛り込んだ法律で

す。「プラスチックは、えらんで、減らして、リサイクル」を合言葉に、使い捨て

プラスチック製品の使用削減等に取り組みましょう。 
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■市⺠・事業者に期待される取組（例⽰） 
 

生ごみの水切りの徹底や堆肥化等によっ

て、ごみの減量に努めましょう。 

 

 

 

 

 

 

食材の食べきりや使いきりを心がけて、

食品ロスをなくしましょう。 

 

 

 

 

 

 

フードドライブ活動への協力等によっ

て、食品ロスをなくしましょう。 

 

 

 

 

 

 

買い物には、マイバッグを持参してレジ

袋の購入を控えましょう。 

 

 

 

 

 

 

使い捨てプラスチック製品の使用を控え

て、プラスチックごみの減量化に努めまし

ょう。 

 

 

 

 

 

フリーマーケットへの参加やフリマアプ

リの利用によって、ごみが発生しないよう

にしましょう。 

 

 

 

 

 

ごみの分別やごみ出しのルールをきちん

と守りましょう。 

 

 

 

 

 

 

資源物の店頭回収や地域での資源集団回

収活動に協力しましょう。 
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基本⽬標３【資源循環】 
 

基本施策２ ごみの適正処理の推進 
 

■市の取組 

（１）ごみ処理施設の適正な維持管理・更新                             

 南但クリーンセンターについては、南但広域行政事務組

合及び養父市と協働した適正な維持管理による運用に

努めます。 

 南但クリーンセンターに搬入される資源ごみ、不燃ごみ

及び粗大ごみ等について、資源化が可能なものは適切に

処理を実施するとともに、リユースプラザにおける資源

の有効活用など、リサイクル率の向上に努めます。 

 廃棄物系バイオマスの有効活用を図るため、南但クリー

ンセンターにおけるバイオマス設備の効果的な運用に

努めます。 

 市ホームページや「広報朝来」等を用いた維持管理情報を適宜公表し、南但クリーン

センターに対する地域の住民の安心感や信頼感の向上を図ります。 

 朝来市一般廃棄物安定型・管理型最終処分場における埋立てにあたり、ごみの減容化

を図ることで、最終処分場の延命化に努めます。また、焼却灰・ばいじんについては、

民間の資源化事業者を活用し、朝来市一般廃棄物管理型最終処分場の安定的な利用を

推進します。 

 

（２）ごみの不法投棄やポイ捨ての防⽌対策の推進、環境美化活動の促進          

 市ホームページや「広報朝来」等を通じて、市民及び事

業者等への不法投棄の防止に向けた意識啓発を実施し

ます。また、看板等の設置や、市民・警察・関係機関と

連携した監視を強化します。 

 公共施設・道路・河川等における不法投棄の防止に向け

たパトロールと不法投棄物の収集を継続して実施し、市

内の環境美化に努めます。 

 ごみのポイ捨てがなくなるよう、マナーやモラルの向上

のための啓発を図ります。 

 各種イベントや人が集まる場所等においては、地域の住民や観光客への啓発活動の実

施により、散乱ごみの減少を図ります。 

 ごみ拾いを楽しみながら「ごみの散乱状況の見える化」ができるアプリ「ピリカ」を 

活用し、行動変容を促すことで、ごみのポイ捨てがなくなるよう普及啓発を推進します。 

 

ごみの収集状況 

不法投棄パトロールの 
実施状況 

 不法な野外焼却への対策として、関係機関と連携の上、監視及び指導等の措置を実施

するとともに、市ホームページや「広報朝来」等を通じた啓発活動に努めます。 
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（３）⽣活弱者に配慮したごみ収集の推進                              

 地域、自治会及び関係機関等と連携を図ることで、生活弱者に配慮したごみ処理がで

きるよう努めます。 

 

（４）災害廃棄物の適正かつ円滑な処理体制の構築                        

 災害発生時の廃棄物の迅速な処理に向けて、「朝来市災害廃棄物処理基本計画」に基づ

いた対応を行います。 

 大規模災害発生時においても災害廃棄物の適正処理が図られるよう、平時から意識す

るよう努めます。 

 災害廃棄物の処理については、兵庫県をはじめ、近隣自治体及び民間事業者等の関係

機関と連携を図るため、協定の締結に努めます。 

 

 

■評価指標 
 

指標 単位 
現状値 目指すべき 

方向性 2023 年度 

高効率原燃料回収施設（ごみ焼却処理施設）

委託業者とのモニタリングの開催回数 
回 12 ↗ 

最終処分場の埋立量 t 1,365 ↘ 

不法投棄ごみパトロールの回収量 kg 4,790 ↘ 

ごみの適正処理に関する広報媒体を活用した

情報発信件数 
件 2 ↗ 

各自治協議会におけるごみ出し支援事業契約

件数 
件 2 ↗ 

注）目指すべき方向性の「↗」は現状値よりも増加、「↘」は現状値よりも減少を目指していくこと

を意味します。 

 

 

■市⺠・事業者に期待される取組（例⽰） 
 

ごみの不法投棄やポイ捨ては絶対にやめ

ましょう。 

 

 

 

 

 

 

不法なごみの野外焼却は絶対にやめまし

ょう。 
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基本⽬標４【健全・快適】 
 
 

基本施策１ 健全な⽣活環境の保全 
 

■市の取組 

（１）県と連携した環境監視の継続                                   

 兵庫県等の関係機関と連携・協力の上で環境監視に努め、必要に応じて工場・事業場

に対し、大気汚染や水質等に係る排出基準等の遵守を指導します。 

 

（２）公害に関する現状の把握と意識啓発の実施                          

 市民等の健康を保護し、市内の良好な環境を確保するた

め、公害の防止に関する事業者との協定の締結に努めま

す。 

 河川水質や自動車騒音に関する常時監視の測定を今後

も継続して実施します。 

 公害に関する苦情及び紛争について、関係機関と連携・

協力の上で迅速かつ適正な処理を図るよう努めます。 

 

 

 

 

 

（３）上⽔道事業の適正な運営                                     

 選択と集中による効果的な投資の実施や事業運営の効率化を進め、収支均衡を図りつ

つ事業継続に努めることで、安全安心な水道水を安定的に供給します。 

 

（４）下⽔道施設（浄化センター）の適切な運転管理                       

 下水道施設（浄化センター）の運転を適切に管理して生

活排水を処理することにより、公共用水域の水質保全を

図ります。 

  

河川⽔質測定の実施状況 

下⽔道施設（浄化センター） 
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■評価指標 
 

指標 単位 
現状値 目指すべき 

方向性 2023 年度 

公共水域水質調査箇所数 箇所 14 → 

公害等に関する市民からの通報件数 件 12 ↘ 

公害防止協議会開催回数 回 3 → 

上水道事業の経常収支比率 ％ 113.7 → 

水道水での水質検査基準超過項目数 項目 0 → 

下水処理した放流水の水質検査基準超過項目

数 
項目 0 → 

注）目指すべき方向性の「↗」は現状値よりも増加、「→」は現状値の維持、「↘」は現状値よりも

減少を目指していくことを意味します。 

 

 

■市⺠・事業者に期待される取組（例⽰） 
 

騒音や悪臭等で近隣に迷惑をかけないよ

う配慮するなど、良好な生活環境の確保に

努めましょう。 

 

 

 

 

 

下水道管のつまりや下水処理施設の故障

の原因になるため、油や野菜くず、異物を

流さないようにしましょう。 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■与布⼟浄⽔場■ 

与布土浄水場は与布土ダムを水源とし、市内で最も新しい「薬品沈殿池・急速ろ

過器」と「緊急時の耐震配水池」を備えた施設として、2013年度の完成以来、独

立行政法人国際協力機構（JICA）の視察研修など、施設見学の受け入れを行って

います。 

 

 

 

 

与布⼟浄⽔場 施設の⾒学状況 
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基本⽬標４【健全・快適】 
 
 

基本施策２ 快適な⽣活環境の形成 
 

■市の取組 

（１）⾃然・歴史・⽂化が調和した魅⼒ある景観の保全・継承                   

 郷土芸能等の無形文化財や伝統工芸技術保持者の記録を保存し、後世への伝承ととも

に、担い手の育成に努めます。 

 

（２）重要な⽂化財の保存・活⽤や価値・魅⼒の市内外への情報発信             

 「文化財保存地域計画」を策定することで、指定・未指

定に関わらず、地域にとって貴重な文化財を、地域で守

り継承していく仕組みづくりに取り組みます。 

 

 

 

 

（３）市⺠の憩いや安らぎの場となる公園の整備、地域住⺠と連携した維持管理の推進   

 地域の住民と連携・協働した適切な公園の維持管理等の整備を進めるとともに、市民

が親しみを持てる空間として活用を進めます。 

 「建築物等緑化計画」に関する届出を受け、建築物及びその敷地の緑化に関する指導・

助言を行います。 

 

（４）空き家の発⽣抑制・適正管理や利活⽤の促進に資する補助⾦の交付・ 
空き家バンク等の情報発信 

 空き家等の発生抑制のため、早めの対策が重要であることや空き家バンク等の各種制

度を周知・啓発します。 

 空き家等の適切管理を促進するため、継続的に実態を把握し、関係団体等と連携して

適切な管理の支援の仕組みを整備します。 

 管理不全な状態の空き家等への対策として、所有者等に各種支援制度の情報提供や助

言等を行います。また、改善要請も行い、指導と支援の両面から対策を推進します。 

 空き家バンクへの物件登録を促進するため、地域自治協議会や各区等との連携をさら

に強化します。 

 空家活用促進事業、空き家片付け支援補助金については、現行の内容で制度運用しな

がら、その効果やニーズを精査し、必要に応じて内容の見直しを検討します。 

  

⽂化財の観光状況 



69 

（５）⽣活道路等の整備                                         

 地域インフラ群再生戦略マネジメントによる、広域的な道路インフラ等の維持管理に

努めます。 

 但馬３市２町が水平連携することで、道路橋梁の効率的な補修設計及び工事を実施し

ます。 

 道路の適切な維持管理に向けて、引き続き地域との連携強化を図ります。 

 「市道の損傷等通報フォーム」を活用した、リアルタイムな情報収集を図ります。 

 

 

■評価指標 
 

指標 単位 
現状値 目指すべき 

方向性 2023 年度 

良好な住生活環境が整備されていると感じる 

市民の割合 
％ 28.9 ↗ 

無形文化財の映像記録作成件数 件 1 ↗ 

指定・登録文化財件数 件 247 ↗ 

歴史文化遺産への観光客入込者数 人 427,875 ↗ 

空き家バンク物件の成約件数 件 20 ↗ 

老朽空家等の除却件数 件 9 ↘ 

早期に修繕措置が必要な橋梁数 橋 10 ↘ 

「市道の損傷等通報フォーム」活用件数 件 17 → 
 
注）目指すべき方向性の「↗」は現状値よりも増加、「→」は現状値の維持、「↘」は現状値よりも

減少を目指していくことを意味します。 

 

 

■市⺠・事業者に期待される取組（例⽰） 
 

地域の公園や緑地の維持管理活動に参

加・協力しましょう。 

 

 

 

 

 

 

所有する住宅や土地の適正な維持管理に

努めましょう。 
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基本⽬標５【共創⼒】 
 

基本施策１ 環境学習・環境教育の推進 
 

■市の取組 

（１）あらゆる機会を捉えた幅広い世代への環境学習、⾃然とのふれあいの推進        

 「朝来市まちづくり出前講座」の開催時には、必要に応

じて環境に関する講座等の内容の充実を図ることで、環

境に対する意識や知識の蓄積とともに、地域における積

極的な取組につなげます。 

 市内事業所においても従業員が自社の事業活動と環境

との関わりを理解することで、事業活動における環境に

配慮した取組が促進されるよう、社内における環境教育

の実施に資する啓発活動に努めます。 

 身近な自然や野生動植物等に関する意識を養うため、多

様な主体が参加できる動植物の自然観察会や有識者を

招いた講演会等の開催による学習機会の充実を図りま

す。 

 市内外に向けた自然の環境に対する意識を育んでいく

ため、観光関係事業者と連携し、新たな自然環境体験（グ

リーンツーリズム）コンテンツの創出や情報発信を行い

ます。 

 講演会や講座、出前事業等の学習機会を提供することで、

郷土愛の醸成と地域活性化を図り、歴史文化遺産への意

識の高揚に努めます。 

 

（２）あらゆる機会を捉えた⼦どもたちへの環境教育の推進                     

 小学校５年生で実施する自然学校などを通じて、子ども

たちが自然と積極的にふれあうことができる学びとふ

れあいの場を設定します。 

 自然環境に対する意識啓発を兼ねて、多くの子どもや各

主体が参加できる水生生物調査や簡易の水質調査の実

施等を検討します。 

 日々の保育の中で、季節の草花や昆虫等に触れる機会を

設け、年齢に応じた自然とのふれあいを実施するととも

に、木育についても取り組みます。 

 園庭や近隣の畑で、季節の野菜栽培を行うなど、植物の

生育と食べ物の大切さを学ぶ取組を実施します。 

ごみ出前講座の開催状況 

グリーンツーリズムの開催状況 

⾃然学校の開催状況 
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 地域自治協議会が行う自然と積極的にふれあうことが

できる自然体験など、地域学校協働活動を継続して支援

します。 

 市内の市川水系、円山川水系で環境体験学習を実施する

ことにより、親水性を持った水辺環境の確保に努めます。 

 兵庫県と連携し、学校等における｢環境体験事業｣や｢自

然学校推進事業｣など、体験型の環境学習や教育に関す

る取組を引き続き推進します。 

 各教科や総合的な学習の時間を活用し、環境に対する児

童の意識や知識の蓄積に努め、主体的な行動を促すとと

もに、各学校の特色を生かした環境教育が行えるよう、

兵庫県をはじめとする教育関係機関と連携した教育内

容の充実を図ります。 

 兵庫県を中心にした教育関係機関と連携し、教職員に対

する研修の実施等にも取り組みます。 

 小学校の副読本で木質バイオマス発電について紹介す

るページを追加し、環境教育の一助とします。また、木

質バイオマス発電施設見学については、施設運営者と調

整を進めます。 

 環境教育の一環として、小学生の浄水場・浄化センターでの施設見学の実施に協力し、

水道水を作る工程や排水がきれいになっていく工程を学ぶことで、公共用水等につい

て啓発活動を推進します。 

 地域自治協議会が実施する「マイエンザ」を活用した「あさご ECO」活動への支援の

一環として、市内の各小学校における「マイエンザ」に関する出前授業を実施し、環

境保全に対する意識の醸成を図ります。 

 環境教育の一環として、学校での「南但クリーンセンター」の見学会や学習会の実施

に協力し、ごみの正しい分別や出し方、排出状況、ごみ問題等に関する理解や認識を

深めるための啓発活動に努めます。 

 小中学生に学校給食の食べ残しをしないこと等を啓発し、食品ロス削減への意識の高

揚に努めます。 

 「朝来市埋蔵文化財センター」における展示や体験型学習、見学会や出前講座等の

様々なイベントを実施し、未来の本市を担う小中学生に対する教育の強化を図ること

で、郷土の歴史文化遺産への意識の高揚に努めます。 

 

（３）⼈材育成と活躍の場の提供                                    

 市内で活動を行う市民団体等と連携の上、地域において専門知識や経験等を有し、環

境学習・環境教育を実施できる企画・運営能力を持った環境保全活動を支える指導者

等の育成に努めます。また、そうした人材を環境保全活動の場面において積極的に活

用します。 

 

こども園での環境体験の状況 

環境体験事業の開催状況 

 地域における環境学習の講師や指導者の確保のため、関係機関、各種団体間との交流

をはじめ、情報収集と発信、紹介等に取り組みます。 
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（４）多様な媒体を活⽤した環境情報の発信                             

 各メディア・広報媒体を活用し、市民に情報発信することで、環境意識の醸成を促進

します。 

 

 

■評価指標 
 

指標 単位 
現状値 目指すべき 

方向性 2023 年度 

ごみ分別に関する出前講座実施回数 回 1 ↗ 

小学校５年生での自然学校の実施校数 校 9 → 

小学校３年生を中心にした環境体験教育の 

実施校数 
校 9 → 

市内小中学校への出前講座（文化財）の 

参加者数 
人 300 ↗ 

自然とのふれあいに取り組んだ保育所・こど

も園数 
園 13 → 

地域学校協働活動のうち、自然体験活動の 

日数 
日 12 ↗ 

浄水場の見学実施小学校数 校 3 ↗ 

浄化センターの見学実施小学校数 校 3 ↗ 

南但クリーンセンターの見学人数 人 235 ↗ 

マイエンザの出前授業の開催回数 回 3 ↗ 

マイエンザの出前授業の参加人数 人 47 ↗ 

環境推進室主催の環境体験事業の開催回数 回 4 ↗ 

指導者育成機会の開催回数 回 2 ↗ 

環境学習・環境教育に関する広報媒体を活用

した情報発信件数 
件 3 ↗ 

歴史文化遺産の学びの場への参加者数 人 9,696 ↗ 

新たな自然環境体験（グリーンツーリズム）

コンテンツの創出件数 
件 2 ↗ 

注）目指すべき方向性の「↗」は現状値よりも増加、「→」は現状値の維持を目指していくことを意

味します。 
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■市⺠・事業者に期待される取組（例⽰） 
 

地域の環境学習の場に参加し、環境に関

する知識を深めましょう。 

 

 

 

 

 

 

家庭において、環境について話し合う機

会を設け、一緒に考えましょう。 

 

 

 

 

 

 

従業員への環境教育を実施し、環境意識

の向上に努めましょう。 

 

 

 

 

 

 

環境情報を収集し、日常生活や事業活動

での環境に配慮した取組の実践に役立てま

しょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■揚⽔発電所■ 

関西電力株式会社の奥多々良木発電所は、山中に 6

基の発電機を備える国内最大の揚水発電所です。 

揚水発電とは、電気の使用量が少ない時間帯や太

陽光発電等が盛んな時間帯の電気を使って水を上部

ダムに汲み上げておき、電気が多く使われる時間帯

にその水を下部ダムに落として発電するものです。 

一般的に発電の開始や発電量の調整がしやすいこ

とから、需要ピーク時の供給力として、また需給の変

動に対する調整力として、重要な役割を担っていま

す。 

本市では、市民の理解・関心を深める機会を促進するため、体験型環境学習とし

てバスツアーを実施しています。 

奥多々良⽊発電所のダム 
資料：関西電力株式会社 

ウェブサイト 
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基本⽬標５【共創⼒】 
 

基本施策２ 環境保全活動の推進 
 

■市の取組 

（１）環境保全活動への参加機会の創出や情報発信                        

 河川や道路における清掃活動やクリーン作戦等を通じ、

プラスチックごみ等を含む散乱ごみの回収による市内

の環境美化に取り組みます。 

 地域の住民や事業者等が実施する環境美化活動や清掃

活動について、専用ごみ袋の配布、廃棄物の処分等の実

施による積極的な支援を行います。 

 日常生活や事業活動の場面における環境にやさしい各

種取組が広く浸透するよう、国や兵庫県の融資制度をは

じめとする支援策や環境保全に関連した事例等の情報

について、市ホームページや「広報朝来」等を通じて提

供することで、家庭や職場における各種取組を促します。 

 

（２）環境保全団体との情報共有や活動⽀援                            

 環境問題や市内における環境保全活動等に関する情報の集約化を進めるとともに、市

ホームページや「広報朝来」等を活用した発信に努めることで、市民や事業者等の各

主体の環境に対する意識の高揚を図ります。 

 

（３）環境保全活動に関する理解促進や意識向上                          

 環境学習・環境教育の実施、各種行事の開催等の際には、地域で活動する市民団体、

企業等と連携を図るとともに、市内で環境保全活動を展開する市民団体等に対する積

極的な支援に努めます。 

 地域で環境保全活動に積極的に取り組む個人や市民団体等を広く紹介することで、環

境保全活動の活性化を図ります。 

 本市、事業者、市民、地域自治協議会等の各主体が協力し、地域における環境保全活

動に関する組織や体制の構築に取り組みます。 

 市内の各自治協議会が実施する環境美化活動や不法投棄物の回収活動等の各種取組

について、行政の立場から協力・支援に努めます。 

 市民がボランティアで身近な道路や公園等の公共の場の美化活動を行う「アダプト制

度」の普及に努め、市民と行政が協働で、地域の美化活動を推進します。 

  

クリーン作戦の実施状況 
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■評価指標 
 

指標 単位 
現状値 目指すべき 

方向性 2023 年度 

クリーン作戦、クリ－ンアップ作戦の開催 

回数 
回 2 ↗ 

クリーン作戦、クリ－ンアップ作戦でのごみ

収集量 
t 9 ↗ 

環境保全活動に関する情報発信件数 件 1 ↗ 

各地域自治協議会における環境保全に関する

補助金交付件数 
件 150 ↗ 

アダプト制度の登録団体数 団体 15 ↗ 

自然保護団体数 団体 1 ↗ 

注）目指すべき方向性の「↗」は現状値よりも増加を目指していくことを意味します。 

 

 

■市⺠・事業者に期待される取組（例⽰） 
 

地域の環境保全活動に関する情報を収集

し、関心のある活動に参加・協力しましょ

う。 

 

 

 

 

 

環境保全活動に取り組む主体間で情報交

換を行い、連携・協働して活動を拡げてい

きましょう。 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■クリーン但⾺ 10 万⼈⼤作戦■ 

但馬地域では、地域住民がよりいっそうクリーンなまちづくりについて意識を

高め、但馬を美しく住み心地の良い地域とするため、毎年6月の第1日曜日を実施

基準日として定め、住民が参加する清掃・美化活動「クリーン但馬10万人大作戦」

を1990年から展開しています。 

毎年、但馬全域の各世帯や企業、各種団体からの参画を得て、大規模な県民運動

として定着しており、また、地域住民と一体となった不法投棄防止対策を実施し、

ごみを捨てない、捨てさせない地域づくりの推進を図っています。 
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 １  計画の推進体制 

第 4 次計画の着実な推進を図るためには、本市・市民・事業者・市民団体が果たすべ

き役割を理解し、連携・協働して取り組んでいくことが重要です。 

そのため、本市が中心となって、国・兵庫県・周辺自治体と連携・協働しながら取組

を先導するとともに、第 4 次計画の内容の周知や環境情報の提供、取組への支援等を行

っていくことで、計画の推進を図ります。 

また、事務局を中心とする全庁を挙げた総合的な推進を図るため、関係部署で構成さ

れる「部長会議」において、取組の進捗状況の報告・点検・改善案の調整を毎年度行い、

その結果を「朝来市環境審議会」に報告・評価することで、計画の実効性を確保します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市⺠ 
（市⺠団体）

事業者 

連携・協働 連携・協働 

連携・協働 

朝来市 

 

 第 ５ 章  
計 画 の推 進 体 制 ・進 ⾏ 管 理 

朝来市 
環境審議会 

国・兵庫県・ 
周辺⾃治体 

諮問 
（点検・評価） 

連携・協働 

部長会議 

関係部署 

報告 指示 

報告 調整 

市長 

事務局（市民課 環境推進室） 

報告 調整 

答申 
（報告） 
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 ２  計画の進⾏管理 

第 4 次計画の実効性を高めていくためには、取組が着実に推進されているかを定期的

に点検・評価し、必要に応じて改善・見直しを行っていくことが重要です。 

そのため、「Plan【計画】」⇒「Do【実施】」⇒「Check【点検・評価】」⇒「Action

【改善・見直し】」の 4 つのプロセスを繰り返す PDCA サイクルの考え方に基づいた適

切な進行管理を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【計画】 【実施】

【点検・評価】【改善・⾒直し】 

 第 4 次計画の策定・改定 

 取組の年次計画の作成 

 各主体による取組の実施 

 取組の進捗状況、指標の達

成状況の点検・評価 

 取組の改善・見直し 

 指標の見直し 

 新たな取組の検討 

Plan Do 

Check Action 
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男性
(274)
44.0%女性

(329)
52.8%

答えたくない
(7)

1.1%

無回答
(13)
2.1%

n = 623

 

 資料１  市⺠アンケート調査結果 
 

調査
概要 

 調査対象  市内在住の 18 歳以上の男女 1,500 人（無作為抽出） 

 調査⽅法  郵送調査または Web 調査 
 調査期間  2024 年 6 月 14 日～7 月 8 日（7 月 31 日まで延長） 

 回収結果  有効回収数：623 件（郵送調査：545 件、Web 調査：78 件） 

 回収結果  有効回収率：41.5% 

 

問 1 あなたご⾃⾝のことについてお聞きします。（あてはまるものにそれぞれ 1 つだけ○） 

（１）性別 
回答者の性別は、「男性」が 44.0％、「女

性」が 52.8％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）年齢 
回答者の年齢は、「70 歳以上」が 43.3％

で最も高く、次いで「60～69 歳」の 25.0％、

「50～59 歳」の 11.9％などとなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

  

 資 料 編  

20歳未満
(3)

0.5%

20～29歳
(18)
2.9%

30～39歳
(31)
5.0%

40～49歳
(59)
9.5%

50～59歳
(74)

11.9%

60～69歳
(156)
25.0%

70歳以上
(270)
43.3%

無回答
(12)
1.9%

n = 623



79 

（３）居住地区 
回答者の居住地区は、「和田山地区」が 22.0％で最も高く、次いで「山口地区」の

11.4％、「竹田地区」の 10.3％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

（４）市内での居住年数 
回答者の朝来市内での居住年数は、「20 年

以上」が 82.5％で最も高く、次いで「10 年

以上～20 年未満」の 7.7％、「5 年以上～10

年未満」の 3.5％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

2年未満
(13)
2.1%

2年以上

5年未満
(16)
2.6%

5年以上

10年未満
(22)
3.5%

10年以上

20年未満
(48)
7.7%

20年以上
(514)
82.5%

無回答
(10)
1.6%

n = 623

居住地区 回答数 回答割合

 生野地区 57 9.1%

 奥銀谷地区 10 1.6%

 糸井地区 38 6.1%

 大蔵地区 48 7.7%

 和田山地区 137 22.0%

 東河地区 29 4.7%

 竹田地区 64 10.3%

 梁瀬地区 61 9.8%

 粟鹿地区 30 4.8%

 与布土地区 30 4.8%

 中川地区 38 6.1%

 山口地区 71 11.4%

 無回答 10 1.6%

合計 623 100%
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（５）居住形態 
回答者の居住形態は、「一戸建て（持ち家）」

が 90.4％で最も高く、次いで「集合住宅（借

家）」の 5.6％、「一戸建て（借家）」の 2.1％

などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）職業 
回答者の職業は、「無職」が 37.2％で最も

高く、次いで「会社員」の 20.1％、「パート・

アルバイト」の 14.0％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）通勤・通学の主な交通⼿段 
回答者の通勤・通学の主な交通手段は、「マ

イカー・バイク」が 55.2％で最も高く、次

いで「就学・通勤していない」の 23.6％、

「徒歩または自転車」の 5.5％などとなって

います。 

 

 

 

  

自営業
(44)
7.1%

会社員
(125)
20.1%

公務員
(46)
7.4%

パート・アルバイト
(87)

14.0%
家事従事者

(39)
6.3%

学生
(8)

1.3%

無職
(232)
37.2%

その他
(30)
4.8%

無回答
(12)
1.9%

n = 623

一戸建て

（持ち家）
(563)
90.4%

一戸建て

（借家）
(13)
2.1%

集合住宅

（持ち家）
(0)

0.0%

集合住宅

（借家）
(35)
5.6%

その他
(4)

0.6%

無回答
(8)

1.3%

n = 623

徒歩または

自転車
(34)
5.5%

公共交通（鉄道

やバス）
(9)

1.4%

送迎バス
(1)

0.2%

マイカー・バイク
(344)
55.2%

就学・勤務

していない
(147)
23.6%

その他
(18)
2.9%

無回答
(70)

11.2%

n = 623
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(305)
49.0%

(265)
42.5%

(231)
37.1%

(221)
35.5%

(138)
22.2%

(161)
25.8%

(109)
17.5%

(74)
11.9%

(91)
14.6%

(106)
17.0%

(70)
11.2%

(47)
7.5%

(25)
4.0%

(33)
5.3%

(24)
3.9%

(253)
40.6%

(266)
42.7%

(254)
40.8%

(249)
40.0%

(312)
50.1%

(278)
44.6%

(305)
49.0%

(240)
38.5%

(216)
34.7%

(197)
31.6%

(196)
31.5%

(153)
24.6%

(111)
17.8%

(100)
16.1%

(93)
14.9%

(46)
7.4%

(70)
11.2%

(83)
13.3%

(72)
11.6%

(113)
18.1%

(137)
22.0%

(124)
19.9%

(263)
42.2%

(249)
40.0%

(268)
43.0%

(293)
47.0%

(282)
45.3%

(166)
26.6%

(395)
63.4%

(384)
61.6%

(13)
2.1%

(7)
1.1%

(31)
5.0%

(60)
9.6%

(46)
7.4%

(31)
5.0%

(65)
10.4%

(32)
5.1%

(45)
7.2%

(32)
5.1%

(40)
6.4%

(103)
16.5%

(196)
31.5%

(67)
10.8%

(89)
14.3%

(1)
0.2%

(3)
0.5%

(11)
1.8%

(14)
2.2%

(6)
1.0%

(5)
0.8%

(13)
2.1%

(3)
0.5%

(8)
1.3%

(7)
1.1%

(7)
1.1%

(27)
4.3%

(118)
18.9%

(10)
1.6%

(15)
2.4%

(5)
0.8%

(12)
1.9%

(13)
2.1%

(7)
1.1%

(8)
1.3%

(11)
1.8%

(7)
1.1%

(11)
1.8%

(14)
2.2%

(13)
2.1%

(17)
2.7%

(11)
1.8%

(7)
1.1%

(18)
2.9%

(18)
2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

空気のきれいさ

自然の豊かさ

家のまわりの悪臭の少なさ

家のまわりの静かさ

まちの清潔さ

川や池の水のきれいさ

ごみの分別や出し方のマナーの良さ

リサイクル活動の活発さ

自然と調和したまちなみの美しさ

自然とふれあう場や機会の多さ

歴史的・文化的資源と調和した

まちなみの美しさ

自然災害に対する安全性の高さ

道路交通や公共交通機関の便利さ

環境教育・環境学習の機会の多さ

環境に関する情報の入手しやすさ

とても満足 やや満足 どちらともいえない やや不満 とても不満 無回答n = 623

問 2 
現在、あなたが住んでいる地域の環境に関する下記の項⽬について、どの程度満⾜されてい
ますか。また、将来の朝来市全体の環境にとって、どの程度重要だと思いますか。（「満⾜
度」、「重要度」の両⽅であてはまるものにそれぞれ 1 つだけ○） 

「とても満足」及び「やや満足」と回答した者の割合は、「空気のきれいさ」が 89.6％

で最も高く、次いで「自然の豊かさ」の 85.2％、「家のまわりの悪臭の少なさ」の 77.9％

などとなっています。 

一方で、「とても不満」及び「やや不満」と回答した者の割合は、「道路交通や公共交通

機関の便利さ」が 50.4％で最も高く、次いで「自然災害に対する安全性の高さ」の 20.8％、

「環境に関する情報の入手しやすさ」の 16.7％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）項目は、「とても満足」及び「やや満足」と回答した者の割合が高い順に並び替えています。 

  

満⾜度 
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次に、「とても重要」及び「やや重要」と回答した者の割合は、「まちの清潔さ」が 89.5％

で最も高く、次いで「空気のきれいさ」の 89.0％、「ごみの分別や出し方のマナーの良さ」

の 88.2％などとなっています。 

一方で、「環境教育・環境学習の機会の多さ」が 60.4％で最も低く、次いで「環境に関

する情報の入手しやすさ」の 60.7％、「自然とふれあう場や機会の多さ」及び「歴史的・

文化的資源と調和したまちなみの美しさ」の 64.2％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）項目は、「とても重要」及び「やや重要」と回答した者の割合が高い順に並び替えています。 

  

(407)
65.3%

(434)
69.7%

(381)
61.2%

(363)
58.3%

(414)
66.5%

(340)
54.6%

(438)
70.3%

(345)
55.4%

(317)
50.9%

(223)
35.8%

(201)
32.3%

(179)
28.7%

(175)
28.1%

(157)
25.2%

(175)
28.1%

(151)
24.2%

(120)
19.3%

(168)
27.0%

(177)
28.4%

(126)
20.2%

(198)
31.8%

(100)
16.1%

(174)
27.9%

(192)
30.8%

(228)
36.6%

(217)
34.8%

(221)
35.5%

(225)
36.1%

(221)
35.5%

(201)
32.3%

(26)
4.2%

(29)
4.7%

(34)
5.5%

(43)
6.9%

(37)
5.9%

(43)
6.9%

(49)
7.9%

(58)
9.3%

(60)
9.6%

(114)
18.3%

(147)
23.6%

(157)
25.2%

(157)
25.2%

(181)
29.1%

(185)
29.7%

(2)
0.3%

(1)
0.2%

(4)
0.6%

(3)
0.5%

(1)
0.2%

(4)
0.6%

(0)
0.0%

(5)
0.8%

(9)
1.4%

(7)
1.1%

(11)
1.8%

(15)
2.4%

(17)
2.7%

(18)
2.9%

(18)
2.9%

(0)
0.0%

(3)
0.5%

(0)
0.0%

(2)
0.3%

(0)
0.0%

(0)
0.0%

(2)
0.3%

(4)
0.6%

(4)
0.6%

(2)
0.3%

(5)
0.8%

(8)
1.3%

(5)
0.8%

(4)
0.6%

(2)
0.3%

(37)
5.9%

(36)
5.8%

(36)
5.8%

(35)
5.6%

(45)
7.2%

(38)
6.1%

(34)
5.5%

(37)
5.9%

(41)
6.6%

(49)
7.9%

(42)
6.7%

(43)
6.9%

(44)
7.1%

(42)
6.7%

(42)
6.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

まちの清潔さ

空気のきれいさ

ごみの分別や出し方のマナーの良さ

川や池の水のきれいさ

家のまわりの悪臭の少なさ

家のまわりの静かさ

自然災害に対する安全性の高さ

道路交通や公共交通機関の便利さ

自然の豊かさ

リサイクル活動の活発さ

自然と調和したまちなみの美しさ

自然とふれあう場や機会の多さ

歴史的・文化的資源と調和した

まちなみの美しさ

環境に関する情報の入手しやすさ

環境教育・環境学習の機会の多さ

とても重要 やや重要 どちらともいえない あまり重要ではない 重要ではない 無回答n = 623

重要度 



83 

問 3 あなたのご家庭では、⽇常⽣活で環境にやさしい取組をどの程度⾏っていますか。（あてはま
るものにそれぞれ 1 つだけ○） 

「いつも行っている」及び「たまに行っている」と回答した者の割合は、「ごみをきちん

と分別して出し、リサイクルに協力している」が 95.9％で最も高く、次いで「こまめな消

灯や冷暖房時の適正温度管理など、節電に努めている」の 95.7％、「賞味期限切れや食べ

残し等で食品ロスを出さないよう心がけている」の 93.9％などとなっています。 

一方で、「今後も行うのは難しい」と回答した者の割合は、「できるだけ自動車利用を控

え、公共交通機関を利用している」が 60.0％で最も高く、次いで「太陽光発電設備など、

再生可能エネルギー設備を利用している」の 54.4％、「できるだけ徒歩や自転車での移動

を心がけている」の 35.8％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）項目は、「いつも行っている」及び「たまに行っている」と回答した者の割合が高い順に並び替えています。 

  

(523)
83.9%

(373)
59.9%

(444)
71.3%

(435)
69.8%

(329)
52.8%

(351)
56.3%

(376)
60.4%

(335)
53.8%

(254)
40.8%

(334)
53.6%

(82)
13.2%

(97)
15.6%

(71)
11.4%

(76)
12.2%

(47)
7.5%

(77)
12.4%

(21)
3.4%

(75)
12.0%

(223)
35.8%

(141)
22.6%

(132)
21.2%

(236)
37.9%

(204)
32.7%

(173)
27.8%

(190)
30.5%

(264)
42.4%

(178)
28.6%

(362)
58.1%

(273)
43.8%

(289)
46.4%

(182)
29.2%

(159)
25.5%

(34)
5.5%

(75)
12.0%

(12)
1.9%

(12)
1.9%

(24)
3.9%

(40)
6.4%

(34)
5.5%

(47)
7.5%

(35)
5.6%

(73)
11.7%

(60)
9.6%

(73)
11.7%

(105)
16.9%

(161)
25.8%

(171)
27.4%

(128)
20.5%

(203)
32.6%

(160)
25.7%

(140)
22.5%

(5)
0.8%

(4)
0.6%

(6)
1.0%

(5)
0.8%

(14)
2.2%

(13)
2.1%

(24)
3.9%

(12)
1.9%

(34)
5.5%

(27)
4.3%

(59)
9.5%

(83)
13.3%

(79)
12.7%

(223)
35.8%

(201)
32.3%

(339)
54.4%

(374)
60.0%

(8)
1.3%

(11)
1.8%

(8)
1.3%

(11)
1.8%

(10)
1.6%

(8)
1.3%

(15)
2.4%

(13)
2.1%

(11)
1.8%

(11)
1.8%

(15)
2.4%

(9)
1.4%

(13)
2.1%

(14)
2.2%

(13)
2.1%

(13)
2.1%

(13)
2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ごみをきちんと分別して出し、

リサイクルに協力している

こまめな消灯や冷暖房時の

適正温度管理など、節電に努めている

賞味期限切れや食べ残し等で

食品ロスを出さないよう心がけている

生ごみは水切りを十分に行っている

使い捨て商品は買わず、詰め替えできる

商品を購入している

節水に努めている

所有・管理する建物や土地が周辺環境に

影響を及ぼさないよう、適正に管理している

LED照明や省エネルギー型の

家電製品などを選択して利用している

電気・ガス・水道などの使用量を

定期的にチェックしている

流しの排水口には水切りネットを付け、

汚れのひどい食器は拭いてから洗っている

地場産物を選択して購入している

ペットボトル、ストローなど、使い捨て

プラスチック製品の使用を控えている

エコマーク商品など、環境にやさしい

商品を購入している

できるだけ徒歩や自転車での移動を

心がけている

フリーマーケットへの参加やアプリの利用

など、不用品の再利用に努めている

太陽光発電設備など、再生可能エネルギー

設備を利用している

できるだけ自動車利用を控え、

公共交通機関を利用している

いつも行っている たまに行っている 今後行いたい 今後も行うのは難しい 無回答n = 623
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問 4 
あなたは、地域の環境保全活動や環境学習などに参加したことがありますか。また、今後参
加したいと思いますか。（「参加経験」、「今後の参加意向」の両⽅であてはまるものにそれ
ぞれ 1 つだけ○） 

「ある」と回答した者の割合は、「道路や河川、公園などの清掃活動」が 69.5％で最も

高く、次いで「地域におけるリサイクル活動」の 45.7％、「バザーやフリーマーケット」

の 36.0％などとなっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）項目は、「ある」と回答した者の割合が高い順に並び替えています。 

 

次に、「参加したい」と回答した者の割合は、「道路や河川、公園などの清掃活動」が

51.4％で最も高く、次いで「地域におけるリサイクル活動」の 42.9％、「花や木を植える

緑化活動」の 41.7％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(320)
51.4%

(267)
42.9%

(260)
41.7%

(223)
35.8%

(210)
33.7%

(208)
33.4%

(180)
28.9%

(175)
28.1%

(173)
27.8%

(139)
22.3%

(228)
36.6%

(261)
41.9%

(270)
43.3%

(283)
45.4%

(307)
49.3%

(293)
47.0%

(321)
51.5%

(304)
48.8%

(304)
48.8%

(339)
54.4%

(38)
6.1%

(53)
8.5%

(60)
9.6%

(81)
13.0%

(70)
11.2%

(92)
14.8%

(90)
14.4%

(113)
18.1%

(114)
18.3%

(106)
17.0%

(37)
5.9%

(42)
6.7%

(33)
5.3%

(36)
5.8%

(36)
5.8%

(30)
4.8%

(32)
5.1%

(31)
5.0%

(32)
5.1%

(39)
6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

道路や河川、公園などの清掃活動

地域におけるリサイクル活動

花や木を植える緑化活動

バザーやフリーマーケット

ごみ処理施設の見学会

水力発電所などの再生可能エネルギー

施設の見学会

環境に関する講習会やイベント

動植物の観察会や保護活動

農業体験などの農業振興活動

森林などの保全活動

参加したい あまり参加したいと思わない 参加したくない 無回答n = 623

(433)
69.5%

(285)
45.7%

(224)
36.0%

(210)
33.7%

(143)
23.0%

(141)
22.6%

(134)
21.5%

(104)
16.7%

(81)
13.0%

(78)
12.5%

(177)
28.4%

(314)
50.4%

(378)
60.7%

(398)
63.9%

(467)
75.0%

(463)
74.3%

(471)
75.6%

(502)
80.6%

(522)
83.8%

(528)
84.8%

(13)
2.1%

(24)
3.9%

(21)
3.4%

(15)
2.4%

(13)
2.1%

(19)
3.0%

(18)
2.9%

(17)
2.7%

(20)
3.2%

(17)
2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

道路や河川、公園などの清掃活動

地域におけるリサイクル活動

バザーやフリーマーケット

花や木を植える緑化活動

水力発電所などの再生可能エネルギー

施設の見学会

ごみ処理施設の見学会

農業体験などの農業振興活動

環境に関する講習会やイベント

動植物の観察会や保護活動

森林などの保全活動

ある ない 無回答n = 623

参加経験 

今後の参加意向 

注）項目は、「参加したい」と回答した者の割合が高い順に並び替えています。 
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問 5 あなたは、「⽣物多様性」という⾔葉を知っていますか。（あてはまるものに 1 つだけ○） 

「言葉の意味を知っている」と回答した者の

割合は 21.8％となっています。その他の回答

では、「言葉の意味は知らないが、聞いたことが

ある」が 46.9％で最も高く、次いで「聞いた

ことがない」の 28.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 6 あなたは、朝来市の⽣物多様性の保全や持続可能な利⽤につながる活動に取り組みたい
と思いますか。（あてはまるものに 1 つだけ○） 

「ぜひ取り組みたい」と回答した者の割合は

4.7％と低くなっています。その他の回答では、

「内容によっては取り組みたい」が 56.5％で

最も高く、次いで「わからない」が 19.1％な

どとなっています。 

 

 

 

 

 

 

  

ぜひ取り組みたい
(29)
4.7%

内容によっては

取り組みたい
(352)
56.5%

あまり取り組み

たくない
(80)

12.8%

取り組みたくない
(28)
4.5%

わからない
(119)
19.1%

無回答
(15)
2.4%

n = 623

言葉の意味を

知っている
(136)
21.8%

言葉の意味は知らないが、

聞いたことがある
(292)
46.9%

聞いたことがない
(176)
28.3%

無回答

(19)
3.0%

n = 623
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問 7 

朝来市では、市⺠の皆さまから、動植物に係る情報を収集して、市内のどこにどんな動植物
がいるのかを整理した「朝来市いきもの図鑑」の作成を進めています。また、今後は、それを
基に、貴重な⾃然を保全すべき場所の選定や、希少種（絶滅危惧種）の保全を推進し
ていく予定です。 
あなたは、「朝来市いきもの図鑑」を知っていますか。（あてはまるものに 1 つだけ○） 

「知っていて、情報提供をしたことがある」

及び「知っているが、情報提供をしたことはな

い」と回答した者の割合は 18.0％となってい

ます。その他の回答では、「知らなかったが、今

後は情報提供をしてみたい」が 52.0％で最も

高く、次いで「知らなかったし、今後も情報提

供しようと思わない」の 27.3％となっていま

す。 

 

 

 
 

 

 

問 8 

朝来市では、「第 3 次朝来市環境基本計画」を策定し、環境保全に関する施策の推進
を図っています。 
あなたは、「第 3 次朝来市環境基本計画」を知っていますか。（あてはまるものに 1 つだけ
○） 

「内容を知っている」と回答した者の割合は

3.0％と低くなっています。その他の回答では、

「聞いたことがない」が 62.9％で最も高く、

次いで「内容をよく知らないが、聞いたことが

ある」の 31.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

  

内容を知っている
(19)
3.0%

内容をよく知らないが、

聞いたことがある
(198)
31.8%

聞いたことがない
(392)
62.9%

無回答
(14)
2.2%

n = 623

知っていて、情報提供

をしたことがある
(13)
2.1%

知っているが、

情報提供をした

ことはない
(99)

15.9%

知らなかったが、今後は

情報提供をしてみたい
(324)
52.0%

知らなかったし、

今後も情報提供

しようと思わない
(170)
27.3%

無回答
(17)
2.7%

n = 623
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問 9 
朝来市では、環境保全に関する取組への補助を⾏っていますが、あなたは知っていました
か。また、あなたのご家庭や団体で、活⽤したことはありますか。（「認知度」、「活⽤経験」
の両⽅であてはまるものにそれぞれ 1 つだけ○） 

「知っていた」と回答した者の割合は、「住宅リフォーム工事補助金」が 60.7％で最も

高く、次いで「公共交通通勤利用助成金」の 52.3％、「空家活用促進事業補助金」の 42.4％

などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）項目は、「知っていた」と回答した者の割合が高い順に並び替えています。 

 

次に、「活用したことがある」と回答した者の割合は、「集団回収事業助成金」が 20.7％

で最も高く、次いで「住宅リフォーム工事補助金」の 15.7％、「公共交通通勤利用助成

金」の 4.0％などとなっています。 

また、「今後活用したい」と回答した者の割合は、「住宅リフォーム工事補助金」が

49.9％で最も高く、次いで「公共交通通勤利用助成金」の 48.2％、「集団回収事業助成

金」の 42.4％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）項目は、「活用したことがある」と回答した者の割合が高い順に並び替えています。 

  

(129)
20.7%

(98)
15.7%

(25)
4.0%

(9)
1.4%

(8)
1.3%

(264)
42.4%

(311)
49.9%

(300)
48.2%

(214)
34.3%

(109)
17.5%

(180)
28.9%

(171)
27.4%

(253)
40.6%

(351)
56.3%

(454)
72.9%

(50)
8.0%

(43)
6.9%

(45)
7.2%

(49)
7.9%

(52)
8.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

集団回収事業助成金

住宅リフォーム工事補助金

公共交通通勤利用助成金

空家活用促進事業補助金

薪ストーブ等設置促進補助金

活用したことがある 今後活用したい 今後も活用しない 無回答n = 623

(378)
60.7%

(326)
52.3%

(264)
42.4%

(248)
39.8%

(77)
12.4%

(222)
35.6%

(271)
43.5%

(333)
53.5%

(346)
55.5%

(517)
83.0%

(23)
3.7%

(26)
4.2%

(26)
4.2%

(29)
4.7%

(29)
4.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住宅リフォーム工事補助金

公共交通通勤利用助成金

空家活用促進事業補助金

集団回収事業助成金

薪ストーブ等設置促進補助金

知っていた 知らなかった 無回答n = 623

認知度 

活⽤経験 
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問 10 あなたは、朝来市が⾏う環境保全に関する情報発信⽅法として、どれが有効だと思います
か。（あてはまるものに最⼤ 3 つまで○） 

回答者の割合は、「広報朝来」が 77.5％で圧倒的に高く、次いで「地域の回覧板」の

43.8％、「ケーブルテレビやラジオ」の 42.2％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

問 11 あなたは、環境保全に取り組んでいくために、朝来市に発信を期待する情報はありますか。
（あてはまるものに最⼤ 3 つまで○） 

回答者の割合は、「省エネルギーやごみ減量など、家庭でできる工夫や行動に関する情報」

が 54.6％で最も高く、次いで「市内のごみ排出量やリサイクル率など、ごみ処理状況に

関する情報」の 46.9％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(340)
54.6%

(292)
46.9%

(200)
32.1%

(197)
31.6%

(134)
21.5%

(88)
14.1%

(85)
13.6%

(69)
11.1%

(65)
10.4%

(7)
1.1%

(26)
4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

省エネルギーやごみ減量など、家庭でできる

工夫や行動に関する情報

市内のごみ排出量やリサイクル率など、

ごみ処理状況に関する情報

市内に生息・生育する動植物や貴重な

自然資源など、自然環境に関する情報

市内の大気質や水質、騒音の状況など、

生活環境に関する情報

環境保全関連の補助制度に関する情報

市内全体や公共施設からの温室効果ガス

排出量など、地球温暖化に関する情報

環境保全関連の講習会やイベント等の

開催に関する情報

特になし

市内で環境保全活動を行っている

市民団体等に関する情報

その他

無回答

n = 623

(483)
77.5%

(273)
43.8%

(263)
42.2%

(143)
23.0%

(135)
21.7%

(120)
19.3%

(86)
13.8%

(77)
12.4%

(59)
9.5%

(55)
8.8%

(5)
0.8%

(18)
2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

広報朝来

地域の回覧板

ケーブルテレビやラジオ

市ホームページ

ポスターやチラシ

SNS（市公式フェイスブックや

市公式LINEなど）

告知放送

環境保全に関する講習会や

イベント等の開催

新聞や雑誌

YouTube

その他

無回答

n = 623
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問 12 あなたは、朝来市が重点的に今後進めるべき取組はどれだと思いますか。（あてはまるもの
に最⼤ 5 つまで○） 

回答者の割合は、「公共交通機関（アコバスなど）の利便性向上・利用促進」が 47.0％

で最も高く、次いで「空き家や空き地の適正管理」の 43.3％、「安全・安心な水道水の供

給」の 35.8％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(293)
47.0%

(270)
43.3%

(223)
35.8%

(180)
28.9%

(176)
28.3%

(169)
27.1%

(162)
26.0%

(140)
22.5%

(132)
21.2%

(114)
18.3%

(94)
15.1%

(84)
13.5%

(82)
13.2%

(64)
10.3%

(63)
10.1%

(61)
9.8%

(59)
9.5%

(59)
9.5%

(49)
7.9%

(44)
7.1%

(42)
6.7%

(40)
6.4%

(28)
4.5%

(25)
4.0%

(23)
3.7%

(22)
3.5%

(10)
1.6%

(16)
2.6%

(18)
2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

公共交通機関（アコバスなど）の

利便性向上・利用促進

空き家や空き地の適正管理

安全・安心な水道水の供給

ごみのポイ捨てや不法投棄の防止対策

有害鳥獣による農作物被害の

防止対策

地産地消の推進

耕作放棄地の発生抑制・解消

ごみの減量化やリサイクルの推進

地球温暖化に伴う気候変動への

適応策の検討

森林の適正管理

再生可能エネルギー設備の導入促進

電気自動車やプラグインハイブリッド自動車

などの次世代自動車の導入促進

公園や緑地の整備

地域や学校における環境学習・

環境教育の充実

希少な野生動植物の保護や

生息・生育地の保全

外来生物の侵入・拡散防止対策

省エネルギー設備の導入促進

ごみの野外焼却の防止対策

歴史的・文化的資源の保全

公共下水道の整備や合併処理

浄化槽の導入促進

市内の環境の現状や環境問題に

関する情報発信の充実

良好な景観の創出

災害廃棄物の処理体制の構築

環境保全型農業の推進

（コウノトリ育む農法など）

市民・事業者・市民団体などによる

環境保全活動への支援・啓発

公害防止対策

脱炭素型のライフスタイル・

ビジネススタイルへの転換促進

その他

無回答

n = 623
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 資料２  事業者アンケート調査結果 
 

調査
概要 

 調査対象  市内で事業活動を行っている 200 事業所（無作為抽出） 

 調査⽅法  郵送調査または Web 調査 
 調査期間  2024 年 6 月 14 日～7 月 8 日（7 月 31 日まで延長） 

 回収結果  有効回収数：109 件（郵送調査：79 件、Web 調査：30 件） 

 回収結果  有効回収率：54.5% 

 

問 1 貴事業所のことについてお聞きします。（あてはまるものにそれぞれ 1 つだけ○） 

（１）従業員数 
回答事業所の従業員数は、「9 人以下」が

66.1％で最も高く、次いで「10～19 人」

の 16.5％、「20～29 人」の 7.3％などとな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事業年数 
回答事業所の事業年数は、「20 年以上」が

69.7％で最も高く、次いで「10 年以上 20

年未満」の 22.0％、「5 年以上 10 年未満」

の 3.7％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

  

2年未満
(2)

1.8%

2年以上

5年未満
(2)

1.8% 5年以上

10年未満
(4)

3.7%

10年以上

20年未満
(24)

22.0%
20年以上

(76)
69.7%

無回答
(1)

0.9%

n = 109

9人以下
(72)

66.1%

10～19人
(18)

16.5%

20～29人
(8)

7.3%

30～49人
(7)

6.4%

50～99人
(1)

0.9%

100人以上
(3)

2.8%

無回答
(0)

0.0%

n = 109
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（３）業種 
回答事業所の業種は、「サービス業」が 21.1％で最も高く、次いで「卸売・小売業」

の 20.2％、「建設業」の 17.4％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）事業所形態 
回答事業所の事業所形態は、「事業所・営業

所」が 41.3％で最も高く、次いで「店舗・

飲食店」の 28.4％、「工場・作業所」の 22.0％

などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

店舗・飲食店
(31)

28.4%

事業所・営業所
(45)

41.3%

工場・作業所
(24)

22.0%

倉庫
(0)

0.0%

その他
(8)

7.3%

無回答
(1)

0.9%

n = 109

業種 回答数 回答割合

 農林業 3 2.8%

 鉱業 0 0.0%

 建設業 19 17.4%

 製造業 17 15.6%

 電気・ガス・熱供給・水道業 0 0.0%

 情報通信業 0 0.0%

 運輸業、郵便業 3 2.8%

 卸売・小売業 22 20.2%

 金融・保険業 2 1.8%

 不動産業 0 0.0%

 飲食店、宿泊業 13 11.9%

 サービス業 23 21.1%

 教育、学習支援業 2 1.8%

 医療、福祉 3 2.8%

 その他 2 1.8%

 無回答 0 0.0%

合計 109 100%
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（５）所有形態 
回答事業所の所有形態は、「自社（自宅とは

併設ではない）」が 45.9％で最も高く、次い

で「自社（自宅と併設）」の 30.3％、「賃貸・

テナント」の 21.1％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）所在地区 
回答事業所の所在地区は、「和田山地区」が 32.1％で最も高く、次いで「生野地区」

の 12.8％、「梁瀬地区」及び「山口地区」の 9.2％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

所在地区 回答数 回答割合

 生野地区 14 12.8%

 奥銀谷地区 2 1.8%

 糸井地区 4 3.7%

 大蔵地区 9 8.3%

 和田山地区 35 32.1%

 東河地区 2 1.8%

 竹田地区 4 3.7%

 梁瀬地区 10 9.2%

 粟鹿地区 4 3.7%

 与布土地区 6 5.5%

 中川地区 8 7.3%

 山口地区 10 9.2%

 無回答 1 0.9%

合計 109 100%

自社（自宅とは

併設ではない）
(50)

45.9%
自社（自宅と併設）

(33)
30.3%

賃貸・テナント
(23)

21.1%

その他
(3)

2.8%

無回答
(0)

0.0%

n = 109
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問 2 貴事業所では、事業活動で環境保全にどの程度取り組んでいますか。（あてはまるものにそ
れぞれ 1 つだけ○） 

「取り組んでいる」と回答した事業所の割合は、「こまめな消灯や冷暖房時の適正温度管

理など、節電に努めている」が 93.6％で最も高く、次いで「空調のフィルターを定期的に

掃除するなど、設備の保守管理を行っている」の 86.2％、「事業所の設備を更新する際は、

省エネ性能の高い設備を選択している」の 78.9％などとなっています。 

一方で、「取り組む予定はない」と回答した事業所の割合は、「専門機関による省エネル

ギー診断などを受診して、設備改修を行っている」が 60.6％で最も高く、次いで「太陽光

発電設備など、再生可能エネルギー設備を利用している」の 55.0％、次いで「ISO14001

やエコアクション 21 などの環境マネジメントシステムを導入している」の 52.3％など

となっています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

注）項目は、「取り組んでいる」と回答した事業所の割合が高い順に並び替えています。 

(102)
93.6%

(94)
86.2%

(86)
78.9%

(85)
78.0%

(80)
73.4%

(73)
67.0%

(66)
60.6%

(61)
56.0%

(57)
52.3%

(55)
50.5%

(54)
49.5%

(46)
42.2%

(44)
40.4%

(38)
34.9%

(30)
27.5%

(27)
24.8%

(24)
22.0%

(19)
17.4%

(19)
17.4%

(17)
15.6%

(14)
12.8%

(13)
11.9%

(5)
4.6%

(3)
2.8%

(10)
9.2%

(10)
9.2%

(8)
7.3%

(12)
11.0%

(17)
15.6%

(10)
9.2%

(29)
26.6%

(10)
9.2%

(32)
29.4%

(22)
20.2%

(15)
13.8%

(26)
23.9%

(16)
14.7%

(23)
21.1%

(25)
22.9%

(13)
11.9%

(9)
8.3%

(25)
22.9%

(19)
17.4%

(11)
10.1%

(13)
11.9%

(21)
19.3%

(3)
2.8%

(2)
1.8%

(9)
8.3%

(5)
4.6%

(10)
9.2%

(15)
13.8%

(13)
11.9%

(13)
11.9%

(22)
20.2%

(13)
11.9%

(25)
22.9%

(20)
18.3%

(22)
20.2%

(27)
24.8%

(22)
20.2%

(40)
36.7%

(22)
20.2%

(60)
55.0%

(44)
40.4%

(53)
48.6%

(57)
52.3%

(47)
43.1%

(66)
60.6%

(1)
0.9%

(1)
0.9%

(3)
2.8%

(10)
9.2%

(6)
5.5%

(4)
3.7%

(19)
17.4%

(6)
5.5%

(19)
17.4%

(9)
8.3%

(8)
7.3%

(27)
24.8%

(17)
15.6%

(27)
24.8%

(34)
31.2%

(17)
15.6%

(50)
45.9%

(20)
18.3%

(19)
17.4%

(19)
17.4%

(27)
24.8%

(34)
31.2%

(15)
13.8%

(0)
0.0%

(2)
1.8%

(1)
0.9%

(1)
0.9%

(1)
0.9%

(0)
0.0%

(1)
0.9%

(0)
0.0%

(1)
0.9%

(0)
0.0%

(0)
0.0%

(1)
0.9%

(0)
0.0%

(1)
0.9%

(0)
0.0%

(0)
0.0%

(0)
0.0%

(1)
0.9%

(2)
1.8%

(1)
0.9%

(0)
0.0%

(2)
1.8%

(2)
1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

こまめな消灯や冷暖房時の

適正温度管理など、節電に努めている

空調のフィルターを定期的に掃除

するなど、設備の保守管理を行っている

事業所の設備を更新する際は、

省エネ性能の高い設備を選択している

事業所内でクールビズやウォームビズを

励行している

事業活動による廃棄物の発生抑制や

リサイクルなどを徹底している

地域の清掃活動などの環境美化活動に

参加・協力している

環境関連法令の遵守を徹底し、事業活動に伴う

公害の未然防止や環境負荷の低減に努めている

従業員に、アイドリングストップ、

急発進をしないなど、エコドライブを指導している

フロン類を使用した空調機器等の適切な

維持管理や処分に努めている

業務用車両を更新する際は、

低公害・低燃費車を導入している

事業所内のエネルギー使用量の把握など、

エネルギー管理を行っている

エコマーク製品やリサイクル製品などの環境に

やさしい製品を購入、生産又は販売している

従業員への環境保全に関する教育や

啓発を行っている

建物の新築・増築・改築の際には、周辺景観と

調和するデザインや高さとなるように配慮している

製品の素材変更など、プラスチックの

使用削減に努めている

屋上や壁面など、敷地内の緑化に努めている

フードバンク活動への協力など、

食品ロスの削減に努めている

太陽光発電設備など、再生可能エネルギー

設備を利用している

環境保全のための指針・ガイドラインや

環境報告書などを作成している

再生可能エネルギー割合が高い電力を

選択して購入している

ISO14001やエコアクション21などの

環境マネジメントシステムを導入している

従業員に、通勤や出張への公共交通機関の

利用を奨励している

専門機関による省エネルギー診断などを

受診して、設備改修を行っている

取り組んでいる 今後取り組む予定がある 取り組む予定はない 当事業所には関連がない 無回答n = 109
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問 3 貴事業所では、環境保全に取り組むことについて、どのようにお考えですか。（あてはまるもの
に 1 つだけ○） 

「環境保全は重要であるため、最優先で取り

組むべきである」と回答した事業所の割合は

12.8％と低くなっています。その他の回答で

は、「環境保全は重要であるため、事業活動に支

障のない範囲内で最大限取り組むべきである」

が 71.6％で最も高く、次いで「環境保全は重

要であるが、費用や人手がかかることから、事

業活動を優先すべきである」が 13.8％などと

なっています。 

 

 

 

 

 

 

問 4 貴事業所では、環境保全に取り組むことによるメリットについて、どのようにお考えですか。
（あてはまるものにすべて○） 

回答事業所の割合は、「企業の社会的責任を果たすことができる」が 62.4％で最も高く、

次いで「省エネルギーや省資源は結果的にコスト削減につながる」の 58.7％、「事業所の

周辺住民との良好な関係を維持することができる」の 49.5％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(68)
62.4%

(64)
58.7%

(54)
49.5%

(47)
43.1%

(15)
13.8%

(13)
11.9%

(7)
6.4%

(1)
0.9%

(0)
0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

企業の社会的責任を果たすことができる

省エネルギーや省資源は結果的に

コスト削減につながる

事業所の周辺住民との良好な関係を

維持することができる

企業や製品などのイメージアップにつながる

取引先の要請に応えることができる

新規ビジネスのチャンスにつながる

メリットは特にない

その他

無回答

n = 109

環境保全は重要で

あるため、最優先で

取り組むべきである
(14)

12.8%

環境保全は重要であるため、

事業活動に支障のない範囲内

で最大限取り組むべきである
(78)

71.6%

環境保全は重要である

が、費用や人手がかか

ることから、事業活動を

優先すべきである
(15)

13.8%

環境保全は

重要ではない
(1)

0.9%

その他
(1)

0.9%

無回答
(0)

0.0%

n = 109
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問 5 貴事業所が、環境保全に取り組む上で、どのようなことが課題になっていますか。（あてはまる
ものにすべて○） 

回答事業所の割合は、「費用の不足」が 64.2％で最も高く、次いで「人材の不足」の

39.4％、「時間の不足」の 36.7％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

問 6 貴事業所では、事業活動に伴う温室効果ガス排出量、エネルギー使⽤量及びエネルギー原
単位を把握していますか。（あてはまるものにすべて○） 

回答事業所の割合は、「どれも把握していない」が 56.9％で最も高く、次いで「エネル

ギー使用量を把握している」の 39.4％、「温室効果ガス排出量を把握している」の 12.8％

などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
  

(62)
56.9%

(43)
39.4%

(14)
12.8%

(6)
5.5%

(1)
0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

どれも把握していない

エネルギー使用量を把握している

温室効果ガス排出量を把握している

エネルギー原単位を把握している

無回答

n = 109

(70)
64.2%

(43)
39.4%

(40)
36.7%

(31)
28.4%

(28)
25.7%

(15)
13.8%

(10)
9.2%

(10)
9.2%

(3)
2.8%

(0)
0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

費用の不足

人材の不足

時間の不足

環境保全に関する技術・

ノウハウの不足

環境保全に関する情報の不足

課題は特にない

環境保全に対する取引先や

消費者の理解・協力の不足

環境保全に対する従業員の

理解・協力の不足

その他

無回答

n = 109
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問 7 貴事業所では、事業活動に伴う温室効果ガス排出量などの削減⽬標を設定していますか。
（あてはまるものに 1 つだけ○） 

「事業所で設定している」及び「事業所で設

定していないが、会社全体として設定している」

と回答した事業所の割合は 15.6％となってい

ます。その他の回答では、「事業所、会社全体と

しても今後設定する予定がない」が 62.4％で

最も高く、次いで「事業所で今後設定する予定

がある」の 10.1％などとなっています。 

 

 

 

 
 

 

 

問 8 

問 7 で「1.事業所で設定している」または「2.事業所で設定していないが、会社全体として
設定している」と回答された事業所にお聞きします。 
事業活動に伴う温室効果ガス排出量などの削減⽬標の具体的な設定内容についてご記
⼊ください。 

12 事業所から、事業活動に伴う温室効果ガス排出量などの削減目標の設定内容につい

て回答がありました。 

 

 

問 9 
貴事業所が、すでに実施している⼜は実施予定がある環境保全に関する取組で、朝来市や
他事業者と協⼒・連携して実施したいものや、先駆的な取組事例として地域に PR したいも
のはありますか。ある場合には、貴事業所名や具体的な取組内容などをご記⼊ください。 

7 事業所から、実施している環境保全に関する取組内容や、朝来市と協力・連携して実

施したい取組内容などについて回答がありました。 

  

事業所で設定

している
(7)

6.4%

事業所で設定してい

ないが、会社全体と

して設定している
(10)
9.2%

事業所で今後

設定する予定

がある
(11)

10.1%

事業所で設定

していないが、

会社全体として

設定する予定

がある
(10)
9.2%

事業所、会社全体

としても今後設定

する予定がない
(68)

62.4%

無回答
(3)

2.8%

n = 109
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問 10 貴事業所は、朝来市の⽣物多様性の保全への取組と事業活動の関連性について、どうお
考えですか。（あてはまるものに 1 つだけ○） 

「事業活動との関連性が高く、重要と考えて

いる」と回答した事業所の割合は 33.0％となっ

ています。その他の回答では、「事業活動との関

連性がわからない」が 37.6％で最も高く、次い

で「生物多様性は重要ではあるが、事業活動との

関 連 性 は 低 く 、 重 要 と は 考 え て い な い 」 の

23.9％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

問 11 貴事業所は、朝来市の⽣物多様性の保全や持続可能な利⽤につながる活動に取り組み
たいと思いますか。（あてはまるものに 1 つだけ○） 

「ぜひ取り組みたい」と回答した事業所の割

合は 9.2％と低くなっています。その他の回答で

は、「内容によっては取り組みたい」が 50.5％

で最も高く、次いで「わからない」が 27.5％な

どとなっています。 

 

 

 

 

 

  

事業活動との

関連性が高く、

重要と考えて

いる
(36)

33.0%

事業活動との

関連性はある

が、それほど

重要とは考え

ていない
(4)

3.7%

生物多様性は重要で

はあるが、事業活動と

の関連性は低く、重要

とは考えていない
(26)

23.9%

事業活動との関連性

がわからない
(41)

37.6%

無回答
(2)

1.8%

n = 109

ぜひ取り組みたい
(10)
9.2%

内容によっては

取り組みたい
(55)

50.5%

あまり取り組み

たくない
(6)

5.5%

取り組み

たくない
(4)

3.7%

わからない
(30)

27.5%

無回答
(4)

3.7%

n = 109
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問 12 

朝来市では、「第 3 次朝来市環境基本計画」を策定し、環境保全に関する施策の推進
を図っています。 
貴事業所は、「第 3 次朝来市環境基本計画」を知っていますか。（あてはまるものに 1 つ
だけ○） 

「内容を知っている」と回答した事業所の割

合は 10.1％となっています。その他の回答では、

「内容をよく知らないが、聞いたことがある」が

44.0％で最も高く、次いで「聞いたことがない」

の 41.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 13 貴事業所は、朝来市が⾏う環境保全に関する情報発信⽅法として、どれが有効だと思いま
すか。（あてはまるものに最⼤ 3 つまで○） 

回答事業所の割合は、「広報朝来」が 70.6％で最も高く、次いで「市ホームページ」の

37.6％、「ケーブルテレビやラジオ」の 30.3％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(77)
70.6%

(41)
37.6%

(33)
30.3%

(30)
27.5%

(25)
22.9%

(24)
22.0%

(23)
21.1%

(9)
8.3%

(7)
6.4%

(6)
5.5%

(4)
3.7%

(6)
5.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

広報朝来

市ホームページ

ケーブルテレビやラジオ

SNS（市公式フェイスブックや

市公式LINEなど）

環境保全に関する講習会や

イベント等の開催

ポスターやチラシ

地域の回覧板

YouTube

新聞や雑誌

告知放送

その他

無回答

n = 109

内容を知っている
(11)

10.1%

内容をよく知らないが、

聞いたことがある
(48)

44.0%

聞いたことがない
(45)

41.3%

無回答
(5)

4.6%

n = 109
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問 14 貴事業所が、環境保全に取り組んでいくために、朝来市に今後期待する⽀援等はあります
か。（あてはまるものに最⼤ 3 つまで○） 

回答事業所の割合は、「市内の環境の現状に関する情報提供」が 41.3％で最も高く、次

いで「環境保全に取り組むための公的融資や補助制度の充実」の 37.6％、「他事業者での

先駆的な取組事例の情報提供」の 34.9％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(45)
41.3%

(41)
37.6%

(38)
34.9%

(30)
27.5%

(23)
21.1%

(21)
19.3%

(14)
12.8%

(11)
10.1%

(9)
8.3%

(4)
3.7%

(6)
5.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

市内の環境の現状に関する情報提供

環境保全に取り組むための

公的融資や補助制度の充実

他事業者での先駆的な取組事例の情報提供

公共施設での率先した取組の実施

及びその効果の情報提供

環境保全に関する技術指導や講習会などの開催

朝来市や他事業者と連携して

環境保全に取り組むための仕組みづくり

環境保全に取り組むことを手助けする

人材の紹介や派遣、ノウハウの提供

特にない

環境保全に取り組むための相談窓口の設置

その他

無回答

n = 109



100 

男性
(96)

53.0%

女性
(73)

40.3%

答えたくない
(10)
5.5%

無回答
(2)

1.1%

n = 181

居住地区 回答数 回答割合

 生野地区 6 3.3%

 奥銀谷地区 1 0.6%

 糸井地区 8 4.4%

 大蔵地区 13 7.2%

 和田山地区 18 9.9%

 東河地区 13 7.2%

 竹田地区 5 2.8%

 梁瀬地区 11 6.1%

 粟鹿地区 7 3.9%

 与布土地区 7 3.9%

 中川地区 7 3.9%

 山口地区 14 7.7%

 無回答 71 39.2%

合計 181 100.0%

 資料３  中学⽣アンケート調査結果 
 

調査
概要 

 調査対象  市内の中学 3 年生の男女 214 人 

 調査⽅法  Web 調査 
 調査期間  2024 年 6 月 17 日～7 月 19 日 

 回収結果  有効回収数：181 件、有効回収率：84.6% 

 

問 1 あなたご⾃⾝のことについてお聞きします。（あてはまるものにそれぞれ 1 つだけ○） 

（１）性別 
回答者の性別は、「男性」が 53.0％、「女

性」が 40.3％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）居住地区 
回答者の居住地区は、「和田山地区」が 9.9％で最も高く、次いで「山口地区」の 7.7％、

「大蔵地区」及び「東河地区」の 7.2％などとなっています。 
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問 2 
現在、あなたが住んでいる地域の環境に関する下記の項⽬について、どの程度満⾜されてい
ますか。また、将来の朝来市全体の環境にとって、どの程度重要だと思いますか。（「満⾜
度」、「重要度」の両⽅であてはまるものにそれぞれ 1 つだけ○） 

「とても満足」及び「やや満足」と回答した者の割合は、「自然の豊かさ」が 90.6％で

最も高く、次いで「空気のきれいさ」の 86.7％、「家のまわりの悪臭の少なさ」の 79.0％

などとなっています。 

一方で、「とても不満」及び「やや不満足」と回答した者の割合は、「道路交通や公共交

通機関の便利さ」が 31.0％で最も高く、次いで「自然災害に対する安全性の高さ」の

13.2％、「まちの清潔さ」の 11.1％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）項目は、「とても満足」及び「やや満足」と回答した者の割合が高い順に並び替えています。 

次に、「とても重要」及び「やや重要」と回答した者の割合は、「まちの清潔さ」が 83.4％

で最も高く、次いで「家のまわりの悪臭の少なさ」及び「道路交通や公共交通機関の便利

さ」の 82.3％、「自然災害に対する安全性の高さ」の 81.2％などとなっています。一方

で、「環境に関する情報の入手しやすさ」が 61.9％で最も低く、次いで「歴史的・文化的

資源と調和したまちなみの美しさ」の 65.8％、「自然とふれあう場や機会の多さ」の

66.3％などとなっています。 

  

満⾜度 

(124)
68.5%

(99)
54.7%

(97)
53.6%

(90)
49.7%

(74)
40.9%

(77)
42.5%

(63)
34.8%

(69)
38.1%

(57)
31.5%

(46)
25.4%

(52)
28.7%

(50)
27.6%

(62)
34.3%

(40)
22.1%

(33)
18.2%

(40)
22.1%

(58)
32.0%

(46)
25.4%

(50)
27.6%

(60)
33.1%

(57)
31.5%

(65)
35.9%

(56)
30.9%

(65)
35.9%

(75)
41.4%

(66)
36.5%

(61)
33.7%

(45)
24.9%

(57)
31.5%

(38)
21.0%

(12)
6.6%

(16)
8.8%

(24)
13.3%

(23)
12.7%

(36)
19.9%

(38)
21.0%

(40)
22.1%

(49)
27.1%

(49)
27.1%

(38)
21.0%

(43)
23.8%

(53)
29.3%

(60)
33.1%

(58)
32.0%

(52)
28.7%

(1)
0.6%

(1)
0.6%

(6)
3.3%

(11)
6.1%

(6)
3.3%

(2)
1.1%

(7)
3.9%

(3)
1.7%

(4)
2.2%

(15)
8.3%

(11)
6.1%

(10)
5.5%

(6)
3.3%

(18)
9.9%

(32)
17.7%

(2)
1.1%

(6)
3.3%

(6)
3.3%

(5)
2.8%

(4)
2.2%

(4)
2.2%

(4)
2.2%

(3)
1.7%

(5)
2.8%

(5)
2.8%

(7)
3.9%

(5)
2.8%

(4)
2.2%

(6)
3.3%

(24)
13.3%

(2)
1.1%

(1)
0.6%

(2)
1.1%

(2)
1.1%

(1)
0.6%

(3)
1.7%

(2)
1.1%

(1)
0.6%

(1)
0.6%

(2)
1.1%

(2)
1.1%

(2)
1.1%

(4)
2.2%

(2)
1.1%

(2)
1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自然の豊かさ

空気のきれいさ

家のまわりの悪臭の少なさ

家のまわりの静かさ

川や池の水のきれいさ

ごみの分別や出し方のマナーの良さ

自然と調和したまちなみの美しさ

自然とふれあう場や機会の多さ

歴史的・文化的資源と調和した

まちなみの美しさ

まちの清潔さ

環境教育・環境学習の機会の多さ

環境に関する情報の入手しやすさ

リサイクル活動の活発さ

自然災害に対する安全性の高さ

道路交通や公共交通機関の便利さ

とても満足 やや満足 どちらともいえない やや不満 とても不満 無回答n = 181
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注）項目は、「とても重要」及び「やや重要」と回答した者の割合が高い順に並び替えています。 

 

 

問 3 あなたは、環境について、これからどんなことを学んでみたいですか。（あてはまるものにすべて
○） 

回答者の割合は、「地球温暖化に伴う気候変動影響について」が 54.1％で最も高く、次

いで「希少な野生動植物の減少や外来生物の増加について」の 42.0％、「食品ロス問題に

ついて」の 39.8％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(98)
54.1%

(76)
42.0%

(72)
39.8%

(70)
38.7%

(65)
35.9%

(48)
26.5%

(46)
25.4%

(3)
1.7%

(5)
2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

地球温暖化に伴う気候変動影響について

希少な野生動植物の減少や

外来生物の増加について

食品ロス問題について

プラスチックごみによる海洋汚染について

大気汚染、水質汚濁、騒音など、

公害問題について

省エネルギーやごみ減量など、

家庭でできる工夫や行動について

太陽光発電や木質バイオマス発電など、

再生可能エネルギーについて

その他

無回答

n = 181

(122)
67.4%

(128)
70.7%

(111)
61.3%

(127)
70.2%

(94)
51.9%

(108)
59.7%

(102)
56.4%

(99)
54.7%

(101)
55.8%

(86)
47.5%

(85)
47.0%

(72)
39.8%

(73)
40.3%

(72)
39.8%

(65)
35.9%

(29)
16.0%

(21)
11.6%

(38)
21.0%

(20)
11.0%

(51)
28.2%

(37)
20.4%

(42)
23.2%

(44)
24.3%

(41)
22.7%

(48)
26.5%

(45)
24.9%

(52)
28.7%

(47)
26.0%

(47)
26.0%

(47)
26.0%

(22)
12.2%

(22)
12.2%

(23)
12.7%

(25)
13.8%

(22)
12.2%

(22)
12.2%

(26)
14.4%

(24)
13.3%

(29)
16.0%

(36)
19.9%

(35)
19.3%

(45)
24.9%

(45)
24.9%

(45)
24.9%

(53)
29.3%

(1)
0.6%

(3)
1.7%

(0)
0.0%

(2)
1.1%

(5)
2.8%

(4)
2.2%

(4)
2.2%

(5)
2.8%

(2)
1.1%

(3)
1.7%

(7)
3.9%

(4)
2.2%

(6)
3.3%

(6)
3.3%

(9)
5.0%

(5)
2.8%

(6)
3.3%

(6)
3.3%

(6)
3.3%

(7)
3.9%

(8)
4.4%

(5)
2.8%

(7)
3.9%

(5)
2.8%

(7)
3.9%

(6)
3.3%

(7)
3.9%

(8)
4.4%

(9)
5.0%

(6)
3.3%

(2)
1.1%

(1)
0.6%

(3)
1.7%

(1)
0.6%

(2)
1.1%

(2)
1.1%

(2)
1.1%

(2)
1.1%

(3)
1.7%

(1)
0.6%

(3)
1.7%

(1)
0.6%

(2)
1.1%

(2)
1.1%

(1)
0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

まちの清潔さ

家のまわりの悪臭の少なさ

道路交通や公共交通機関の便利さ

自然災害に対する安全性の高さ

家のまわりの静かさ

自然の豊かさ

川や池の水のきれいさ

空気のきれいさ

ごみの分別や出し方のマナーの良さ

自然と調和したまちなみの美しさ

リサイクル活動の活発さ

環境教育・環境学習の機会の多さ

自然とふれあう場や機会の多さ

歴史的・文化的資源と調和した

まちなみの美しさ

環境に関する情報の入手しやすさ

とても重要 やや重要 どちらともいえない あまり重要ではない 重要ではない 無回答n = 181

重要度 
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問 4 
あなたは、地域の環境保全活動や環境学習などに参加したことがありますか。また、今後参
加したいと思いますか。（「参加経験」、「今後の参加意向」の両⽅であてはまるものにそれ
ぞれ 1 つだけ○） 

「ある」と回答した者の割合は、「地域におけるリサイクル活動」が 56.4％で最も高く、

次いで「道路や河川、公園などの清掃活動」の 51.4％、「ごみ処理施設の見学会」の 40.9％

などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）項目は、「ある」と回答した者の割合が高い順に並び替えています。 

 

次に、「参加したい」と回答した者の割合は、「動植物の観察会や保護活動」が 44.8％で

最も高く、次いで「地域におけるリサイクル活動」の 40.3％、「道路や河川、公園などの

清掃活動」及び「花や木を植える緑化活動」の 35.4％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(81)
44.8%

(73)
40.3%

(64)
35.4%

(64)
35.4%

(61)
33.7%

(59)
32.6%

(48)
26.5%

(46)
25.4%

(40)
22.1%

(27)
14.9%

(67)
37.0%

(89)
49.2%

(88)
48.6%

(87)
48.1%

(82)
45.3%

(87)
48.1%

(92)
50.8%

(100)
55.2%

(94)
51.9%

(101)
55.8%

(31)
17.1%

(16)
8.8%

(27)
14.9%

(27)
14.9%

(33)
18.2%

(32)
17.7%

(38)
21.0%

(33)
18.2%

(45)
24.9%

(49)
27.1%

(2)
1.1%

(3)
1.7%

(2)
1.1%

(3)
1.7%

(5)
2.8%

(3)
1.7%

(3)
1.7%

(2)
1.1%

(2)
1.1%

(4)
2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

動植物の観察会や保護活動

地域におけるリサイクル活動

道路や河川、公園などの清掃活動

花や木を植える緑化活動

バザーやフリーマーケット

農業体験などの農業振興活動

水力発電所などの再生可能エネルギー

施設の見学会

森林などの保全活動

環境に関する講習会やイベント

ごみ処理施設の見学会

参加したい あまり参加したいと思わない 参加したくない 無回答n = 181

(102)
56.4%

(93)
51.4%

(74)
40.9%

(70)
38.7%

(66)
36.5%

(43)
23.8%

(42)
23.2%

(36)
19.9%

(30)
16.6%

(24)
13.3%

(76)
42.0%

(86)
47.5%

(105)
58.0%

(107)
59.1%

(113)
62.4%

(134)
74.0%

(136)
75.1%

(141)
77.9%

(149)
82.3%

(154)
85.1%

(3)
1.7%

(2)
1.1%

(2)
1.1%

(4)
2.2%

(2)
1.1%

(4)
2.2%

(3)
1.7%

(4)
2.2%

(2)
1.1%

(3)
1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域におけるリサイクル活動

道路や河川、公園などの清掃活動

ごみ処理施設の見学会

農業体験などの農業振興活動

バザーやフリーマーケット

動植物の観察会や保護活動

花や木を植える緑化活動

水力発電所などの再生可能エネルギー

施設の見学会

環境に関する講習会やイベント

森林などの保全活動

ある ない 無回答n = 181

参加経験 

今後の参加意向 

注）項目は、「参加したい」と回答した者の割合が高い順に並び替えています。 
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問 5 あなたは、「⽣物多様性」という⾔葉を知っていますか。（あてはまるものに 1 つだけ○） 

「言葉の意味を知っている」と回答した者の

割合は 18.2％となっています。その他の回答

では、「言葉の意味は知らないが、聞いたことが

ある」が 42.0％で最も高く、次いで「聞いた

ことがない」の 38.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

問 6 

朝来市では、市⺠の皆さまから、動植物に係る情報を収集して、市内のどこにどんな動植物
がいるのかを整理した「朝来市いきもの図鑑」の作成を進めています。また、今後は、それを
基に、貴重な⾃然を保全すべき場所の選定や、希少種（絶滅危惧種）の保全を推進し
ていく予定です。 
あなたは、「朝来市いきもの図鑑」を知っていますか。（あてはまるものに 1 つだけ○） 

「知っていて、情報提供をしたことがある」

及び「知っているが、情報提供をしたことはな

い」と回答した者の割合は 24.3％となってい

ます。その他の回答では、「知らなかったし、今

後も情報提供しようと思わない」が 39.2％で

最も高く、次いで「知らなかったが、今後は情

報提供をしてみたい」の 34.3％などとなって

います。 

 

 

 

  

知っていて、情報提供

をしたことがある
(13)
7.2%

知っているが、

情報提供をした

ことはない
(31)

17.1%

知らなかったが、今後は

情報提供をしてみたい
(62)

34.3%

知らなかったし、

今後も情報提供し

ようと思わない
(71)

39.2%

無回答
(4)

2.2%

n = 181

言葉の意味を

知っている
(33)

18.2%

言葉の意味は知ら

ないが、聞いたこと

がある
(76)

42.0%

聞いたことがない
(70)

38.7%

無回答
(2)

1.1%

n = 181
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問 7 あなたは、朝来市が今後どのようなまちになれば良いと思いますか。（あてはまるものに最⼤
3 つまで○） 

回答者の割合は、「空気や水がきれいなまち」が 61.3％で圧倒的に高く、次いで「自然

が豊かなまち」の 23.8％、「騒音や振動が少ない静かなまち」及び「誰もが利用しやすい

交通手段が確保されたまち」の 22.7％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(111)
61.3%

(43)
23.8%

(41)
22.7%

(41)
22.7%

(38)
21.0%

(31)
17.1%

(29)
16.0%

(28)
15.5%

(27)
14.9%

(18)
9.9%

(16)
8.8%

(13)
7.2%

(12)
6.6%

(5)
2.8%

(5)
2.8%

(2)
1.1%

(9)
5.0%

(3)
1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

空気や水がきれいなまち

自然が豊かなまち

騒音や振動が少ない静かなまち

誰もが利用しやすい交通手段が確保されたまち

有害物質による汚染がないまち

災害に強く、公害がない

安全・安心・快適に暮らせるまち

多くの生き物とふれあえるまち

美しい景観を守り育てるまち

ごみの散乱がないきれいなまち

みんなが協力して環境保全に取り組むまち

ごみの減量やリサイクルに積極的に取り組むまち

緑や水辺とふれあえるまち

歴史的・文化的な雰囲気が感じられるまち

太陽光、風力、水力、バイオマスなどの

再生可能エネルギーの利用に積極的に取り組むまち

環境教育や環境学習に積極的に取り組むまち

省資源・省エネルギー行動などの

環境にやさしいライフスタイルが浸透したまち

その他

無回答
n = 181
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 資料４  ⽤語集 
 

あ⾏ 

空き家バンク 

市内の空き家等を有効活用し定住促進と地域の活性化を図るこ

とを目的として、「売却又は賃貸できる空き家」の情報を登録し、

空き家の売却・賃貸を希望する方に紹介し、空き家所有者と利用

希望者の橋渡しをするシステム。 

アダプト制度 
アダプトとは「養子縁組をする」という意味で、市民や市民団

体等が、道路や公園等の公共施設の里親になり、ボランティアで

美化活動や管理を行う制度。 

いきもの図鑑 
本市が、市民の皆様から動植物情報を収集して、その情報を基

に作成を進めているオリジナルの図鑑。 

ウェルビーイング 
Well（良い）と Being（状態）を組み合わせた言葉で、身体的・

精神的・社会的に良好な状態にあることを意味する概念。国の「第

六次環境基本計画」では、「高い生活の質」と明記されています。 

ウォームビズ 
地球温暖化対策の一環として、秋冬のオフィスの暖房設定温度

を省エネ温度にし、暖かい服装を着用する秋冬のビジネススタイ

ル。 

うちエコ診断 

国の資格認定を受けた診断士が、環境省が作成した専用ソフト

を使用して、家庭の年間エネルギー使用量や光熱水費等の情報を

基に、住まいの気候やライフスタイルに合わせた省エネ対策を提

案する診断。 

エコクッキング 
調理の工夫や食材を無駄なく使う方法など、エネルギーを上手

に使い、食品ロスを減らせるような地球にも人にも優しい料理方

法。 

エコドライブ 

二酸化炭素や大気汚染物質の排出削減のための環境に配慮した

運転方法。具体的には、アイドリングストップをする、急発進・

急加速・急ブレーキをやめる、渋滞等をまねく違法駐車はしない、

エアコンの使用を控えめにするなどが挙げられます。 

温室効果ガス 

大気を構成する気体であって、赤外線を吸収し再放出する気体。

「地球温暖化対策の推進に関する法律」では、二酸化炭素、メタ

ン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカーボン類、パーフルオロ

カーボン類、六ふっ化硫黄、三ふっ化窒素の 7 種類が定められて

います。 
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か⾏ 

環境基準 
「環境基本法」に基づいて定められた、人の健康の保護及び生

活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準。 

環境保全型農業 
農業の持つ物質循環機能を生かし、生産性との調和などに留意

しつつ、土づくり等を通じて化学肥料、農薬の使用等による環境

負荷の軽減に配慮した持続的な農業。 

環境マネジメント 
システム 

組織や事業者が、その運営や経営の中で自主的に環境保全に関

する取組を進めるにあたり、環境に関する方針や目標を自ら設定

し、これらの達成に向けて取り組んでいくこと。 

緩和策 
省エネルギー対策や再生可能エネルギーの導入など、温室効果

ガスの排出を抑制していくための対策。 

気候変動 気温及び気象パターンの長期的な変化。 

クリーンアップ作戦 地域の環境美化事業。 

グリーン購⼊ 
製品やサービスを購入する際に、環境を考慮して、必要性をよ

く考え、環境への負荷ができるだけ少ないものを選んで購入する

こと。 

グリーンツーリズム 
緑豊かな農山漁村地域において、その自然、文化、人々との交

流を楽しむ滞在型の余暇活動。 

クールスポット 
熱中症予防対策として、公共施設など、市民が一時的に暑熱か

ら避難し、涼むことができるよう開放されている場所。 

クールビズ 
地球温暖化対策の一環として、夏のオフィスの冷房設定温度を

省エネ温度にし、それに応じて軽装化するビジネススタイル。 

 

さ⾏ 

再⽣可能エネルギー 
永続的に利用することができる再生可能エネルギー源を利用す

ることにより生じるエネルギーの総称。太陽光、風力、水力、地

熱、太陽熱、バイオマス等が挙げられます。 

次世代⾃動⾞ 

大気汚染物質や温室効果ガスの排出、騒音等の発生が少なく、

燃費性能が優れている自動車。ハイブリッド自動車、プラグイン

ハイブリッド自動車、電気自動車、燃料電池自動車、クリーンデ

ィーゼル車、天然ガス自動車等が挙げられます。 

⾃然共⽣サイト 
「民間の取組等によって生物多様性の保全が図られている区

域」を国が認定する区域。 

市道の損傷等通報 
フォーム 

市道の適切な維持管理のための情報収集を目的として、スマー

トフォン等で簡単に市道の異常箇所を通報できるシステム。 
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市⺠団体 

地域課題の解決や魅力あるまちづくりを進めるために、市民が

自主的に参加する地域活動団体。企業や政府とは独立し、NPO 法

人として活動を行う場合も多くあります。本市においては、地域

自治協議会、自治会、PTA、子ども会、老人会などがあります。 

充電インフラ 
電気自動車やプラグインハイブリッド自動車の充電に使われる

設備。 

循環型社会 
廃棄物等の発生抑制、循環資源の循環的な利用及び適正な処分

が確保されることによって、天然資源の消費を抑制し、環境への

負荷ができる限り低減される社会。 

省エネ基準適合義務
化 

従来は中規模以上の非住宅建築物を対象としている省エネ基準

適合義務が、2025 年 4 月 1 日以降から、新築・増改築される

全ての住宅・非住宅建築物について適用されるようになること。 

省エネ診断サービス 

省エネルギー対策に関する専門的知識を有する者が、事業所等

のエネルギーの使用状況や設備の運転状況を訪問調査して、その

調査結果に基づいた効果的な対策提案を受けることができるサー

ビス。 

⾷品ロス 

食べ残しや買いすぎによって、本来食べられるにもかかわら

ず、廃棄されている食品。小売店での売れ残り・期限切れ、製造

過程で発生する規格外品、飲食店や家庭での食べ残し・食材の余

り等が主な原因となります。 

⾃⽴・分散型電源 
電力会社の大規模集中発電による電力供給ではなく、需要地に

隣接して分散配置される太陽光発電等の小規模な発電設備全般の

総称。 

森林環境譲与税 

温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止等を図るための森

林整備等に必要な財源を安定的に確保する観点から、国民一人ひ

とりが等しく負担を分かち合って森林を支える仕組みとして創設

された税（森林環境税）を自治体が実施する森林整備等に充てる

ための財源。 

スマート農業 
ロボット技術や ICT を活用して超省力・高品質生産を実現する

新たな農業。 

⽣物化学的酸素 
要求量（BOD） 

水中の有機物を微生物が分解する際に消費する酸素の量。この

値が大きいほど、汚濁の程度も大きいことを意味します。 

⽣物多様性 

生き物の豊かな個性とつながりのこと。森林・里地里山・河川・

干潟等の生態系の多様性、動植物から細菌等の微生物にいたる

様々な種類の生き物が存在する種の多様性、同じ種でも異なる遺

伝子を持つという遺伝子の多様性の 3 つのレベルの多様性があ

ります。 

素材⽣産量 樹木を伐採し、生産した素材（丸太）の体積。 
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た⾏ 
宅配ボックス 不在時に荷物等を受け取るための設備。 

脱炭素社会 
二酸化炭素等の温室効果ガスの人為的な発生源による排出量と

森林等の吸収源による除去量との間の均衡が達成された社会、す

なわちカーボンニュートラルが実現した社会。 

地域インフラ群再⽣ 
戦略マネジメント 

道路、公園、上下水道のような複数・多分野のインフラを「群」

として捉え、市区町村が効率的・効果的にマネジメントする手法。 

適応策 
温室効果ガスの排出を抑制する緩和策に加えて、既に起こりつ

つある気候変動の影響による被害を回避・軽減していくための対

策。 

デマンド型乗合交通 
利用者の予約に応じて運行時刻・運行経路が変わる新しい公共

交通サービス。 

電気⾃動⾞ 
バッテリーに蓄えた電気を利用して、モーターを回転させて走

行することで、走行中に二酸化炭素等を排出しない自動車。 

特定外来⽣物 

海外起源の外来種で、生態系、人の生命・身体、農林水産業へ

の被害を及ぼすもの、又は及ぼすおそれがあるものの中から「外

来生物法」に基づき指定された生物。 

トレードオフ 
何かを達成するためには何かを犠牲にしなければならない関係

のこと。 

 

な⾏ 

⼆酸化窒素 
工場等のボイラー、自動車のエンジン、家庭のストーブ等で燃

料等を燃焼させると発生する気体。呼吸器疾患の原因となります。 

⽇平均値の 
年間 98％値 

1 年間に測定された全ての日平均値を、値の低い方から高い方

に順に並べたとき、低い方から数えて 98%目に相当する値。 

⽇平均値の 
年間 2％除外値 

1 年間に測定された全ての日平均値を、値の高い方から低い方

に順に並べて、高い方から 2％の範囲にあるものを除外した後の

最高値。 

熱中症（特別）警戒
アラート 

気温が特に著しく高くなることにより熱中症による重大な健康

被害が生じるおそれがある場合に、熱中症予防行動の実践を促す

ために発表される情報。 

年間 75％値 
1 年間に測定された全ての日平均値を、値の低い方から高い方

に順に並べたとき、低い方から数えて 75%目に相当する日平均

値。 

燃料電池⾃動⾞ 
燃料電池で水素と酸素の化学反応によって発電した電気を利用

して、モーターを回転させて走行することで、走行中に二酸化炭

素等を排出しない自動車。 
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は⾏ 

バイオガス発電 
バイオマスの発酵によって発生した可燃性ガスを燃焼すること

で、電気を生み出す発電方法。 

バイオマス 

再生可能な有機性資源で化石資源を除いたもの。間伐材、稲わ

ら、もみ殻、家畜ふん尿、食品廃棄物、下水汚泥等が挙げられる。

直接燃焼して燃料として用いるほか、発酵時に発生する可燃性ガ

スを燃料として用いる場合もあります。 

バイオマス発電 バイオマスを直接燃焼することで、電気を生み出す発電方法。 

ハザードマップ 
自然災害による被害の軽減や防災対策に使用する目的で、被災

想定区域や避難場所・避難経路等の防災関係施設の位置等を表示

した地図。 

微⼩粒⼦状物質 
（PM2.5） 

大気中に浮遊する粒子状物質のうち、直径が 2.5μm（1μm は

1mm の 1,000 分の 1）以下のもの。浮遊粒子状物質よりも小さ

い粒子（髪の毛の太さの 30 分の 1 程度）であるため、肺の奥深

くまで入りやすく、呼吸器系への影響に加えて、循環器系への影

響が懸念されています。 

ピリカ 
ごみ拾いによる社会貢献活動を SNS で共有するために開発さ

れたアプリ。 

フードドライブ活動 
家庭で余っている食品を地域のイベントや学校、職場等に持ち

寄り、それを必要としている福祉団体・施設等に寄付する活動。 

浮遊物質量（SS） 
水中に浮遊している粒径が 2mm 以下の不溶解性物質。この値

が大きいほど、汚濁の程度も大きいことを意味します。 

浮遊粒⼦状物質 
（SPM） 

大気中に浮遊する小さな粒子のうち、直径が 10μm（1μm は

1mm の 1,000 分の 1）以下の小さな粒子。工場の事業活動や自

動車の走行等に伴って発生し、大気中に長時間滞留し、肺や気管

支に沈着して呼吸器系に影響を及ぼします。 

プラグインハイブリッド 
⾃動⾞ 

家庭用電源からコンセントプラグで直接充電できるハイブリッ

ド自動車。走行中に二酸化炭素等を排出しない電気自動車と遠距

離走行が可能なハイブリッド自動車の利点を併せ持った自動車。 

 

ま⾏ 

マイエンザ 
家庭で使われている食材で簡単に作れ、納豆菌・乳酸菌・酵母

菌のそれぞれの働きを利用した微生物活性酵素。 

マイクロ⽔⼒発電 
河川や農業用水等の水流でも発電できる出力が100kW以下の

小規模な水力発電。 

マイ避難カード 
災害が発生した際に、「いつ」「どこに」「どのように」避難

すればよいのかを事前に確認・記入しておくことで、緊急時の行

動の目安として役立たせるためのカード。 
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まちづくり出前講座 
市政に対する理解を深めようとする市民等が主催する集会等

に、要望に応じ市職員を派遣し、行政情報等を提供するなど、市

民の自主的な地域活動を支援するための講座。 

 

や⾏ 

有害⿃獣 
イノシシやニホンジカなど、農林水産業等に係る被害の原因と

なっている鳥獣。 

遊休農地 

現に耕作の目的に供されておらず、かつ、引き続き耕作の目的

に供されないと見込まれる農地。または、同農地に該当しない農

地であって、その農業上の利用の程度がその周辺の地域における

農地の利用の程度に比し著しく劣っていると認められる農地。 

 

ら⾏ 
リサイクル率 ごみ排出量に占める資源化されたごみの量の割合。 

レッドデータブック 
レッドリストに記載された種について生息状況等をとりまとめ

編纂した書物。 

レッドリスト 絶滅のおそれのある野生動植物種のリスト。 

 

わ⾏ 

ワンコイン浸⽔センサ 
小型・低価格な浸水検知センサで、浸水の状況が把握可能な検

知システム。 

 

数字・アルファベット 
3010（さんまるいち
まる）運動 

食品ロス削減に向けた取組の一つで、会食時の最初の30分、

最後の10分は料理を楽しみ、食べ残しを減らす運動。 

3R＋Renewable 

3R（スリーアール）とは、リデュース（Reduce：発生抑

制）、リユース（Reuse：再使用）、リサイクル（Recycle：再生

利用）の頭文字をとった3つのアクションの総称。Renewable

（リニューアブル）とは、バイオマス化や再生材利用などの再生

可能な資源を活用する取組。 

AI チャットボット 
ごみの出し方や移住定住、子育てなど、市役所の手続きや制度

に関するお問い合わせに、AI（人工知能）がチャットの対話形

式で、24時間自動応答するサービス。 

BEMS（ベムス） 
BEMSは、Building Energy Management Systemの略称。

HEMSと同様の考え方で、ビルの省エネルギーをトータルで実

現するためのエネルギー管理システム。 

dB（デシベル） 
騒音レベルや振動レベルの単位。d（デシ）は 10 分の 1 を意

味する接頭語で、B（ベル）の 10 分の 1 を表したもの。 
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FIP（フィップ）制度 

FIP は、Feed-in Premium の略称で、再生可能エネルギーで

発電した電気を、FIT 制度のように固定価格で買い取るのではな

く、再エネ発電事業者が卸市場などで売電したとき、その売電価

格に対して一定のプレミアム（補助額）を上乗せする制度。 

FIT（フィット）制度 

FIT は、Feed-in Tariff（固定価格買取制度）の略称で、再生

可能エネルギーで発電した電気を、電力会社が一定価格で一定期

間買い取ることを国が約束する制度。電気会社が買い取りに要し

た費用は、電気料金の一部として、国民が負担する賦課金によっ

て賄われています。 

HEMS（ヘムス） 

HEMS は、Home Energy Management System の略称。住

宅内のエネルギー消費機器や発電設備を情報ネットワークでつな

ぎ、各機器の運転を最適な状態に制御して、省エネルギーをトー

タルで実現するためのエネルギー管理システム。 

J-クレジット制度 
省エネ設備の導入や再生可能エネルギーの活用による CO2 等

の排出削減量や、適切な森林管理による CO2 等の吸収量を、クレ

ジットとして国が認証する制度。 

PDCA（ピーディー 
シーエー）サイクル 

PDCA は、Plan（計画）、Do（実施）、Check（点検・評価）、

Action（改善・見直し）の頭文字をとったもので、P→D→C→A

のサイクルを繰り返し行うこと。目標を達成するために業務を継

続的に改善する手法として使われます。 

ppm 
（ピーピーエム） 

ppm は、parts per million の略称で、微量物質の濃度の単位。

1m3 の大気中に 1cm3 の汚染物質が存在する場合の濃度が

1ppm となります。 

t-CO2 

（トンシーオーツー） 

温室効果ガス排出量の単位。地球温暖化係数の異なる 6 種類の

温室効果ガスを CO2 基準で換算して重量で表したもの。 

ZEB（ゼブ） 
ZEB は、Net Zero Energy Building の略称。ZEH と同様の

考え方で、年間の一次エネルギー消費量（空調・給湯・照明・換

気）の収支を実質ゼロとする建築物。 

ZEH（ゼッチ） 

ZEH は、Net Zero Energy House の略称。建物の断熱性・省

エネ性能を上げ、太陽光発電等でエネルギーを創ることにより、

年間の一次エネルギー消費量（空調・給湯・照明・換気）の収支

を実質ゼロとする住宅。 
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 資料５  計画の策定経過 
 

年月日 内容 

2024 年 

6 月 4 日 

第 1 回朝来市環境審議会 

 協議事項 1：本年度のスケジュールについて 

 協議事項 2：環境基本計画の基本的事項について 

 協議事項 3：環境基本計画アンケート調査（案）につ

いて 

 協議事項 4：地球温暖化対策実行計画（区域施策編）

の進捗について 

 協議事項 5：地球温暖化対策実行計画（区域施策編）

の施策の検討について 

6～7 月 市民・事業者・中学生アンケート調査 

8 月 27 日 

第 2 回朝来市環境審議会 

 報告事項 1：市民・事業者・中学生アンケート結果に

ついて 

 報告事項 2：地域概況・環境現況調査結果について 

 協議事項 1：地域課題について 

 協議事項 2：環境基本計画の望ましい環境像・基本目

標・基本施策について 

 協議事項 3：地球温暖化対策実行計画（区域施策編）

の施策の検討について 

11 月 25 日 

第 3 回朝来市環境審議会 

 協議事項 1：環境基本計画の素案について 

 協議事項 2：地球温暖化対策実行計画（区域施策編）

の素案について 

2025 年 3 月 10 日 

第 4 回朝来市環境審議会 

 報告事項 1：パブリックコメントの結果について 

 協議事項 1：環境基本計画の最終案について 

 協議事項 2：環境基本計画の概要版案について 

 協議事項 3：地球温暖化対策実行計画（区域施策編）

の最終案について 

 協議事項 4：地球温暖化対策実行計画（区域施策編）

の概要版案について 

 協議事項 5：答申（案）について 
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 資料６  朝来市⽣活環境保全条例 
 

○朝来市生活環境保全条例 

平成 21 年 2 月 26 日 

条例第 1 号 

目次 

第 1 章 総則 

第 1 節 通則(第 1 条・第 2 条) 

第 2 節 市長の責務(第 3 条—第 9 条) 

第 3 節 事業者の責務(第 10 条—第 13 条) 

第 4 節 市民等の責務(第 14 条・第 14 条の 2) 

第 2 章 生活環境の保全 

第 1 節 公共の場所等の清潔保持(第 15 条—第 18 条) 

第 2 節 廃棄物の処理(第 19 条—第 23 条) 

第 3 節 愛がん動物の管理(第 24 条・第 25 条) 

第 3 章 公害防止 

第 1 節 特定施設等に関する規制(第 26 条—第 35 条) 

第 2 節 動物飼養施設に関する規制(第 36 条—第 42 条) 

第 3 節 特定建設作業に関する規制(第 43 条—第 45 条) 

第 4 節 自動車等に関する規制(第 46 条・第 47 条) 

第 5 節 拡声機等に関する規制(第 48 条—第 50 条) 

第 4 章 雑則(第 51 条—第 55 条) 

附則 

第 1 章 総則 

第 1 節 通則 

(目的) 

第 1 条 この条例は、朝来市民(以下「市民」という。)が健康で文化的な生活を営むた

めに必要な生活環境を保全するための基本的な事項その他の必要な事項を定めること

により、その総合的な推進を図り、もって現在及び将来の市民の良好な環境を確保す

ることを目的とする。 

(定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

(1) 良好な環境 市民が健康で明朗な心身を養い、快適な生活を営むことができる環

境をいう。 

(2) 環境の保全 良好な環境を確保し、人と自然の調和のある住みよい豊かな環境を

創造し、かつ、保全するとともに、善良な風俗を保持することをいう。 

(3) 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響であって環境の保全上の支

障の原因となるおそれのあるものをいう。  



115 

(4) 生活環境 人の生活に関する環境をいい、人の生活に密接な関係のある財産並び

に人の生活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を含むものをいう。 

(5) 公害 環境の保全上の支障のうち、事業活動その他人の活動に伴って生ずる相当

範囲にわたる大気の汚染、水質の汚濁(水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化す

ることを含む。)、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下(鉱物の掘採のための土地

の掘削によるものを除く。)及び悪臭によって、人の健康又は生活環境に係る被害が

生じることをいう。 

(6) 市民等 市民、市内に滞在する者及び市内を旅行する者をいう。 

(7) 事業者 市内において事業を行うもので個人、法人及び団体をいう。 

(8) 公共の場所 道路、公園、広場、河川その他公共の利用に供されている場所をい

う。 

(9) ばい煙等 ばい煙、粉じん、汚水、騒音、振動及び悪臭をいう。 

(10) 特定施設 事業活動を行う工場又は事業所(以下「工場等」という。)に設置さ

れる施設のうち、ばい煙等を排出し、発生させ、又は飛散させる施設をいう。 

(11) 特定建設作業 建設工事として行われる作業のうち、著しい騒音及び振動を発

生させる作業をいう。 

(12) 廃棄物 廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和 45 年法律第 137 号。以下

「廃棄物処理法」という。)第 2 条第 1 項に規定するものをいう。 

(13) 一般廃棄物 廃棄物処理法第 2 条第 2 項に規定するものをいう。 

(14) 産業廃棄物 廃棄物処理法第 2 条第 4 項に規定するものをいう。 

第 2 節 市長の責務 

(市長の基本的な責務) 

第 3 条 市長は、市民の健康で文化的な生活を確保するため、事業者及び市民等との協

力のもとに環境の保全に関する総合的な施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

2 市長は、率先して環境への負荷の低減に努めるとともに、前項の施策を計画的に推進

するため、環境基本計画を定めなければならない。 

3 環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

(1) 環境の保全に関する長期的な目標 

(2) 環境の保全に関する総合的な施策の展開 

(3) 前 2 号に定めるもののほか、環境の保全に関する施策を計画的に推進するため

に必要な事項 

4 市長は、環境基本計画を定めるに当たっては、事業者及び市民等の意見を反映させる

ための必要な措置を講ずるとともに、朝来市環境審議会に諮問しなければならない。 

5 市長は、環境基本計画を定めたとき、又は変更したときは、速やかにこれを公表し

なければならない。 

(調査及び監視) 

第 4 条 市長は、公害の発生源、発生原因、発生状況、廃棄物の処理状況その他環境の

保全に支障を及ぼすおそれのある事項について調査し、監視しなければならない。 
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(公害に係る苦情等の処理) 

第 5 条 市長は、関係行政機関と協力し、公害に関する苦情及び紛争について、迅速か

つ適正な処理を図るよう努めなければならない。 

(公共施設の整備等) 

第 6 条 市長は、良好な環境を保全するため、道路、公園、下水道その他公共施設(以下

「公共施設」という。)の整備及びその適切な維持管理に努めなければならない。 

2 市長は、良好な生活環境及び景観を創出するため、公共施設の緑化に努めなければ

ならない。 

(公害防止協定の締結) 

第 7 条 市長は、市民等の健康を保護し、良好な環境を確保するため、必要な公害防止

に関する協定を事業者と締結するよう努めなければならない。 

(環境の保全への指導) 

第 8 条 市長は、事業者及び市民等に対し、健康と快適な環境を保全するため必要と認

めるときは、関係行政機関とともに適切な指導を行うことができる。 

(事業者及び市民等への知識の普及) 

第 9 条 市長は、良好な環境の確保に関する事業者及び市民等の認識を深めるために必

要な知識の普及に努めなければならない。 

第 3 節 事業者の責務 

(事業者の基本的な責務) 

第 10 条 事業者は、その事業活動によって人の健康又は良好な環境を侵害しないよ

う、自らの責任と負担において必要な措置を講ずるとともに、市長その他行政機関が

実施する施策に積極的に協力しなければならない。 

2 事業者は、関係法令及びこの条例に違反しない場合でも、良好な環境を保全するよう

最大の努力をしなければならない。 

3 事業者は、その事業活動により環境の保全に係る紛争が生じたときは、誠意をもって

速やかにその解決に当たらなければならない。 

4 事業者は、環境への負荷を低減するため、自主的かつ継続的な取組に努めなければ

ならない。 

(管理及び報告義務) 

第 11 条 事業者は、公害発生のおそれのある事業活動を厳重に管理するとともに、公

害が発生した場合は、発生源、発生原因及び発生状況を直ちに市長に報告しなければ

ならない。 

(廃棄物の自己処理等の義務) 

第 12 条 事業者は、その事業活動によって生じる廃棄物の排出を抑制し、適正な処理

及び再生利用に努めるとともに、再生利用後において廃棄物となった場合は、自らの

責任と負担において適正に処理しなければならない。 
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(公害防止協定の履行) 

第 13 条 事業者は、市長又は市民の求めに応じ、公害防止協定を締結し、当該協定事

項を確実に履行しなければならない。 

第 4 節 市民等の責務 

(市民等の基本的な責務) 

第 14 条 市民等は、環境の保全に関する認識を深め、次の各号に掲げる事項を遵守

し、地域の良好な環境の確保に寄与しなければならない。 

(1) 自らの日常生活において他人の生活を阻害するような行為を慎み、良好な生活環

境の確保に努めること。 

(2) 自らの廃棄物の排出を抑制し、減量化に努めること。 

(3) 公害の発生及び環境の侵害を知ったときは、その状況を市長に通報し、かつ、市

長その他の行政機関が実施する施策に協力すること。 

(4) その所有し又は管理する土地、建物及びその周辺の清潔を保持し、相互に協力し

て地域の良好な環境の確保に努めること。 

(森林所有者の責務) 

第 14 条の 2 森林所有者(管理者を含む。)は、環境の保全のため、森林の有する多面的

機能が確保されるよう、その森林の適正な管理に努めなければならない。 

第 2 章 生活環境の保全 

第 1 節 公共の場所等の清潔保持 

(公共の場所の清潔保持) 

第 15 条 何人も、公共の場所を汚損してはならない。 

2 何人も、公共の場所の美化及び環境の保全に努めなければならない。 

(土地等の管理義務) 

第 16 条 土地(空き地を含む。)又は建造物(以下「土地等」という。)の所有者又は占有

者は、その管理する土地等に雑草等が繁茂し、又は廃棄物の放置等により、地域の良

好な環境又は景観を害することのないよう適正に管理しなければならない。 

(資材等の管理義務) 

第 17 条 何人も、土地等に自己の所有又は管理する資材、廃材、土砂等を放置し、こ

れらを飛散させ、流出させ、脱落させ、又は堆積させて地域の良好な環境を害するこ

とのないよう適正に管理しなければならない。 

(指導及び勧告) 

第 18 条 市長は、前 2 条の管理義務を有する所有者又は占有者が当該義務を怠ったと

きは、その改善に必要な措置を講ずるよう指導することができる。 

2 市長は、前項の規定により指導を受けた者が当該指導に従わないときは、必要な措

置を講ずるよう勧告することができる。 
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第 2 節 廃棄物の処理 

(廃棄物の投棄及び処理義務) 

第 19 条 何人も、市長が指定する場所以外の場所に廃棄物を投棄し、又は放置しては

ならない。 

2 市民等は、廃棄物の処理に当たっては、関係法令に定めるところによるほか、自ら処

理する場合は、地域の良好な環境を害することのないよう努めなければならない。 

3 市民等は、良好な環境の保全のため、ごみ及び再生資源の散乱防止に努めなければ

ならない。 

(屋外焼却の制限等) 

第 20 条 何人も、燃焼に伴い、ばい煙又は悪臭を発生するおそれのあるゴム、硫黄、

皮革、合成樹脂、油類その他のものを屋外において焼却してはならない。ただし、関

係法令で定められた内容又は方法により焼却する場合にあっては、この限りでない。 

(産業廃棄物の処理) 

第 21 条 事業者は、工場等から生じる産業廃棄物を自らの責任と負担において適正に

処理しなければならない。 

(勧告及び命令) 

第 22 条 市長は、第 19 条第 1 項又は第 20 条本文若しくは前条の規定に違反してい

る者に対して、その行為に対する措置及び投棄された廃棄物の回収等の措置を講ずる

ことを勧告し、又は命ずることができる。 

2 市長は、前項に規定する勧告又は命令に従わない者があるときは、関係行政機関に

対し、必要な措置を講ずることを要請することができる。 

(河川等の汚濁防止義務) 

第 23 条 何人も、生活排水の流出路の清掃に努めるとともに、生活排水を放流すると

きは公共用水域の汚濁防止のため必要な措置を講じなければならない。 

2 浄化槽の使用者又は所有者(事業者を含む。)は、河川及び水路等を汚濁しないよう当

該浄化槽を常に適正に管理しなければならない。 

第 3 節 愛がん動物の管理 

(愛がん動物の所有者の義務) 

第 24 条 犬、猫その他の愛がん動物(以下「飼い犬等」という。)の所有者は、飼い犬等

に関する法令を遵守した飼養管理をするとともに、飼い犬等が人の生命、身体若しく

は財産に害を加え、又は生活環境を侵害しないよう適正に管理しなければならない。 

2 飼い犬等の所有者は、飼い犬等の管理ができなくなり、又は飼い犬等が死亡したと

きは、自らの責任において適正な措置を講じなければならない。 

(指導及び勧告) 

第 25 条 市長は、飼い犬等の所有者が前条第 1 項の規定に違反すると認める場合は、

その者に対し必要な措置を講ずることを指導し、又は勧告することができる。 
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第 3 章 公害防止 

第 1 節 特定施設等に関する規制 

(工場等の規制基準の設定) 

第 26 条 市長は、工場等における事業活動によって生ずるばい煙等の排出又は発生量

等の許容限度及び環境を保全する上で維持されることが必要な基準(以下「工場等の規

制基準」という。)を定めなければならない。 

2 市長は、前項の規定により工場等の規制基準を定めようとするときは、朝来市環境

審議会の意見を聴かなければならない。これを変更し、又は廃止しようとするとき

も、同様とする。 

(工場等の規制基準の遵守等) 

第 27 条 特定施設を設置している者又は特定建設作業を行う者は、工場等の規制基準

を超えるばい煙等を発生させ、排出し、又は飛散させてはならない。 

2 工場等の規制基準の適用を受けない工場等の設置者又は建設工事等の作業を行う者

は、前項の規定に準じてばい煙等を発生させないよう努めなければならない。 

(特定施設等の設置の届出) 

第 28 条 工場等に設置される施設又は工場等で行われる作業のうち、著しくばい煙等

を排出し、発生させ、又は飛散させる施設又は作業であって、規則で定めるもの(以下

「特定施設等」という。)を設置し、又は行おうとする者は、あらかじめ次に掲げる事

項を取りまとめた計画を市長に届け出なければならない。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

(2) 工場等の名称及び所在地 

(3) 施設にあっては、その種類、構造、配置並びに使用及び管理の方法 

(4) 作業にあっては、その方法 

(5) ばい煙等の処理の方法 

2 一の施設又は作業が特定施設等となった際、現に当該特定施設等を設置し、又は行

っている者(設置の工事をしている者を含む。)は、当該特定施設等が特定施設等とな

った日から 30 日以内に、前項各号に掲げる事項を取りまとめた計画を市長に届け出

なければならない。 

(特定施設等の変更の届出) 

第 29 条 前条の規定による届出をした者は、その届出に係る同条第 1 項第 3 号から第

5 号までに掲げる事項を変更しようとするときは、あらかじめ、市長に届け出なけれ

ばならない。ただし、規則で定める軽微な変更については、この限りでない。 

(計画の変更命令等) 

第 30 条 市長は、第 28 条第 1 項又は前条の規定による届出があった場合において、

その届出の内容が工場等の規制基準に適合しないと認めるときは、その届出を受理し

た日から 60 日(騒音又は振動に係るものについては、30 日)以内に限り、その届出を

した者に対し、その届出に係る施設の構造、配置若しくは使用若しくは管理の方法、

作業の方法若しくはばい煙等の処理の方法に関する計画の変更又は計画の廃止を勧告

し、又は命ずることができる。  
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(実施の制限) 

第 31 条 第 28 条第 1 項又は第 29 条の規定による届出をした者は、その届出が受理

された日から 60 日(騒音又は振動に係るものについては、30 日)を経過した後でなけ

れば、その届出に係る施設の設置、作業の実施又は施設の構造、配置若しくは使用若

しくは管理の方法、作業の方法若しくはばい煙等の処理の方法の変更をしてはならな

い。 

2 市長は、第 28 条第 1 項又は第 29 条の規定による届出に係る事項の内容が相当で

あると認めるとき、その他必要があると認めるときは、前項に規定する期間を短縮す

ることができる。 

(改善命令等) 

第 32 条 市長は、特定施設等が工場等の規制基準に適合しなくなったと認めるとき

は、当該特定施設等を設置し、又は行っている者に対し、期限を定めて当該施設の構

造、配置若しくは使用若しくは管理の方法、当該作業の方法若しくは当該ばい煙等の

処理の方法の改善を命じ、又は当該施設の使用若しくは当該作業の一時停止を命ずる

ことができる。 

2 前項の規定により改善命令等を受けた者は、当該改善命令等に係る計画を速やかに

変更しなければならない。 

(氏名の変更等の届出) 

第 33 条 第 28 条第 1 項の規定による届出をした者は、同条第 1 項第 1 号若しくは第

2 号に掲げる事項に変更があったとき、又は当該特定施設等の使用若しくは実施のす

べてを廃止したときは、その日から 30 日以内に、その旨を市長に届け出なければな

らない。 

(地位の承継) 

第 34 条 第 28 条第 1 項の規定による届出をした者からその届出に係る特定施設等を

譲り受け、又は借り受けた者は、当該届出をした者の地位を承継する。 

2 第 28 条第 1 項の規定による届出をした者について相続、合併又は分割(その届出に

係る特定施設を承継させるものに限る。)があったときは、相続人、合併後存続する法

人若しくは合併により設立された法人又は分割により当該特定施設等を承継した法人

は、当該届出をした者の地位を承継する。 

3 前 2 項の規定により第 28 条第 1 項の規定による届出をした者の地位を承継した者

は、その承継があった日から 30 日以内に、その旨を市長に届け出なければならな

い。 

(施設管理者の設置) 

第 35 条 ばい煙等の発生するおそれのある工場等を設置する者は、当該工場等の公害

防止に当たらせるため、施設管理者を設置しなければならない。 

2 前項の規定により施設管理者を設置し、又は変更したときは、速やかに市長に届け

出なければならない。  
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第 2 節 動物飼養施設に関する規制 

(動物飼養施設の規制基準の設定) 

第 36 条 市長は、別表右欄に掲げる動物の種類及び飼養数の動物を飼養する施設(以下

「動物飼養施設」という。)を設置することに必要な基準を定めなければならない。 

(動物飼養施設の規制基準の遵守) 

第 37 条 動物飼養施設を設置している者又は設置しようとする者は、地域の環境を保

全するために、前条の動物飼養施設の規制基準を遵守しなければならない。 

(動物飼養施設の設置又は変更の届出) 

第 38 条 動物飼養施設を設置し、又は変更しようとする者(化製場等に関する法律施行

条例(昭和 59 年兵庫県条例第 21 号)第 9 条の規定により、申請した者で知事の許可

を得た者を除く。)は、あらかじめ次に掲げる事項を取りまとめた計画を市長に届け出

なければならない。ただし、規則で定める軽微な変更については、この限りでない。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

(2) 動物飼養施設の名称及び所在地 

(3) 動物飼養施設の構造、配置並びに飼養及び管理の方法 

(4) 動物飼養施設の衛生上の必要な措置 

(計画の変更命令等) 

第 39 条 市長は、前条の規定による届出があった場合において、当該届出の内容が第

36 条の動物飼養施設の規制基準に適合しないと認めるときは、その届出を受理した

日から 30 日以内に限り、その届出をした者に対し、計画の変更又は廃止を勧告し、

又は命ずることができる。 

(完了届の提出及び使用開始の制限) 

第 40 条 第 38 条の規定による届出をした者は、当該届出に係る動物飼養施設の設置

又は変更の工事が完了したときは、速やかにその旨を市長に届け出なければならな

い。 

2 市長は、前項の規定による届出があった場合は、当該届出の内容及び第 38 条の届出

内容について確認しなければならない。 

3 第 38 条の規定による届出をした者は、前項の規定による市長の確認を受けた後でな

ければ、動物飼養施設の使用又は変更部分の使用を開始してはならない。 

(変更届及び地位の承継等における準用) 

第 41 条 第 33 条及び第 34 条の規定は、前条の規定による確認を得た者について準

用する。 

(改善勧告及び命令) 

第 42 条 市長は、設置され、又は変更された動物飼養施設が動物飼養施設の規制基準

に適合しなくなったと認めるときは、当該動物飼養施設を設置している者に対し、期

限を定めて改善を勧告し、又は命ずることができる。 
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第 3 節 特定建設作業に関する規制 

(特定建設作業の実施の届出) 

第 43 条 住居の用に供されている区域、病院、学校その他これらに類する施設の周辺

の区域その他騒音の防止を図る必要がある区域であって、市長が指定する区域内にお

いて、規則で定める特定建設作業を伴う建設工事を行おうとする者は、当該特定建設

作業の開始の日の 7 日前までに、次に掲げる事項を市長に届け出なければならない。

ただし、災害その他非常事態の発生により特定建設作業を伴う建設工事を緊急に行う

必要がある場合は、この限りでない。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

(2) 建設工事の目的に係る施設又は工作物の種類 

(3) 特定建設作業の場所及び実施の期間 

(4) 騒音又は振動の防止の方法 

(5) 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

2 前項ただし書の場合において、当該特定建設作業を伴う建設工事を行う者は、遅滞

なく、同項各号に掲げる事項を市長に届け出なければならない。 

(改善勧告及び命令) 

第 44 条 市長は、前条第 1 項の規定により指定した区域内において行われる特定建設

作業に伴って発生する騒音又は振動が昼間、夜間その他の時間の区分及び特定建設作

業の作業時間等の区分ごとに市長が定める基準に適合しないことにより当該特定建設

作業の場所の周辺の生活環境が著しく損なわれると認めるときは、当該特定建設作業

を伴う建設工事を行う者に対し、期限を定めて、その事態を除去するために必要な限

度において、騒音又は振動の防止の方法を改善し、又は特定建設作業の作業時間を変

更すべきことを勧告することができる。 

2 市長は、前項の規定により勧告を受けた者が当該勧告に従わないで特定建設作業を

行っているときは、期限を定めて、同項の事態を除去するために必要な限度におい

て、騒音又は振動の防止の方法の改善又は特定建設作業の作業時間の変更を命ずるこ

とができる。 

(特定建設作業の周知義務) 

第 45 条 特定建設作業を伴う建設工事を行おうとする者は、当該特定建設作業を行お

うとする周辺の住民に対し、その内容、期間並びに騒音、振動防止の方法等について

説明し、周知しなければならない。 

第 4 節 自動車等に関する規制 

(運転者等の責務) 

第 46 条 道路運送車両法(昭和 26 年法律第 185 号)第 2 条第 2 項及び同条第 3 項に

規定する自動車及び原動機付自転車(以下「自動車」という。)の運転者及び所有者(以

下「運転者等」という。)は、その自動車の適正な運転及び必要な整備を行うことによ

り、当該自動車からみだりに排出ガスを排出し、又は騒音を発生させないように努め

なければならない。 
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2 運転者等は、自動車を運転するときは、物の転落又は飛散を防止するため、被覆等の

必要な装備をしなければならない。 

3 何人も、公の土地の所有者又は管理者の承諾なしに相当の期間にわたり自動車及び

道路交通法(昭和 35 年法律第 105 号)第 2 条第 11 項の 2 に規定する自転車を放置

してはならない。 

(放置車両に係る取扱い) 

第 47 条 市長は、前条第 3 項の自動車及び自転車(以下「放置車両」という。)の所有

者に対し、当該放置車両の撤去その他必要な措置を講ずるよう求めることができるも

のとする。 

2 市長は、所有者の確認ができない放置車両は、関係機関の協力を得て、当該放置車

両を移動し、又は処分することができる。 

第 5 節 拡声機等に関する規制 

(拡声機の使用の制限) 

第 48 条 商業宣伝を行う者は、住居の用に供されている区域、病院、学校その他これ

らに類する施設の周辺の区域、その他静穏の保持を必要とする区域であって、市長が

指定する区域内においては、規則で定める場合を除き、拡声機を使用してはならな

い。 

2 航空機を利用して商業宣伝を行う者は、午後 5 時から翌日の午前 10 時までの間に

おいては、拡声機を使用してはならない。 

3 前 2 項に規定する場合のほか、商業宣伝を行う者は、拡声機の使用に当たっては、

その使用の方法及び音量に関して規則で定める事項を遵守しなければならない。 

4 市長は、前 3 項の規定に違反する行為をしている者があるときは、その者に対し、

当該行為の停止その他必要な措置を命ずることができる。 

(深夜における音響機器の使用の制限) 

第 49 条 深夜における騒音の防止を図る必要がある区域であって、市長が指定する区

域内において、設備を設けて客に飲食させる営業を営む者は、午後 11 時から翌日の

午前 6 時までの間においては、当該営業を営む場所において規則で定める音響機器を

使用し、又は使用させてはならない。ただし、当該音響機器から発生する音が防音措

置を講ずること等により当該営業を営む場所の外部に漏れない場合は、この限りでな

い。 

2 前条第 4 項の規定は、前項の規定に違反している者について準用する。 

(夜間の静穏の保持) 

第 50 条 何人も夜間(午後 9 時から翌日の午前 6 時まで)においては、道路その他の公

共の場所においてみだりに附近の静穏を損なう行為をし、又はさせてはならない。 
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第 4 章 雑則 

(立入調査及び立入検査) 

第 51 条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、その職員に工場及び事業

所、工事現場、建築物の敷地、動物飼養施設、その他の場所に立ち入らせ、機械、設

備、建築物、関係書類その他の物件並びにその場所で行われる行為の状況を調査さ

せ、若しくは検査させ、又は関係者に指示若しくは指導をさせることができる。 

2 前項の規定による立入調査等を行う職員は、その身分を示す証票を携帯し、関係者に

提示しなければならない。 

3 第 1 項の規定による立入調査等の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解し

てはならない。 

(違反事業者名等の公表) 

第 52 条 市長は、第 32 条、第 42 条、第 44 条第 2 項及び第 48 条第 4 項(準用する

第 49 条第 2 項を含む。)の規定による命令に違反している者があるときは、その事業

者名等を公表することができる。 

(市民等への支援) 

第 53 条 市長は、環境の保全に関する活動を促進するため、市内で組織する市民等の

団体に対し、必要な措置を講ずることができる。 

(報告の徴収) 

第 54 条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、良好な環境を害し、若しく

は害するおそれのある者又はこれらの関係者に対して、必要な事項を報告させること

ができる。 

(委任) 

第 55 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

(和田山町民の環境をまもる条例及び朝来町環境保全条例の廃止) 

2 次に掲げる条例は、廃止する。 

(1) 和田山町民の環境をまもる条例(昭和 49 年和田山町条例第 1 号) 

(2) 朝来町環境保全条例(平成 7 年朝来町条例第 28 号) 

(経過措置) 

3 この条例の施行の日の前日までに、和田山町民の環境をまもる条例又は朝来町環境保

全条例の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの条例の相当規

定によりなされたものとみなす。 

4 この条例の施行の日の前日までに、朝来市の区域に適用された環境の保全と創造に

関する条例(平成 7 年兵庫県条例第 28 号)の規定によりなされた処分、手続その他の

行為は、この条例の相当規定によりなされたものとみなす。 
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別表(第 36 条関係) 

動物飼養施設設置の

規制区域 
動物飼養施設の規制対象動物の種類及び飼養数 

市全域 (1) 牛、馬又は豚 1 頭以上 

(2) めん羊又はやぎ 4 頭以上 

(3) 犬 10 頭以上 

(4) 鶏(30 日未満のひなを除く。) 100 羽以上 

(5) あひる(30 日未満のひなを除く。)又は七面鳥 50 羽以上 
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 資料７  朝来市環境審議会委員名簿 
 

任期：2023 年 8 月 28 日～2025 年 8 月 27 日 

区分 氏名 所属・役職 備考 

知識経験を 

有する者 

石田 弘明 
兵庫県立大学自然・環境科学研究所教授 

兵庫県立人と自然の博物館副館長 
会長 

増原 直樹 兵庫県立大学環境人間学部准教授  

岡田 純 特定非営利法人 日本ハンザキ研究所理事長  

岸野 孝弘 
関西電力株式会社 兵庫支社 播磨・但馬 

コミュニケーション統括グループ担当部長 
 

住民を 

代表する者 

髙品 浩 朝来市連合区長会副会長 副会長 

衣川 朝美 
朝来市保健衛生推進協議会 

山東支部副支部長 
 

天野 あまね 公募委員  

近藤 伸一 公募委員  

事業者を 

代表する者 

西垣 隆 朝来市商工会会長  

山田 千恵子 朝来市商工会女性部部長  

村上 彰 朝来市認定農業者協議会会長  

藤本 辰也 
朝来市内森林組合代表 

和田山町森林組合代表理事組合長 
 

関係行政機関 

の職員 

藤原 英隆 
兵庫県但馬県民局県民躍動室室長補佐兼環境

課課長 
 

村上 玖仁子 
兵庫県但馬県民局朝来農業改良普及センター 

地域・経営課課長 
 

山畠 操 朝来市内中学校校長代表  

野田 勝文 南但広域行政事務組合環境課課長  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No 説明 No 説明 

① 糸井の大カツラ 【自然共生】【健全・快適】 ⑨ あさご芸術の森美術館・水力発電 【脱炭素】 

② 太陽光発電設備・薪ストーブ 【脱炭素】 ⑩ ごみの適正分別 【資源循環】 

③ 竹田城跡 【健全・快適】 ⑪ 森林整備 【自然共生】 

④ 立雲峡の桜 【健全・快適】 ⑫ 岩津ねぎ・有機農業 【自然共生】 

⑤ コウノトリ・有機農業 【自然共生】 ⑬ 環境学習会 【共創力】 

⑥ 資源集団回収 【資源循環】 ⑭ オオサンショウウオ観察会 【自然共生】【共創力】 

⑦ デマンド型乗合交通 【脱炭素】 
⑮ 

本市の特産品等（岩津ねぎ・しいたけ・イチゴ・ 

ピーマン・タケノコ） 【自然共生】 ⑧ 電気自動車 【脱炭素】 
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